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は じ め に

本格的な人口減少・高齢化社会を迎える中、地域の活力を維持していくためには、年齢

や性別などにかかわらず、地域の人々が意欲や個性、能力に応じて様々な形で活躍できる

社会を構築していくことがますます重要となっています。農業はその作業の多種多様性か

ら幅広い人々が活躍する機会があり、共助の精神が根付いている農村が都市に先んじて、

働き場所があって暮らし続けられる地域社会づくりのモデルとなることが期待されます。

このような中、近年、高齢者や障害者等の健康増進や雇用先として農業を活用する取組

が広がってきていることを踏まえ、今回の「特集編」では、「北陸地域の農業分野におけ

る障害者就労の可能性」をテーマに、アンケート調査及び事例調査を通じて、北陸地域

の農業分野における障害者就労の現状と今後の推進方向を整理しました。

また、農林水産省では、「攻めの農林水産業」を実現するため、農林水産業を産業とし

て強くしていく政策(産業政策)と、国土保全といった多面的機能を発揮するための政策

(地域政策)を車の両輪として推進しており、昨年12月には「農林水産業・地域の活力創

造プラン」が取りまとめられました。

北陸農政局では、農業構造の改革と生産コストの削減を推進するため、地域での話し

合いによる「人・農地プラン」の作成・見直しを進めつつ、農地中間管理機構の創設・

活用により、担い手への農地集積・集約化や耕作放棄地の解消を図るとともに、農地の

大区画化、農業水利施設の長寿命化・耐震化対策等にも取り組んでいます。また、経営

所得安定対策の見直しと水田フル活用と米政策の見直し、農林水産物・食品の輸出促進

を含む６次産業化の推進を図るとともに、日本型直接支払制度の普及等により、美しく

伝統ある農山漁村を将来にわたって継承するための多面的機能の維持・発揮を図る取組

を支援しています。

「動向編」では、これらの取組を含む、北陸地域の食料・農業・農村の動向と課題、各

種施策等について、統計データや事例を用いて、わかりやすく紹介しました。

本報告書を通じて、関係者の皆様に北陸地域の食料・農業・農村に対する関心と理解

が深まるとともに、食料自給率の向上と農山漁村の再生に向けてそれぞれの立場で積極

的に参画いただく契機となることを期待しています。
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特集編

北陸地域の農業分野における障害者就労の可能性

～農業を支える新たな人材の確保と地域活性化のために～

今、自然とのふれあいを通じた「癒し」の効果など「農の福祉力」が農業が持つ新たな

可能性として注目されています。農業関係者と福祉関係者が連携することにより、障害者

のリハビリや障害者の就労訓練、更には雇用の場として、農業・農山漁村を活用する取組

が全国で広がりつつあります。

障害者の就職件数は４年連続で過去最高を更新するなど、障害者の就労意欲が高まりを

みせている中、農業分野において、障害者就労に向けた取組を支援することは、障害者が

地域の一員として共に生活できる社会の実現のみならず、農業を支える新たな人材の確保

や地域の活性化につながる可能性があります。

今回の特集編では、管内の障害福祉サービス事業所や農業法人等に対するアンケート調

査や事例調査を通じて、北陸地域の農業分野における障害者就労の現状を整理するととも

に、今後の推進方向を明らかにします。

１．障害者雇用をめぐる動き

国は、「障害者基本法」に基づき、障害者施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

「障害者基本計画」を定めています。平成25（2013）年９月に策定された同計画では、

農業分野に関しては、「農業法人等の農業関係者や福祉関係者等に対する情報の提供、

労働に関わる身体的な負荷の低減に向けた技術開発等を通じて、農業分野での障害者就

労を推進する。また、障害者の就労訓練及び雇用を目的とした農園の開設及び農園の整

備を促進する」とされ、農業分野における障害者就労を推進することが明記されていま

す。

（１）障害者の雇用状況

内閣府「平成26年版障害者白書」によると、平成25年の障害者数は全国で約788万

人で、区分別では、身体障害者が約394万人、知的障害者が約74万人、精神障害者が

約320万人となっています。

このうち、民間企業(50人以上規模の企業)に雇用されている障害者は、身体障害者

30.4万人、知的障害者8.3万人、精神障害者2.2万人で、全体では40.9万人に留まって

います。

（２）障害者の就職件数

厚生労働省「平成25年度障害者の職業紹介状況等」によると、ハローワークを通じ

た障害者の就職件数は、全国で77,883件（対前年度比14.0％増）となっており、４年

連続で過去最高を更新しています。同じく就職率も45.9％（同3.7ポイント）と上昇

しています(図－１)。
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職業別の就職状況では、「運

輸・清掃・包装等の職業」（25,

601件、32.9％）の割合が大き

く、次いで「事務的職業」（16,

669件、21.4％）、「生産工程の

職業」（9,361件、12.0％）が

続いています(表－１)。

このうち、「農林漁業の職業」

における就職件数は、2,728件

（3.5％）となっています。こ

れを、障害者別でみてもそれ

ぞれ伸びており、特に、精神

障害者の就職件数が大きく伸

びています(図－２)。

図－１ 就職件数及び就職率の推移(全国)

図－２ 農林漁業への職業別就職件数の推移(全国)

表－１ 主な職業別就職件数(平成25年度、全国)

資料：厚生労働省「平成25年度・障害者の職業紹介状況等」

を基に北陸農政局で作成

資料：厚生労働省「平成25年度・障害者の職業紹介状況等」を基に北陸農政局で作成

資料：厚生労働省「平成25年度・障害者の職業紹介状況等」を基に北陸農政局で作成
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北陸４県（新潟県、富山県、石川県及び福井県）のハローワークを通じた障害者の

就職件数は、新潟県1,418件、富山県1,067件、石川県1,105件、福井県752件で、前年

に比べ増加しています(表－２)。

このうち、全国の「農林漁業の職業」への就職件数は2,728件で、前年に比べ９％

増加しています。

（３）障害者に対する就労支援

障害者総合支援法における就労系障害福祉サービスには、一般就労を希望する障害

者を対象とする「就労移行支援」と一般就労が困難な障害者を対象とする「就労継続

支援(Ａ型・Ｂ型)」があります(表－３)。

表－２ ハローワークを通じた障害者の就職件数

資料：厚生労働省「平成25年度・障害者の職業紹介状況等」を基に北陸農政局で作成

表－３ 障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス

資料：厚生労働省「障害者の就労支援対策の状況」を基に北陸農政局で作成

　（単位：件）

うち農林漁業 新潟県 富山県 石川県 福井県

障害者計 77,883 2,728 1,418 1,067 1,105 752

前年同期比 14％ 増 ９％ 増 20％ 増 ７％ 増 14％ 増 11％ 増

区分 全国
北陸

就労移行支援事業 就労継続支援Ａ型事業 就労継続支援Ｂ型事業

　 就労を希望する65歳未満の障害
者で、通常の事業所に雇用されるこ
とが可能と見込まれる者に対して、
①生産活動、職場体験等の機会の
提供その他の就労に必要な知識及
び能力の向上のために必要な訓
練、②求職活動に関する支援、③そ
の適性に応じた職場の開拓、④就
職後における職場への定着のため
に必要な相談等の支援を行う。

（利用期間：２年）

※市町村審査会の個別審査を経て、必要性が認
められた場合に限り、最大１年間の更新が可能

　　通常の事業所に雇用されること
が困難であり、雇用契約に基づく就
労が可能である者に対して、雇用契
約の締結等による就労の機会の提
供及び生産活動の機会の提供その
他の就労に必要な知識及び能力の
向上のために必要な訓練等の支援
を行う。

（利用期間：制限なし）

　 通常の事業所に雇用されることが
困難であり、雇用契約に基づく就労
が困難である者に対して、就労の機
会の提供及び生産活動の機会の提
供その他の就労に必要な知識及び
能力の向上のために必要な訓練そ
の他の必要な支援を行う。

（利用期間：制限なし）
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厚生労働省「平成24年社会福祉施設等調査」によると、全国では、就労移行支援事

業が2,518事業所、就労継続支援Ａ型事業が1,374事業所、就労継続支援Ｂ型事業が7,

360事業所あります。

北陸４県の割合をみると、就労移行支援事業が5.8％、就労継続支援Ａ型事業が6.3

％、就労継続支援Ｂ型事業が4.1％を占めています(表－４)。

（４）障害者就労に係る賃金

厚生労働省「平成24年度工賃（賃金）の実績について」によると、就労継続支援Ａ

型事業所の賃金（月額）は、全国ベースで約69千円であり、就労継続支援Ｂ型事業所

の賃金（月額）は、全国ベースで、約14千円となっています(表－５)。

表－４ 事業の種類別にみた事業所数

資料：厚生労働省「平成24年社会福祉施設等調査」を基に北陸農政局で作成

資料：厚生労働省「平成24年度工賃(賃金)の実績について」を基に北陸農政局で作成

表－５ 平成24年度平均工賃

　（単位：事業所）

2,518 1,374 7,360

北陸計 145 86 304

割合(％) 5.8 6.3 4.1

新潟県 56 9 104

富山県 22 16 69

石川県 29 22 80

福井県 38 39 51

北
　
陸

区分
就労継続支援
A型事業

就労継続支援
B型事業

全    国

就労移行支援
事業

　（単位：円/月額）

就労継続支援A型事業所 就労継続支援B型事業所

68,691円 14,190円

区分

全　国
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（５）農業分野における障害者就労の形態

農業分野における障害者就労には、①障害福祉サービス事業所における就労、②

障害福祉サービス事業所の施設外における就労、③職場実習、社会適応訓練などの受

入れ、④農家や農業法人による直接雇用に大別できます(図－３)。

① 障害福祉サービス事業所における就労

障害福祉サービス事業所※自らが、所有地又は借地において、障害者による農作

業や関連施設での農産物加工等を行う。

※ 就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型事業所、就労継続支援Ｂ型事業所など

② 障害福祉サービス事業所の施設外における就労

障害福祉サービス事業所が農家等から農作業を請け負い、障害者がこれに従事す

る。

なお、障害者への作業指示は福祉サービス事業所のスタッフが行う。

③ 職場実習、社会適応訓練などの受入れ

農業法人等が、特別支援学校の実習、精神障害者社会適応訓練、障害者（求職希

望）委託訓練等受け入れる。

④ 農家や農業法人による雇用

農家や農業法人等が直接障害者を雇用する。

図－３ 農業分野における就労形態のイメージ

資料：北陸農政局作成

①事業所の指示の下、所有地

又は借地で農作業や農産物加

工等を行う

農家・農業法人

障 害 者
雇用

就労訓練等

障害福祉

サービス事業所

②農作業を受託し、農作業等を行う

(施設外就労、請負作業) 

雇用

就労訓練等

③職場実習、社会適応訓練

の受入れを行う

④農業経営者の指示の下

農作業等を行う
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２．農業分野における障害者就労に関するアンケート結果

北陸農政局では、北陸地域の農業分野における障害者就労の実態と課題を把握するた

め、平成26（2014）年３月に、管内の障害福祉サービス事業所（以下、「福祉事業所」

という。）、（公社）日本農業法人協会に加盟する農業法人、一部の分校等を除く特別支

援学校（以下、「支援学校」という。）を対象としたアンケート調査を実施しました。

注）：「農業分野における障害者の就労に関するアンケート」実施概要

・平成26（2014）年３月、北陸管内(新潟県、富山県、石川県及び福井県)の福祉事業所（615）、

農業法人（228）、支援学校（55）の計898を対象として調査票を郵送。

・回答数は、福祉事業所370(回収率 60.2％)、農業法人131(回収率 57.5％)、支援学校41(回収

率74.5％)。

(１) 福祉事業所

ア．農業活動の有無

(ア) 農業活動の有無

農業活動を取り入れている福祉事業所が約４割

北陸地域の福祉事業所において、農業活

動を「取り入れている」福祉事業所は、約

４割となっています(図－４)。

（イ）農業活動の開始時期

５年以上前からが約半数

農業活動を取り入れている福祉事業所に

おける活動開始時期は、「10年以上」前が33

％と最も高く、次いで「１年～２年前」が

22％となっています(図－５)。

図－４ 農業活動の参加状況

図－５ 農業活動の開始時期

37%

9%

54%

取り入れてい

る
過去に取り入

れていた
取り入れてい

ない

33%

17%
21%

22%

4% 3%

１０年以上前

５年～９年前

３年～４年前

１年～２年前

今年から

未記入
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イ．農業活動の内容と取組理由

(ア) 農業活動の内容

８割が「野菜」を対象

農業活動を取り入れている福

祉事業所における活動内容をみ

ると、「野菜」を対象とする活

動が80％と最も高く、次いで「収

穫物の加工・販売」となってい

ます(図－６)。

障害者が行っている作業内容

は、「土づくり、除草、植え付

け、収穫などの補助作業」85％

が最も高く、次いで「収穫物の

洗浄、袋詰めなどの作業」73％、

となっており、補助的な作業が

中心となっています(図－７)。

(イ) 農業活動の取組理由

「心身に効用が大きい」、「作業内容が適している」が約６割

農業活動を取り入れた理由に

ついては、「心身に効用が大きい」

58％、「作業内容が適している」

57％、「事業収入の確保」51％が

高い割合となっています(図－

８)。

図－６ 農業活動の内容(複数回答)

図－７ 作業内容(複数回答)

図－８ 農業活動を取り入れた理由(複数回答)

7

3

23

33

41

73

85

0 50 100

その他

家畜の世話

食品などの加工

耕うん、草刈り、収穫などの機械作業

収穫物、加工品の販売

収穫物の洗浄、袋詰めなどの作業

土づくり、除草、植え付け、収穫などの補

助作業

(％)

17

5

15

17

51

57

58

0 20 40 60 80

その他

他分野から活動を切り替えた

地域農業再生への貢献

地域の農家、自治体などからの依頼

事業収入の確保

作業内容が適している

心身に効用が大きい

(％)

16

4

5

12

13

15

33

80

0 20 40 60 80 100

その他

畜産

麦・豆類

花き

米

果樹

収穫物の加工・販売

野菜

(％)
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ウ．農業活動における課題

約６割が「通年の活動が困難」

農業活動における課題について

は、「通年の活動が困難」62％が

最も高く、次いで「販売先の確保」

52％、「農業指導者の確保が困難」

37％、「作業中の事故など安全面

への配慮」33％となっています(図

－９)。

エ．農家や地域との関わり

85％の福祉事業所が農家や地域との何らかの関わり

農家や地域との関わりについては、

「特になし」と回答した15％を除く、

85％の福祉事業所が関わりがあり、

具体的には、「販売活動やイベント

で交流がある」48％、次いで「農地

や農業施設の提供を受けている」45

％となっています(図－10)。

オ．農業活動を取り入れていない福祉事業所の関心度

(ア) 農業活動への関心度

農業活動を取り入れていない福祉事業所の約４割が関心

農業活動を取り入れていない福祉事業

所における農業活動の関心度について

は、「関心がある又は少し関心がある」

が全体の約４割となっています(図－1

1)。

図－９ 農業活動における課題(複数回答)

図－10 農家や地域との関わり(複数回答)

図－11 農業活動への関心度

18%

26%
42%

13%

1%

関心がある

少し関心が

ある
あまり関心

がない
関心がない

11

5

16

33

37

52

62

0 20 40 60 80

その他

特になし

現地への移動手段

作業中の事故など安全面への配慮

農業指導者の確保が困難

販売先の確保

通年の活動が困難

(％)

7

15

28

30

45

48

0 20 40 60

その他

特になし

原材料などの提供を受けている

農業技術の指導を受けている

農地や農業施設の提供を受けている

販売活動やイベントで交流がある

(％)
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(イ) 関心がない理由

約半数が農業に関する知識・ノウハウがない

農業活動を取り入れていない福祉

事業所における農業活動に関心のな

い理由については、「農業に関する

知識・ノウハウがない」52％が最も

高く、次いで「事業所が農業を行う

環境に立地していない」49％、「通

年の活動が困難」46％の順となって

います(図－12)。

(２) 農業法人

ア．雇用・現場実習の有無

障害者の受入れは低い水準

障害者を雇用、又は職業訓練・実習を

受け入れている農業法人の割合は、７％

(８法人)と低い水準にとどまっています

(図－13)。

イ．障害者の作業内容と雇用理由

(ア) 障害者の作業内容

「土づくり、除草、植え付け、収穫

などの補助作業」が多い

雇用等を行っている法人は少ない

(８法人)ものの、雇用等の状況を伺っ

たところ、障害者の作業内容について

は、「土づくり、除草、植え付け、収

穫などの補助作業」、「収穫物の洗浄、

袋詰めなどの作業」が、ともに63％と

高い割合になっており、福祉事業所の

活動内容と同様の傾向となっています

(図－14)。

図－12 農業活動に関心がない理由(複数回答)

図－13 障害者雇用・現場実習等の受入

図－14 障害者の作業内容(複数回答)
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耕うん、草刈り、収穫などの

機械作業

収穫物の洗浄、袋詰めなど
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土づくり、除草、植え付け、収

穫などの補助作業

(％)

22
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36
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その他

農業は障害者の就労に適していない

農地確保などに必要な資金がない
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通年の活動が困難

事業所が農業を行う環境に立地していない

農業に関する知識・ノウハウがない

(％)
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(イ) 障害者を雇用する理由

「社会福祉施設などからの要請」が半数

障害者を雇用する理由について

は、「社会福祉施設などからの要請」

50％が最も高く、次いで「地域社会

への貢献」38％となっている一方、

「労働力の確保」は13％と低い割合

になっています(図－15)。

ウ．障害者雇用のメリット

「地域社会との結び付きが強くなる」が半数

障害者雇用のメリットについては、

「地域社会との結び付きが強くなる」

50％が最も高く、次いで「職場の雰

囲気が和む」38％となっています(図

－16)。

エ．障害者雇用の課題

「個々の適性に合う作業の選定」に課題

障害者を雇用しての課題について

は、「個々の適性に合う作業の選定」

75％が最も高く、次いで「安全面の

配慮」63％、「作業指導などのコミュ

ニケーション」50％の順となってい

ます(図－17)。

図－15 障害者を雇用する理由(複数回答)

図－16 障害者雇用のメリット(複数回答)

図－17 障害者雇用の課題(複数回答)
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オ．障害者を受け入れたことがない農業法人の関心度と関心のない理由

(ア) 障害者雇用の関心度

約３割が関心

障害者を受け入れたことのない農業

法人における障害者雇用への関心度は、

「関心がある」、「少し関心がある」併

せて25％となっており、「あまり関心が

ない」56％、「関心がない」19％となっ

ています(図－18)。

(イ) 障害者雇用に関心がない理由

障害者に適した作業がないが約６割

障害者を受け入れたことの

ない農業法人の関心がない理

由については、「障害者に適し

た作業がない」59％、次いで

「障害者に限らず、雇用する

経営上の余裕がない」45％、「障

害者を雇用するノウハウがな

い」38％の順となっています

(図－19)。

(３) 特別支援学校

ア．農業関係の現場実習の実施状況

約半数の支援学校が現場実習を実施

支援学校の半数が就労活動の一環として、農業関係の現場実習を行っており、年間

に行っている回数は、「１～２回」63％が最も高く、次いで「不定期」21％となって

います(図－20、図－21)。

図－19 関心がない理由(複数回答)
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図－18 障害者雇用の関心度
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図－20 農業関係の現場実習の有無
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図－21 農業関係の現場実習の実施回数
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イ．農業分野へ就労するメリット

「障害者に適した作業が多い」や「心身に関する効用が大きい」がメリット

農業分野への就労するメリット

については、ほとんどの学校で何

らかのメリットを有すると回答し

ており、「障害者に適した作業が多

い」76％が最も高く、次いで「心

身に関する効用が大きい」51％と

なっています(図－22)。

ウ．農業関係の現場実習における課題

農業指導者の確保が困難

農業関係の現場実習における課題

としては、「農業指導者の確保が困

難」90％が最も高く、次いで「受入

先の確保が困難」73％が高い割合を

示しています(図－23)。

エ．卒業生が農業分野へ就労する場合の課題

約８割が農業分野の求人が少ないとの認識

障害者が農業分野へ就労する場合

の課題については、「農業分野の求

人が少ない」78％が最も高く、次い

で「受け手(農業法人など)の情報が

ない」54％、「通年の就労が困難」4

4％の順となっています(図－24)。

オ．農業分野への就労状況と就労拡大の可能性

就労拡大への可能性は大きいとの評価

過去５年間での卒業生の農業分野への就労状況をみると、約３割の支援学校にお

いて、卒業生が農業分野に就労しています(図－25)。

また、今後の障害者の農業分野への就労拡大の可能性については、「ある程度可

能性がある」47％が最も高く、次いで「大いに可能性がある」33％となっており、

約８割の学校が、就労拡大の可能性があるとみています(図－26)。

図－22 農業分野へ就労するメリット(複数回答)

図－23 農業関係の現場実習における課題(複数回答)

図－24 農業分野へ就労する場合の課題(複数回答)
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(％)
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（４）アンケート結果からみた北陸地域での農業分野における障害者就労の実態

福祉事業所や支援学校における農業分野での障害者就労の関心は高まっており、その

実績も増えてきていますが、農業法人の取組はまだ本格的な状況ではありません。また、

福祉関係者は農業分野が障害者就労に適していると評価する一方、農業関係者は必ずし

も同様な認識を有しておらず、両者の障害者就労に対する関心の高さや認識に相違がみ

られます。

【福祉事業所】

・農業活動を取り入れている事業所は約４割で、その３割が２年以内に取り入れており、

農業分野への関心は着実に高まっている状況。

・農業分野の障害者就労は、心身への効用が大きく、作業内容が適している等のメリット

から取組を実施。

・農業活動に取り組む約６割の事業所が通年作業の確保が課題としており、稲作主体で雪

も多い北陸地域では、取組の広がりに制約。

・農業活動を導入していない事業所では、約４割が障害者就労に関心を有しており、都市

部の農業を行う環境にないところに立地している事業所等を除けば、その割合は更に高ま

るものと推測。

【農業法人】

・一般の農業法人では、障害者雇用への不安や厳しい経営環境などから、雇用等の実績は

低い水準。

・雇用等を行っている法人は、主体的な労働力の確保という観点よりも、福祉施設や地域

からの要請により受け入れている状況。

・雇用等を行っている法人の７割以上が、「個々の適性に合う作業の選定」を課題として

挙げるとともに、障害者を受け入れたことがない農業法人の６割が「障害者に適した作

業がないこと」を理由にその雇用に関心がないとしており、農業法人は障害者の雇用管

理に不安。

・障害者を受け入れたことがない法人の約３割は障害者雇用への関心を有しており、行

政の支援等により、就労拡大の可能性を示唆。

【支援学校】

・９割の支援学校が農業分野の障害者就労にメリットを有するとしており、５割の支援学

校で、就労活動の一環として現場実習を実施。

・８割の学校が就労拡大の可能性があるとみており、農業分野での就労拡大への期待が大

きいが、求人数の不足や農業法人の情報不足が課題。

図－25 卒業生の農業分野への就労状況 図－26 農業分野へ就労の可能性
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３．先進的な取組事例

北陸地域では、障害者が参加した農作業又は農作業訓練

に関して、障害者への作業における配慮や指導方法など障

害者就労に関する様々な取組が行われていますが、前述の

アンケート調査結果によれば、例えば、障害者に適した作

業が少ない、通年作業が困難など様々な課題があります。

このような中、先進的な取組では、地域の農業者と福祉

関係者が連携することなどで、お互いの知見、設備等を有

効に活用しながら、こうした課題に対して工夫して対応し

ています。

ここでは、北陸地域において、社会福祉法人等が農業分野に進出し、福祉ネットワー

クを活用し、米を中心に直接販売や通年作業の確保を図るため農産加工に積極的に取り

組み、障害者就労を推進しているケース、またNPO法人を中心に地域の絆を活かし、耕作

放棄地や空き家を有効利用し、農園芸作業を通じて地域福祉の向上や中山間地域の活性化

に取り組んでいるケース、農業活動に熱心な支援学校のケースなど、先進的な事例を紹介

します。

（設立の経緯と取組の概要）

福井県あわら市の「有限会社あわら農楽ファーム」は、
のうがく

就労継続支援Ａ型事業所である「株式会社農楽里」と連携
の ら り

した農作業の委託契約により、障害者就労の拡大と中山間

地域農業の活性化を図っています。

同ファームは、平成10（1998）年に「社会福祉法人コミ

ュニティネットワークふくい(Ｃ・ネットふくい)」の障害

者受入れ事業として、地域の農作業を手伝う形で活動を開

始しました。

平成13（2001）年には、「障害者に農業を通じて働く場を提供し、地域農業に貢献する」

ことを目的に、本格的に農業に取り組むため、Ｃ・ネットふくいから独立する形で「農業

生産法人シーネット坂井」を設立し、平成18（2006）年には認定農業者の認定を受けまし

た。

平成25（2013）年には、「あわら農楽ファーム」(シーネット坂井から改称)は、福祉行

政からの支援を通じて、障害者の就労拡大や労働環境の整備等を目指し、就労継続支援Ａ

型事業所である「農楽里」を設立しました。

現在、「農楽里」との一体的な業務運営の下、経営面積は32ha（賃借地）で、米を中心

に露地野菜や施設園芸、柿の生産に加え、経営の安定や通年の作業確保を図るため、あん

ぽ柿やかき餅など加工品の生産・販売や観光いちご園にも取り組んでいます。

観光型のいちご園

いちごハウス内での様子

〈事例〉福祉施設から独立し農業生産法人を設立(あわら農楽ファーム)
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○経営概況

○ (有）あわら農楽ファームと連携機関との関係

（障害者と指導職員の共同作業）

「あわら農楽ファーム」では、「農楽里」の社員である障害者７～８名が農作業や農産

物加工に携わっています。同ファームでは、障害者のみならず指導する職員も農業の担い

手であるという考え方の下、職員が各障害者の適性などを把握した上で、作業指示・支援

を行いながら共同で作業を行っています。このことが、農作業のノウハウの早期の習得や

生産性の向上とともに、障害者と職員との連帯感を深めることにつながっています。１年

サイクルの農業では、多様な技術を習得するためには２、３年の経験が必要であることか

ら、障害者と共に働くというスタンスで一人ひとりに目配りしながら継続的な取組を行っ

ています。

（販売力の強化と６次産業化）

同ファームは、経営の安定と通年作業の確保のため、農産

物の直接販売と農産加工に積極的に取り組んでいます。主力

商品であり、年間約３千俵（１俵：60kg）を販売する米につ

いては、約７割を福祉のネットワークを活用して、病院や介

護施設等に販売し、約３割を県内のスーパーやネット通販等

を活用して一般消費者に販売しています。平成22年からは、

国の補助事業の採択を契機に、「かき餅」や「あんぽ柿」の かき餅づくりの様子

農業生産部門 農業関連部門 農作業等の実施状況
就労者の主たる
障害の種類

水稲　　　　　　　　　 26ha
露地野菜      　　　　４ha
果樹　　　　　　　　　　１ha

農産加工(干し柿、かき餅)
精米販売部門
観光農園(いちご)

(株)農楽里を設立し、業務
契約に基づき作業委託

知的・精神障害者　　７～８名

経営内容等 農業部門のサポート 農地確保

販売額合計　 ７千万円
米　　 　　　　　５千万円
柿　　   　　　　４百万円
いちご　 　　　 ４百万円

事業所からの農業経験のあ
る職員

職員所有の農地
近隣の農業者からの借地

施設外就労

(契約)

有限会社

あわら農楽ファーム
(株) 農楽里

近隣農業経営体

●生産部門

(水稲、野菜、果樹等)

●加工部門

(かき餅、漬物、干し柿等)

●精米・販売部門

●検査部門

●観光農園部門

県外福祉事業所

○医療・福祉

関係事業所

○学校給食

○量販店

○直売所

○消費者

販

売

(農業体験交流)

(米販売委託)

(生産委託)

(作業受託)

(作業受託)

(作業委託)

地権者(農地)貸付

(就労継続支援Ａ型事業所) (農業生産法人)
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本格的な生産に取り組みました。柿は、加工せずに農協に出荷している時の販売額は約70

万円でしたが、あんぽ柿に加工すると１個70円で販売でき、年間約400万円の販売額とな

っています。

農産物や加工品の販路は、ファームの代表が地道に県内外に足を運び開拓してきました

が、販売に当たり、継続的な購入につなげるためには、品質本位の商品を適正価格で販売

するとの姿勢から、あえて障害者がその生産に携わっていることを明らかにしていません。

（農業と福祉の更なる連携）

「あわら農楽ファーム」では、農地はすべて借地であるため、年間約400万円の借地料

が経営コストの大きな部分を占めており、障害者への一定水準の賃金を確保するためには、

厚生労働省からの雇用助成金等の受給が必要となっています。しかしながら、農業生産法

人である同ファームは、福祉行政からの支援を直接受けることが困難であることから、助

成金を受給可能な就労継続支援Ａ型事業所「農楽里」を設立し、その社員である障害者の

施設外就労という形態で事業に取り組む必要があり、運営上の負担となっています。農業

生産法人である「あわら農楽ファーム」が福祉関係の助成金を直接受給し、障害者を雇用

できれば、効率的な事業運営が可能です。障害者就労の定着を図るためには、財政支援の

面でも福祉と農業との更なる連携が求められます。

【問合せ先】 〒919-0601 福井県あわら市山室72-94

有限会社 あわら農楽ファーム 代表者：中屋 俊美

電話：0776-73-5955 FAX：0776-73-5477

（ホームページ） http://www.awara-nougaku.jp/

○ 働く皆さんの声

Ａさん：柿の皮むきが、仲間と話しをしながら作業ができるので一番楽しい。

だけど、雨の日の草刈りは大変。

Ｂさん：前にいた作業所よりも、農作業の方が、外に出て、いろいろなことができて

おもしろい。給料が上がったので、お小遣いも増え、いろいろなゲームで遊

べるようになった。

Ｃさん：いちごの床土替え作業をしてきたが、みんなと一緒にできるので楽しい。

Ｄさん：機械作業が好き、天気がいい日の作業は、気持ちいい。
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※ＵＮＥ（うね）とは、Ｕ:ユニバーサル、Ｎ:農園芸、Ｅ:えちごのこと。

（設立の経緯と取組の概要）

新潟県長岡市の「特定非営利活動法人ＵＮＥ」では、平
ながおかし う ね

成23（2011）年４月、耕作放棄地や空き家が目立つ一之貝
いちのかい

集落（人口350人）に地域活動支援センター(注１)「UNEHAUS」
う ね は う す

(障害者福祉サービス拠点)を運営、障害者と地域の高齢者

と協働して、水田１ha、畑80aのほか、花の栽培とともに、

加工・販売に取り組んでいます。平成25（2013）年２月、

NPO法人として新潟県内初の認定農業者に認定され、１日

平均７～８人の障害者の支援活動として農作業の訓練を実

施しています。

障害者と地域住民との交流を図るため、農業生産のほか農家レストランを経営、各種イ

ベント等を開催しています。平成24（2012）年３月には、地元の中小企業が創設した障害

者による堆肥の製造・販売、切り花の生産、ガーデニング等の作業に取り組む特例子会社

（注２）の株式会社夢ガーデンと連携し、活動展開しています。

注１：地域活動支援センター：障害者を通わせ、創作活動又は生産活動の機会を提供、社会との交流促

進等を通し安心して生活できる地域づくりを目指して活動する施設

注２：特例子会社：民間企業や地方自治体が障害者の雇用を目的に設立する子会社。特例子会社で働い

ている障害者は親会社で雇用されているとみなし、親会社の障害者雇用率（法定雇用率）に算入

できる。

○経営概況

視察に訪れた皆さん

〈事例〉地域の絆を活かした障害者就労の推進(ＮＰＯ法人ＵＮＥ)

農業生産部門 農業関連部門 特例子会社との連携 障害者の作業内容

田作(水稲)　　　　　１ha
畑作(野菜、花)     80a

農産加工(漬物、笹団子)
農家レストラン
無人直売所

(株)夢ガーデン
農作業、農産加工、農家レ
ストラン管理作業

職員数等 障害者の就労数 役割等

常雇　　５名
パート　２名 (うち障害者１名)
会員　　　　　 170名
ボランティア　　20名

登録障害者　約50名
農作業訓練　７～８名/日

特例子会社との仲介
農協、農家との仲介
学校福祉施設との仲介
ジョブトレーナーの養成・紹介
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○ＮＰＯ法人ＵＮＥと連携機関との関係

（農・障・高連携）

すべての人が「人間らしく誇りを持って」、一生安心して

暮らせる「ユニバーサル社会」を農園芸作業を通じて構築し、

それを持続可能な社会として発展させていくこと、また中山

間地域において、「農・障(害者)・高(齢者)連携」を実現す

ることを目指しています。

農業は、特性に合わせて仕事ができ、生活と一体化してお

り、例えば、掃除、機械修理等や全員が得意分野を活かし、

高齢者への手伝いなどを含めて協働することができます。

また、屋外での作業が多く、仲間と一緒に仕事ができ、障害者は「農作業は楽しく、ご

はんもおいしい」と話しています。

（農園芸作業の取組）

ＵＮＥでは、水稲、野菜などを作付し、農産物の販売・加工も併わせて行っています。

作業活動している障害者は、週４日で１日７～８名（登録者約50名）参加しております。

また障害者雇用に関しては、サポートするボランティアも約10名（登録者約20名）います。

障害者からは農作業は楽しいとの声が多く定着率も高い傾向にあり、また毎年、特別支援

学校高等部の職業実習等も受け入れています。

活動に参加している障害者には、１人当たり１千円程度の日当を支払っており、特定求

職者雇用開発助成金（厚生労働省）等を活用しています。また、低農薬栽培で、おいしい

水で育った棚田米等を販売していますが、農業活動全体の売上げから必要経費を差し引く

と経営は非常に厳しいことから、中山間地域の補助金や認定農業者の農地利用集積事業の

補助金等を受けています。

地元食材を使ったごはん

・ 生産、販売、請負

・ 加工所(一の貝)

・ 直売所(UNEHAUS)

・ ネット販売

・ 農家レストラン

・ 農家民宿

・ 都市交流プログラム

・ 農園芸作業を通じて地域福祉の向上

(障害者、子ども、高齢者、一般市民)

・ 中山間地域の活性化

地域活動支援センター

UNEHAUS

認定農業者 UNEアグリビジネス UNE

新潟県

長岡市

農協 等

生産組合

特例子会社

夢ガーデン

連 携

連 携

支 援

(ＮＰＯ法人 ＵＮＥ)
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現在、農業機械などは自前では持たず、集落の農業生産組合所有の機械を必要に応じて

借りて負担を減らしていますが、農地の借地料が大きな負担となっています。集落にはＵ

ＮＥのほかに５名の認定農業者がいますが、60歳以上の高齢者が多いため、苗や籾の運搬

作業など協力して地域の活性化を図っています。

また、地元企業が設立した特例子会社（(株)夢ガーデン）は、ＵＮＥと連携し、障害者

による堆肥の製造・販売等の作業に取り組んでおり、この特例子会社は、将来的には農業

への参入を目指しています。

（地域との信頼関係の構築）

当初、この一之貝集落に来たときは、全く知人がいなかったので、地域活動支援センタ

ーとしてのＵＮＥの活動は不思議そうに思われることもありました。収穫された食材を料

理するために地域の女性に来てもらい、障害者とも一緒に食事をして会話をすることによ

り信頼関係が深まり、溶け込むきっかけとなりました。また、障害者と一緒に月１回の資

源回収を行っており、家々を訪問し関係を持つよう努力してきました。

地元の高齢者やボランティアの参加者の交流のほか、草刈りや雪下ろし等、地区の共同

作業にも積極的に参加し、地域のコミュニティづくりにも貢献しています。

【問合せ先】 〒940-0242 新潟県長岡市一之貝869

特定非営利活動法人 ＵＮＥ 代表者：家老 洋

電話：0258-86-8121 FAX：0258-86-8131

（ホームページ） http://une-aze.jimdo.com/
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福井県福井市の「福井南特別支援学校」では、生徒の就
ふ く い し

労支援の一環として、作業体験だけではなく、社会や職場

の決まりを理解し、将来の進路決定につなげることを目的

に校内外での農業実習を行っています。

校内での農業実習(授業)

農業関係の授業として、月曜から木曜の３、４時間目

に「農耕」と「園芸」の作業を行っています。対象生徒

は「農耕」が34名、「園芸」が８名です。「農耕」では１班６～11名で編成された作業班

が曜日交代で取り組んでいます。２名の教師が指導にあたり（栄養教諭も週２回指導に入

り）、学校が所有する畑で野菜等を栽培しています。耕うん機などの機械も使用すること

から、安全面の配慮を要します。収穫物は、主に学校給食向けに使用しており、一般向け

の販売や加工は行っていませんが、冬期は収穫した大根を漬け物にして、高等部内で試食

するなどしています。「園芸」では花壇用苗の育成と生徒がデザインした花壇づくりに取

り組んでいます。

校外での農業実習(現場実習)

農業関係の現場実習では、野菜等を栽培している地域の福祉事業所を実習先とし、主に

春と秋の２～３週間、職場体験を実施しています。実習期間中は、主に担任が週に１回程

度実習先を巡回して、問題点の確認やそれに対する指導・激励などのサポートを行ってい

ます。

地域との関わりとしては、地元の生産組合からの声かけもあって共同作業にも参加して

おり、今年度は玉ねぎの選別作業を行う予定です。生産組合から作業を依頼されることも

ありますが、授業や実習との調整が難しい点もあります。なお、農業法人等からの求人情

報が少ないのが現状です。

農業分野への就労の可能性

25年度は、農業分野へ就労した卒業生は３名でした。年度により農業分野への就労人数

に変動はあるものの、実習を通して生徒の農業に対する関心は確実に高まっていることか

ら、学校としても、農業分野が今後有望な就労先と見ており、様々な情報収集等を通じて、

就労拡大に向けて取り組みたいと考えています。

〈事例〉特別支援学校における農業実習(福井南特別支援学校)

畑作業に汗を流す生徒

【問合せ先】 〒918-8034 福井県福井市南居町８２

福井県立福井南特別支援学校 校長：兼井 則和

電話：0776-36-7631 FAX：0776-36-7147

（ホームページ） http://www.fukuiminami-sh.ed.jp/



- 23 -

石川県白山市の「白山若葉株式会社」では、平
はくさんし

成24（2012）年3月より、農業者４名及び社会福祉

法人関係者２名で白山山麓地域の農産資源を活用

した６次産業化を実現し、農業を通じた障害者の

雇用の促進を図っています。

現在、施設入所者30名、通所者12名を農業及び

加工部門で雇用する中で、クレソン(21ａ)、紫イ

モ(15ａ)、そば若葉(0.7ａ)などの比較的栽培しや

すく流通量の少ない農産物を生産し、販売面で優

位性を発揮しています。

また、障害者の安全面等にも配慮しており、今

後は、加工・販売部門の拡充を図る中で年間を通

じた、安定した就労の場を創出していきます。

〈事例〉障害者雇用による農産資源を活用した６次産業化

【自社農産物のそば若葉乾麺】

【石川県白山市】

富山県富山市の「社会福祉法人めひの野園」で
と や ま し

は、平成11（1999）年から購入菌床によるしいた

け栽培を実施、平成17（2005）年からは、菌床か

らの一貫生産を行う中で障害者の就労機会の創出

と自立を目指しています。

職員12名及び施設利用者40名（平成25（2013）

年８月現在）で、年間12万床のしいたけを栽培し、

14万床の菌床を販売しています。

成長過程を目で確認できるしいたけ栽培は、コ

ミュニケーションが苦手な自閉症者に最適であり、

生きがいの創出に加え、施設利用者の生活の維持

や地域の菌床しいたけ産業にも貢献しています。

〈事例〉きのこ生産による障害者の就労機会の創出

【菌床によるしいたけ栽培】

【富山県富山市】
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〈事例〉市民ボランティア参画型の障害者就農支援

【タマネギの植え付け作業】

【福井県鯖江市】

福井県鯖江市(さばえし)鯖江市の「特定非営利活
さ ば え し

動法人 小さな種・ここる」は、当時まだ任意の団

体であった平成17年より、市内において障害者の就

労支援のためのコミュニティカフェ運営をスタート

し、現在は農産物の生産と加工・販売等にも取組ん

でいます。

平成23（2011）年10月に法人格を取得し、耕作放

棄地を活用した農産物の生産と加工を開始、鯖江市

から耕作放棄地の斡旋を受け、20ａの農地で野菜、

しいたけ等を生産しています。

また、食品メーカーと共同で生産したトマトをジ

ャムやカレーに加工し販売する６次産業化の取組も

進めています。これらの活動には地域の有志ボラン

ティアの方々も数多く参加されており、障害者の皆

さんが自立して就労できる職場として、地域の人々

の幅広い支援が得られるよう取り組んでいます。

石川県金沢市の「株式会社ちはらファーム」では、
かなざわし

障害者と健常者の協働により無農薬、無化学肥料に

よる野菜やブルーベリーの栽培に取り組んでいま

す。

自閉症等の発達障害を持つ人たちに働く場を提供

するため、平成24（2012）年４月に会社を設立、1.

5haの農地で障害者が無理なく働けるよう健常者と

ワークシェアリングを実施しています。

今後は、事業として安定した利益を出し、障害者

が働く場として、理解と支援が得られるよう社会に

メッセージを発信するとともに、平成27（2015）年

６月にはブルーベリー園を開園する予定としていま

す。

〈事例〉発達障害者の就農を推進し有機農法による野菜栽培

【ブルーベーリー栽培の様子】

【石川県金沢市】
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４．農業分野における障害者就労の促進に向けた行政の取組

農林水産省では、厚生労働省との連携により農業法人等への意識啓発や障害者団体へ

の就業促進により障害者就労の促進を図っています。

（１）北陸障害者就農促進ネットワークの設立

北陸農政局は、平成25（2013）年11月15日に、北陸地域の障害者就農の取組を促進

することを目的として、障害者の就農に取り組むNPO法人や社会福祉法人、農業生産

法人等関係団体、国・地方公共団体等の行政機関の17団体で構成する「北陸障害者就

農促進ネットワーク」を設置しました。

平成25年11月、第１回のネットワークメンバーによる

「北陸障害者就農促進に関する意見交換会」を開催し、

障害者就農の促進に向けての問題・課題等を整理しまし

た。

今後は、メンバー間での情報共有を図るとともに、公

開セミナー、ネットワークメンバー等を対象とした事例

調査の実施、意見交換会の開催を予定しています。
意見交換会の様子

・特定非営利活動法人 UNE（新潟県）

・特定非営利活動法人 愛和報恩会（富山県）

・株式会社 金沢ちはらファーム（石川県）

・社会福祉法人 佛子園 日本海倶楽部（石川県）

・株式会社 アクアファーム（福井県）

・特定非営利活動法人 小さな種・ここる（福井県）

・有限会社 C・ネットサービス（福井県）

・農業生産法人 有限会社あわら農楽ファーム（福井県）

・特定非営利活動法人 ピアファーム（福井県）

【北陸障害者就農促進ネットワークメンバー】

・石川県立いしかわ特別支援学校

・石川県立明和特別支援学校

・石川労働局職業安定部 職業対策課

・石川労働局金沢公共職業安定所

（ハローワーク金沢）

・石川県健康福祉部障害保健福祉課

・石川県商工労働部労働企画課

・石川県農林水産部農業政策課 農業人材政策室

・北陸農政局（事務局）
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（２）農業分野における障害者就労への支援制度

農林水産省では、厚生労働省と連携して、福祉農園等の整備に対する支援（都市農

村共生・対流総合対策交付金や「農」のある暮らしづくり交付金の交付）等を行って

います（表－７、表－８）。

農業分野における障害者就労に活用可能な支援制度のご案内

表－７【農林水産省】

高齢者生きがい農園 交流農園の整備 専門家等の派遣活動

対策名 内容 補助率など 対象

ソフト事業

定額（1地区当たり上限800万円）

ハード事業

1/2等（1地区当たり上限2000万
円、但し福祉関連施設は上限なし）

ソフト事業

定額（1地区当たり上限400万円）
ハード事業

1/2以内

農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金

定住・交流促進のための活性化計画
の実現に必要な施設整備を中心とした
総合的な取組を支援

ハード事業
定額、1/2等

県、市町村、農林漁
業者等の組織する
団体　等

医福食農連携コンソー
シアム整備支援

医福食農連携など多様な異業種との
連携強化による６次産業化の取組等を
支援

ハード事業
定額、1/2以内

民間団体等

人・農地問題解決加速
化支援事業

農業法人、障害者就労支援団体、ハ
ローワーク等を参集した情報交換会
の開催経費等を支援

定額 県等

農の雇用事業

農業法人等が、障害者を含む就農希
望者を雇用し、農業技術や経営ノウハ
ウ等を習得させるための実践的な研修
（OJT研修）に対して支援

1名当たり年間最大120万円（最長2
年間）

農業法人等

都市農村共生・対流総
合対策交付金

地域協議会、農業
法人、NPO、社会福
祉法人　等

「農」のある暮らしづく
り交付金

民間団体、NPO、市
町村、社会福祉法
人 等

農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を
観光、教育、健康等に活用する地域の
手作り活動を総合的に支援

都市及びその近接地域において、
「農」を楽しめる暮らしづくりに必要な農
園等の整備に対する支援



- 27 -

表－８【他省庁との連携事業】

パンフレット「福祉分野に農作業を～支援制度などのご案内～」

（http://www.maff.go.jp/j/keikaku/pdf/ver2.pdf

に掲載しています。）

（３）就労・雇用の支援

厚生労働省では、障害のある人が障害のない人と同様、その能力と適性に応じた雇

用の場に就き、地域で自立した生活を送ることができるような社会の実現を目指し、

障害のある人の雇用対策を総合的に推進しています。

（障害者雇用のための主な助成金）

○ 特定求職者雇用開発助成金

ハローワーク等の紹介により障害者を雇用した事業主に対し、助成金を支給（例

：中小企業が雇用した場合、最大240万円など）。

○ 障害者試行雇用（トライアル）奨励金

現在障害者を雇用しておらず、障害者雇用に関するノウハウが乏しい事業主が

ハローワークの紹介により障害者を雇用する場合、奨励金を支給（１名当たり月

４万円（最長３か月））

また、特別支援学校では、平成19（2007）年４月から「特別支援教育」が「学校教

育法」に位置付けられ、すべての学校において、障害のある幼児児童生徒の支援を更

に充実していくこととなりました。

北陸地域の特別支援学校でも、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた

主体的な取組支援するという視点に立ち、幼児児童生徒の一人ひとりの教育的ニーズ

を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、必要

な支援を行っています。

対策名 連携事業の概要・当省の取組 連携省庁・主な連携内容

人・農地問題解決加速化支援事業のうち
農業経営の法人化等の支援

「農」と福祉の連携プロジェクト

◎都市農村共生・対流総合対策交付金
◎「農」のある暮らしづくり交付金
◎農山漁村活性化プロジェクト支援交付
金

高齢者・障害者のための福祉農園の拡大・定着
を推進
【農林水産省】
・高齢者の生きがい農園及び障害者の就労
・雇用を目的とする農園の整備
・福祉、農業関係者を対象とした研修会の開
催、農業専門家の派遣等の支援

【厚生労働省】
・活動の拠点となる福祉施設の整
備、農家と福祉施設の連携支援等

障害者雇用促進法や障害者雇用に関する助成
制度の周知徹底、農業法人と障害者のマッチン
グ等を図る
【農林水産省】
・農業法人、障害者就労支援団体、ハロー
ワーク等を参集した情報交換会の開催経費等
を支援

【厚生労働省】
・ハローワーク等による就職面接
会の開催
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農業で障がい者のしごと起こしフォーラム

平成26（2014）年２月５日、新潟県長岡市で特定非
ながおかし

営利活動法人ＵＮＥが主催となり、「農業で障がい者

のしごと起こしフォーラム」が開催され、県内外から

福祉、農業、行政等の関係者130人が集まりました。

先進事例紹介では、富山県八尾町で農産物の生産、
やつおまち

加工、施設外就労を行っている愛和報恩会から、「耕

作放棄地という地域の課題解決に向けて取組むこと

で、障害者の就農場所としたい」。また、福井県福井市で野菜の加工等を行っているＣ
ふ く い し

・ネットサービスから、「障害者が就農しやすいように、６次産業化を進めなければな

らない」。さらに、福井県あわら市で果樹と野菜の生産、販売を行っているピアファー

ムからは、「働くことで、障害のあるメンバーの自立と暮らしを支える工賃のアップを

図りたい。農業で楽しく働くことをモットーとして、メンバーにできることを作業工

程として組み立てている」などの発表がありました。

特定非営利活動法人日本園芸福祉普及協会からは、「農業者は高齢化しているので農

業作業を続けることは健康の維持や生きがいにもなるし、障害者の働きの場として、

今後、農業は重要なテーマになる」との総括がありました。

フォーラムの様子
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５．農業分野における障害者就労の課題と推進方向

障害者が当たり前に地域で暮らし、地域の一員として生活できる社会を実現するために

は、就労を希望する者がその希望する就労を実現することが重要です。心身リハビリ効果

をはじめとした農業の持つ福祉の力は明らかであり、障害者就労の受け皿として、農業が

果たすべき役割は大きいと考えられます。

北陸地域では、社会福祉法人やNPO法人等による福祉からの農業へのアプローチは本格

化し、事業主の熱意によって、地域農業や地域コミュニティの維持・発展にも大きく貢献

していますが、運営上の課題も抱えており、関係機関の更なる連携を通じた支援を行って

いく必要があります。農業法人への障害者就労については、北陸地域が機械作業が多い稲

作主体であることなどの理由からその実績は少なく、今後の地道な取組を通じて、その機

運を高めていくことが重要です。

（１）福祉事業所等による障害者就労

（先駆者の知見とノウハウの提供）

福祉事業所等が農業分野で障害者就労に取り組むに当たって

は、農作業の通年化、販売先や農業指導者の確保などが課題と

なっています。先進事例では、地域との結びつきを強めて、農

地を借り入れたり、農作業を受託し、経営規模の拡大や多様な

作物を導入するとともに、農産物加工やいちごの観光農園等施

設園芸による多角化にも取り組み、冬期作業の確保や所得の安

定・拡大を図っています。これらは、事業主の長年の経験と工

夫、熱意によって実現している面が大きく、容易に同様の取組

ができるものではありませんが、先駆者の知見やノウハウの共

有は、農業活動を実践している福祉事業所等の課題解決に向けて有効です。

（農政と福祉行政との連携強化）

農産物価格の低迷等の農業を取り巻く環境が厳しい中、農業分野で障害者就労の継続を

図るためには、厚生労働省や農林水産省等の各種助成制度を積極的に活用することが効果

的です。新たに農業活動を開始した福祉事業所等には、特に農業分野の助成制度が浸透し

ておらず、十分活用されていない面もあることから、行政が連携して、制度の広報・普及

を推進していくことが重要です。

また、事業主体が農業生産法人であれば、福祉分野の助成対象とはならず、別法人を立

ち上げて運営する必要があるなど運営上の負担となっています。農政と福祉行政との連携

は、近年深まってきていますが、農業分野における障害者就労を更に推進するためには、

これまで以上の密接な連携の下、事業者のニーズ等を踏まえつつ、制度面を含む支援策の

拡充が求められます。

一方、福祉関係者が農業に取り組むに当たって、農業に関する知識、ノウハウの不足や、

農業指導者の確保が困難等の課題に対応するため、県の普及員や農協の指導員等の積極的

な支援・協力が期待されます。

学校の農業活動
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（２）農業法人等による障害者就労

（継続的な意識啓発）

農業分野における障害者就労については、福祉分野からの農業参入が活発化しています

が、更に「福祉」から「雇用」への流れを作っていくためには、一般の農業法人や農家に

おける障害者雇用が重要となります。

しかしながら、農業法人におけるアンケート結果によれば、北陸地域において、障害者

を雇用、又は農業実習を受け入れている農業法人は、約１割と低い水準となっています。

これは、稲作が中心で機械作業が多く、障害者に適した作業が少ないことに加え、経営環

境が厳しい中、障害者を含む雇用労働を確保する余裕がないといったことが背景にあると

考えられます。また、障害者を受け入れたことがない農業法人において、障害者雇用に関

心のある割合は約３割にとどまっています。

このような状況の下、障害者就労を促進していくためには、まずは、障害者就労の意義

やメリットの紹介などを通じた意識啓発に行政として継続的に取り組んでいくことが必要

です。その場合、福祉事業所における農業活動の実態を踏まえ、通年作業が可能な施設園

芸作物や農産物加工等の６次産業化に取り組む農業法人に焦点を絞ってアプローチしてい

くことも有効と考えられます。

（サポート体制の構築）

障害者雇用に関心はあっても、そのノウハウがないことから雇用に躊躇している農業法

人もみられます。このような経験のない法人の不安の解消に向けて、実践事例の紹介や現

地見学の機会の提供、農業分野が活用できる福祉関連の支援制度等に関する情報提供など、

関係機関の連携によるサポート体制の構築が必要です。また、農業法人が単独で障害者を

雇用し指導することは、その負担や不安も大きいと考えられることから、送迎への支援、

ジョブトレーナーの活用等福祉事業所をはじめとした福祉サイドからの支援が不可欠で

す。このため、福祉関係者と農業関係者との障害者就労に対する関心や認識の相違も留意

しつつ、これらのマッチングを推進する取組が重要です。

さらに、農業法人が福祉事業所や特別支援学校からの農業実習を受入れ、障害者が実際

に働く姿をみるとともに、雇用等に係る情報を多様なチャンネルを通じて福祉事業所や特

別支援学校に発信することが重要であり、そのための枠組み作りも求められます。
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( 参 考 )

北陸管内の障害者の雇用に関する相談窓口

□ ハローワーク（全国 約550か所、北陸 43か所）

新潟県(16か所)、富山県(８か所) 、石川県(11か所) 、福井県(８か所)

障害者向けの職業相談や職業紹介を実施しています。

□ 障害者職業センター

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の地域障害者職業センターでは、障害者に対し

ては職業評価、職業相談、事業主向けには、職務内容や指導方法、定着に係わる相談を

実施しています。

□ 高齢・障害者雇用支援センター

各種助成金に係わる相談を実施しています。

□ 障害者就業・生活支援センター

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者に対して、職業準備訓練や職

場実習のあっせん等の就職に向けた準備支援、関係機関との連絡調整等の就業面での支援

や生活面での支援を実施しています。

センター名 所在地 問合せ先

TEL　025-271-0333

FAX　025-271-9522

E-mail　niigata-ctr@jeed.or.jp
TEL　076-413-5515

FAX　076-413-5516

E-mail　toyama-ctr@jeed.or.jp
TEL　076-225-5011

FAX　076-225-5017

E-mail　ishikawa-ctr@jeed.or.jp
TEL　0776-25-3685

FAX　0776-25-3694

E-mail　fukui-ctr@jeed.or.jp

〒910-0026　福井市光陽2丁目3番32号福井障害者職業センター

〒950-0067　新潟市東区大山2丁目13-1新潟障害者職業センター

〒930-0004　富山市桜橋通り1-18
北日本桜橋ビル（旧住友生命富山ビル）7階

富山障害者職業センター

石川障害者職業センター
〒920-0856　石川県金沢市昭和町16-1
ヴィサージュ1階

センター名 所在地 問合せ先

TEL：025-226-6011

FAX：025-226-6013

E-mail：niigata-support-ctr@jeed.or.jp
TEL：076-471-7770

FAX：076-471-6660

E-mail：toyama-support-ctr@jeed.or.jp
TEL：076-255-6001

FAX：076-255-6077

E-mail：ishikawa-support-ctr@jeed.or.jp
TEL：0776-22-5560

FAX：0776-22-5255

E-mail：fukui-support-ctr@jeed.or.jp

福井高齢・障害者雇用支援センター
〒910-0005
福井市大手2-7-15
明治安田生命福井ビル10階

新潟高齢・障害者雇用支援センター
〒951-8061
新潟市中央区西堀通6-866
ＮＥＸＴ21ビル12階

富山高齢・障害者雇用支援センター
〒930-0004
富山市桜橋通り1-18
北日本桜橋ビル7階

石川高齢・障害者雇用支援センター
〒920-0856金沢市昭和町16-1

ヴィサージュ1階
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□ 県(窓口)

県名 センター名 所在地 問合せ先

障がい者就業・生活支援センター　こしじ 949-5411

（社福）中越福祉会 長岡市来迎寺1864

障がい者就業・生活支援センター　ハート 955-0845

（社福）県央福祉会 三条市西本成寺1-28-8

障がい者就業・生活支援センター　アシスト 957-0053

(社福)のぞみの家福祉会 新発田市中央町3-1-1

障がい者就業・生活支援センター　さくら 943-0892

（社福）さくら園 上越市寺町2-20-1　上越市福祉交流プラザ内

障がい者就業・生活支援センター　らいふあっぷ 950-2076

（社福）更生慈仁会 新潟市西区上新栄町3-20-18

障がい者就業・生活支援センター　あおぞら 948-0054

（社福）十日町福祉会 十日町市高山1360-2

障がい者就業・生活支援センター　あてび 952-1204

（社福）佐渡福祉会 佐渡市三瀬川382番地7

富山障害者就業・生活支援センター 939-2298

（社福）セーナー苑 富山市坂本3110　社会福祉法人セーナー苑内

高岡障害者就業・生活支援センター 933-0935

（社福）たかおか万葉福祉会かたかご苑 高岡市博労本町4-1　高岡市ふれあい福祉センター2階

新川障害者就業・生活支援センター 939-0633

（社福）新川むつみ園 下新川郡入善町浦山新2208

砺波障害者就業・生活支援センター 939-1386

（社福）渓明会 砺波市幸町1-7　富山県砺波総合庁舎内1階

金沢障害者就業・生活支援センター 920-0864

（社福）金沢市社会福祉協議会 金沢市高岡町7-25　金沢市松ヶ枝福祉館内

こまつ障害者就業・生活支援センター 923-0942

（社福）こまつ育成会 小松市桜木町96-2

さいこうえん障害者就業・生活支援センター 926-0045

（社福）徳充会 七尾市袖ヶ江町14-1

福井障害者就業・生活支援センター　ふっとわーく 910-0026

（社福）ふくい福祉事業団 福井市光陽2-3-22　福井県社会福祉センター内

嶺南障害者就業・生活支援センター　ひびき 914-0063

（社福）敦賀市社会福祉事業団 敦賀市神楽町1-3-20

0259-67-7740

新
潟
県

076-467-5093

0766-26-4566

0765-78-1140

0258-92-5163

0256-35-0860

0254-23-1987

025-538-9087

025-250-0210

025-752-4486

0761-48-5780

0767-52-0517

0776-97-5361

0770-20-1236

富
山
県

石
川
県

福
井
県

0763-33-1552

076-231-0800

担当窓口 所在地 問合せ先

950-8570  TEL 025-280-5175

新潟市中央区新光町４番地１ FAX 025-283-3466

930-8501 TEL 076-444-3219

富山市新総曲輪1-7 FAX 076-444-3495

920-8580 TEL 076-225-1436

金沢市鞍月1丁目1番地 FAX 076-225-1444

910-8580 TEL 0776-20-0338

福井市大手3丁目17番1号 FAX 0776-20-0639

 【農業分野における障害者就労に関すること】 TEL 076-232-4238

   経営・事業支援部 経営支援課 FAX 076-234-3076

 【農園の整備等を行う者に対する補助事業に関すること】 TEL 076-232-4531

   農村計画部 農村振興課 FAX 076-263-0256

 【農業分野における障害者就労に関すること】 TEL 03-3502-6600

   経営局就農・女性課 女性・高齢者活動推進室 FAX 03-3593-2612

 【農園の整備等を行う者に対する補助事業に関すること】 TEL 03-3502-5946

   農村振興局 都市農村交流課 FAX 03-3595-6340

 新潟県 福祉保健部 障害福祉課

 富山県 厚生部 障害福祉課

 石川県 健康福祉部 障害保健福祉課

 福井県 健康福祉部 障害福祉課

□ 北陸農政局

□ 農林水産省
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第１章 北陸地域における食料自給率向上に向けて

１．北陸地域の食料自給率の動向

（１）我が国の食料自給率の動向

食料自給率とは、国内の食料消費が、国内の

生産でどの程度賄われているかを示す指標で、

食料全体の総合的な自給率を示す総合食料自給

率には「カロリーベース総合食料自給率」と「生

産額ベース総合食料自給率」があります。

「カロリーベース総合食料自給率」とは、生命

・健康の維持にはカロリーが不可欠であること

から、供給カロリーが国内生産でどの程度賄わ

れているのかを示す指標で、「生産額ベース総

合食料自給率」とは、国内農業の経済的価値を

示す指標であり、野菜や果実のように比較的低カロリーの食料や、輸入飼料に依存する畜

産物等の国内生産をより適切に反映しています。

我が国の食料自給率の動向をみると、「カロリーベース総合食料自給率」については、

昭和40（1965）年度の73％から年々低下し、平成10（1998）年度には40％となり、それ以

降はほぼ横ばいで推移しており、「生産額ベース総合食料自給率」も同様であり、長期的

に低下傾向で推移しています(図１－１)。

このような我が国の食料自給率の低下

の要因としては、長期的にみれば、食生

活の大きな変化により、国内で自給可能

な作物である米の消費量が37（1962）年

度の118.3kgをピークに24（2012）年度

には56.3kgと、半減する一方、輸入に依

存した飼料穀物や油糧原料（大豆、なた

ね）を使用する畜産物や油脂の消費が増

加したことなどの消費の変化があげられ

ます。

また、生産面においては、食生活の変

化に対応できなかったこと、農業就業者

の減少・高齢化、農地面積の減少等が進

行したことにより、国内生産が縮小した

ことがあげられます。

（２）北陸各県の食料自給率の動向

農林水産省では、各都道府県における食料自給率向上に向けた積極的な取組を推進する

ためのツールとして、入手可能なデータを基に、都道府県別の食料自給率を毎年度試算・

資料：フード・アクション・ニッポン資料より

資料：農林水産省「食料需給表」

図１－１ 我が国の食料自給率の動向
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公表しています。

北陸各県の「カロリーベース総合食料自給率」は、50～101％と、各県とも全国の39％

を大きく上回っています。しかし、品目別にみると、各県とも米の自給率が突出して高く、

米を除いた各県の総合食料自給率は９～14％となり、全国の21％を下回る水準となります。

(図１－２、表１－１)。

また、「生産額ベース総合食料自給率」は、新潟県が全国の水準を大きく上回って推移

しているものの、他の３県は全国の水準を下回っています(図１－３)。

資料：農林水産省「食料需給表」を基に北陸農政局において試算

注：都道府県別食料自給率については、

１)データの制約から、各都道府県の生産・消費の実態を十分把握できていない部分があること、

２)各地域の自然・社会・経済的な諸条件が異なっていることから、その水準を各都道府県間で単純に比較できるものではない。

北陸地域における農業生産は、米に対する依存度が高く、米が農業産出額の約６割を占

めています。

米の消費拡大を図りながら、野菜、畜産物等作目の多様化と、全耕地面積の約９割を占

める水田をフル活用し、麦、大豆、飼料用米、米粉用米等の作物の生産拡大することによ

り、食料自給率・自給力向上を図ることが重要です。

表１-１ 平成23(2011)年度 食料自給率（カロリーベース 概算値） （単位：％）

図１-２ カロリーベース総合食料自給率 図１-３ 生産額ベース総合食料自給率

資料：農林水産省「食料需給表」
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２．食料自給率向上に向けた取組

（１）フード・アクション・ニッポンの概要

世界規模で食料問題がますます深刻化する中、食料自給率向上を実

現するためには、消費者の啓発と意識改革にとどまらず、「生産」、「流

通」、「消費」のそれぞれの現場で問題意識を認識・共有し、消費者・

企業・団体・行政など、全ての国民が一体となって国産農産物の消費

拡大を具体的に推し進めることが重要です。

これらの実現を目的として、農林水産省は平成20年度に国産農産物

の消費拡大の取組「フード・アクション・ニッポン」を立ち上げまし

た。

「フード・アクション・ニッポン」を推進し、国産農産物の消費拡大の取組をより具体

化していく役割を担っていただく「推進パートナー」として登録する企業・団体の数は順

調に増加しており、26（2014）年３月31日現在、全国で7,900社を超えています。このう

ち、北陸地域における「推進パートナー」数は、713社となっています。今後も「推進パ

ートナー」の新規獲得を図るため、積極的に広報を進めていきます(図１－４)。

図１-４ 北陸地域の推進パートナーの推移

資料：北陸農政局作成
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（２）北陸地域のフード・アクション・ニッポンの取組

・金沢大学で課外授業を実施

25(2013)年6月、北陸農政局では、金沢大学の学生を対象に「課外授業」を実施しまし

た。「持続可能な食料生産・確保について政策現場の先端の取組み」をテーマとした授業

では、世界農業遺産に認定された能登と佐渡の現状や認定に至るまでの農政局の支援等

について紹介するとともに、食料自給率の現状とその向上に向けた取組等を紹介しまし

た。

・消費者を対象とした授業を実施

25(2013)年７月３日消費者の部屋で行

われた「とくだねｅ～講座」の中で「ご

存じですか食料自給率」というテーマで

消費者を対象とした授業を行い「世界の

食料事情」、「食料自給率向上の必要性」、

「日本農業の現状」等について紹介しま

した。

世界における日本料理への高い好感度

について述べたところ、消費者の１人か

ら「今まで自宅にホームステイした外国

の子供たちが全てご飯をおいしいと言っ

ている」と、日本料理の高い好感度を裏づける事例が紹介されました。

「とくだねｅ～講座」の様子
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（３）フード・アクション・ニッポン アワード2013

「フード・アクション・ニッポン アワード」は、フード・アクション・ニッポンの展

開の一環として、食料自給率向上に寄与する事業者・団体等の取組を広く募集し、優れた

取組を表彰することにより、食料自給率向上に向けた活動を広く社会に浸透させることを

目的に21（2009）年度に創設されました。

創設されてから５回目となる25（2013）年度は、７月22日から９月20日までを応募期間

として募集したところ、全国で819件もの応募があり、そのうち北陸地域からも66件の応

募がありました。

25年度は、「商品部門」「流通部門」「販売促進・

消費促進部門」「研究開発・新技術部門」の４部門

と東日本大震災復興支援の取組等に対する「食べて

応援しよう賞」、食料自給率向上に資する取組等に

対する「審査委員特別賞」に加えて、地域の食文化

を保護し、継承していく取組等を表彰する「食文化

賞」が新たに設けられました。北陸地域からは、11

件（新潟６､富山１、石川３、福井１）が入賞（１

次審査通過）し、うち流通部門優秀賞を１件（新潟

１）、審査委員特別賞を２件（新潟１、石川１）、「食

文化賞」を１件（富山１）受賞しました。

なお、入賞者及び受賞者は、特典として「入賞マ

ーク」及び「受賞マーク」の使用が可能となるほか、

受賞者においては，新聞・雑誌等様々なメディアで

受賞内容が広く紹介されることとなっています。

＜北陸地域の優秀賞一覧＞
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３. 米の消費拡大

（１）ご飯食推進の取組

米の１人１年当たりの消費量は昭和37 図１－５ 米の消費量の推移（１人１年当たり）

（1962）年度の118.3kgをピークに減少を

続け、平成24（2012）年度には56.3kgと

なっています（図１－５）。

米の消費拡大を図るため、若年層を中

心とした朝食欠食の改善に向けた「めざ

ましごはんキャンペーン」の一環として、

北陸農政局では、管内各県及び全市町村

の農政関係課、教育委員会を通じて小・

中学校に啓発ポスターを配布して掲示を

要請しました。また、25（2013）年９月

には、新潟県米消費拡大推進協議会が主

催した高校生及び大学生対象の「米ふれ

あいスクール」において、朝ごはんの重

要性をアピールしました。

このほか、関係団体が開催するイベン

ト等に参加し、パネル・ポスター展示、

パンフレットの配布等を行ったほか、北

陸農政局「消費者の部屋」においてパネ

ル展示等を行いました。

（２）米粉利用拡大の取組

米の消費量が減少傾向にある中、米粉

の利用は食料自給率の向上等を図る観点

から期待されており、北陸農政局では「 米ふれあいスクール(新潟市)

北陸地域米粉利用推進連絡協議会」や各

県の協議会と連携しつつ、米粉利用の推

進活動を行っています。

平成25（2013）年９月には金沢市にお
かなざわし

いて、一般家庭等での米粉の利用促進を

図るため、食生活改善推進員等を対象に

「米粉料理講習会」を開催し、米粉と小

麦粉の違いを実感していただくためのメ

ニューなどの調理実習を行いました。

また、北陸各県の米粉取扱店情報を、米

粉製品販売店マップとして北陸農政局ホ

ームページに掲載しており、26（2014）

年３月現在、297店舗を紹介しています。 米粉料理講習会（金沢市）

資料：農林水産省「食料需給表」
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（３）学校給食へのご飯・米粉製品利用促進の取組

米作地帯である北陸地域では、米飯学校給食の取組の実施回数は、近年、各県とも全国

平均（3.3回）を上回っています(表１－２)。学校給食に米粉パン・米粉麺等を導入して

いる学校数は、北陸４県で1,300校（81％）を超えています(表１－３)。

また、農林水産省では、備蓄米制度や米飯に対するの理解の促進を図るため、政府備蓄

米を無償で交付する学校給食用政府備蓄米交付制度を実施しており、北陸農政局では、給

食、学習教材等として新潟市内の９保育園に政府備蓄米（1,230kg）を無償交付しました。

表１－２ 公立小中学校の米飯給食の導入状況 （単位：回／週）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（2008） （2009） （2010） （2011） （2012）

新 潟 県 3.9 4.0 4.1 4.1 4.1

富 山 県 3.3 3.3 3.3 3.3 3.6

石 川 県 3.3 3.5 3.5 3.5 3.5

福 井 県 3.7 4.0 4.1 4.1 4.2

全 国 3.1 3.2 3.2 3.3 3.3

資料：全国は文部科学省「米飯給食実施状況調査」

県別は北陸農政局調べ（平成25（2013）年8月現在）

表１－３ 公立小中学校の給食への米粉パン・米粉麺等導入校数

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

（2008） （2009） （2010） （2011） （2012）

新 潟 県 397 467 596 626 638

富 山 県 264 250 269 270 264

石 川 県 45 94 213 240 239

福 井 県 127 178 228 197 174

北 陸 833 989 1,306 1,333 1,315

資料：北陸農政局調べ（平成25（2013）年8月現在）

注 ：特別支援学校除く
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とくだねe～講座

第２章 食の安全と消費者の信頼確保、望ましい食生活の推進

１．食の安全と消費者の信頼確保に関する取組

（１）消費者への情報提供

ア．コミュニケーションの推進

食の安全に関する様々な問題が発生し、消費者

の食の安全に対する関心が高まっていることを受

け、北陸農政局においては、消費者を対象に食の

安全に関する基礎的な情報を提供し、参加者相互

に意見交換を行うことを目的とした様々な取組を

行っています。

（ア）消費者グループ等を対象とした出張講座に

よる消費者との意見交換会

北陸農政局では、平成19（2007）年10

月から「とくだねe～講座」を実施してい

ます。これは、食品安全の基礎知識や食

品表示等消費者の関心が高い９つのテー

マについて、消費者の学習の場等に出向

き、説明と意見交換（出張講座）を行う

ものです。25（2013）年度には46回開催

し、1,401人（延べ人数）に参加いただき

ました。

受講者に対し行ったアンケートによると、全てのテーマについて、わかりやすい資料

でより理解が深まったとの回答を多数いただいています。

また、上記講座に加え、消費・安全施策に関する説明会や意見交換会を実施しました。

（157回、4,889名）

（イ）消費者団体との意見交換会

平成14（2002）年に、北陸各県の消費

者団体との間で「ほくりく食と農の消費

者ネット」を構築し、消費者ニーズの把

握と農林水産行政に関する情報の提供に

努めています。

25（2013）年度は、各県において「食

の安全・消費者の信頼確保」（25（2013）

年９月）や「地域農業を担う生産者の取

組」（26（2014）年２月）をテーマに情

報提供し、消費者団体の代表者等と意見

交換を実施しました。参加者からは、表

示は見やすく分かりやすいものであって

欲しい等の意見が出されました。

「食の安全・消費者の信頼確保」をテーマ
とした意見交換会（金沢市）

とくだねｅ～講座のテーマ
①よくわかる食品安全の基礎知識
②よくわかる食品の表示
③気をつけていますか？毎日の食事
④よくわかる農薬に関する安全性
⑤よくわかるＢＳＥと鳥インフルエンザ

⑥よくわかる牛トレーサビリティ
⑦よくわかる有害化学物質と食品安全（重金属編）
⑧よくわかる米トレーサビリティ
⑨ご存じですか？食料自給率
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イ．「消費者の部屋」の取組等

北陸農政局では、消費者に食や農業施策に関するパネルの展示やパンフレットの配付等

を行う専用スペース「消費者の部屋」を庁舎１階に設けております。平成25（2013）年度

は、東日本大震災から２年～被災地の復旧・復興の取組～等17テーマの展示を実施しまし

た。

また、「消費者の部屋」を学習する場とした『北陸農政局「消費者の部屋」とくだねe～

講座』を実施しました。既存のとくだねｅ～講座資料を基に、10講座（現地見学会を含む）

を実施し、15名が受講しました。

さらに、25（2013）年10月５日から６日に、第35回石川県農林漁業まつり（石川県産業

展示館４号館）において「持続可能な農業・農村の創造をめざして」をテーマに、各種パ

ネル展示等を行った（会場へ約10万５千人が来場）ほか、公共施設や各種行事会場におい

て「移動消費者の部屋」（管内44か所）を開設しました。

また、消費者相談窓口を設置しており、25（2013）年度は、米の品質等30件の相談を受

け付けました。相談は、以下の窓口で受け付けています。

区分 電話 ＦＡＸ

北陸農政局 076-232-0206 076-261-9523

新潟地域センター 025-228-5212 025-223-3987

長岡地域センター 0258-27-2011 0258-27-2012

富山地域センター 076-441-9309 076-441-9327

福井地域センター 0776-30-1629 0776-30-1631

「消費者の部屋」の展示風景 第35回 石川県農林漁業まつり展示風景

北陸農政局消費者相談窓口



- 46 -

（２）食の安全確保

ア．農薬の適正使用、食料の安定供給の確保

（ア）農薬の適正使用の推進

平成25（2013）年６月、県及び市町村の農薬に

関わる担当者を対象として、農薬の適正使用を推

進し、人畜への危害防止や生活環境の保全を図る

ため、新潟県及び環境省と連携して、「農薬の適

正使用に関する自治体担当者研修会」を新潟県

新潟市で開催しました。
に い が た し

研修会では農薬の基礎知識をはじめ、住宅地等

における農薬使用及び公共施設における樹木･雑

草管理について概要を説明し、意見交換を行いま

した。

（イ）病害虫の発生予察及び防除の推進

平成26（2014）年２月、名古屋植物防疫所と連

携し、東海・北陸７県の病害虫防除所職員等を対

象に病害虫の発生予察、防除に関する知見及び技

術の維持向上を目的として、「東海・北陸農政局

管内病害虫同定診断技術研修会」を名古屋植物防

疫所及び名古屋植物防疫所中部空港支所で開催し

ました。

研修会では、名古屋植物防疫所より、喫緊の課

題であるウメ輪紋ウイルス（プラムポックスウイ

ルス）について情報提供を行うとともに、検定方

法（イムノクロマト法、ＬＡＭＰ法）の実習を行

いました。また、輸入植物検疫と都道府県段階で

の国内防疫及び重要病害虫の防除における連携を強化するため、中部空港支所が輸入植物

検疫業務の説明及び現場で発見される病菌についての解説を行いました。

（ウ）無人ヘリコプター防除の安全対策の推進

産業用無人ヘリコプターによる農薬の空中散布については、ほ場の大規模化、生産農家

の高齢化等に対応する、効果的かつ省力的な防除技術として、有効な防除手段となってお

り、年々その利用面積は増えています。

北陸農政局では、各県に対し産業用無人ヘリコプターの安全な運航に向け、事故事例の

原因分析を行い再発防止の徹底を図るとともに、平成25(2013)年４月の「農林水産航空事

業北陸ブロック安全対策会議」（（一社）農林水産航空協会主催）の場等を通じ、安全運

航への意識啓発を行い、安全対策の一層の徹底を図りました。

農薬の適正使用に関する自治体担

当者研修会の様子（新潟県）

東海・北陸農政局管内病害虫同定

診断技術研修会の様子（愛知県）
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イ．農業生産工程管理（ＧＡＰ）の普及推進
ギヤツプ

農業生産工程管理（ＧＡＰ）（以下「ＧＡＰ」という。）は、農業生産活動を行う上で

必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿って、各工程の正確な実施、記

録、点検及び評価を行う取組であり、食品の安全性向上、環境の保全、労働安全の確保等、

農業経営の改善や効率化につながることが期待されています。

農林水産省では、高度な取組内容を含む先進的なＧＡＰの共通基盤として、「農業生産

工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン」を、平成22（2010）年４月に公表

したところです。北陸農政局では本ガイドラインに則したＧＡＰの普及をより促進するた

め、消費・安全対策交付金により地域におけるＧＡＰの普及推進の取組を支援しています。

また、25（2013）年８月、「ＧＡＰの普及推進に関する講演会（管内外のＧＡＰ先進事例

の発表）」を開催し、ＧＡＰの必要性・重要性について周知を図りました。

ＧＡＰの普及推進に関する講演会

ウ．高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫に対する対応

我が国での高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫の発生は平成23(2011)年４月から26(201

4)年３月まで確認されていないものの、中国や韓国をはじめとする我が国の近隣諸国にお

いては、引き続き発生が認められており、家畜伝染病（高病原性鳥インフルエンザ、口蹄

疫等）ウイルスの侵入リスクは依然として高い状況にあります。このため、北陸農政局、

各地域センター等において、家畜伝染病への防疫支援を的確に行えるよう防護服の着脱

訓練等を行いました。さらに、25(2013)年12月には北陸地域における高病原性鳥インフ

ルエンザの発生を想定し、初動時の防疫支援体制を迅速に構築できるようにするため、

北陸農政局全職員を対象にした模擬訓練を行いました。
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エ．牛トレーサビリティ制度の円滑かつ適切な実施

牛トレーサビリティ制度の信頼確保のため、

畜産農家、と畜者、販売業者及び特定料理提供

業者（主として焼肉、しゃぶしゃぶ等を提供す

る専門店）に対する立入検査等を実施しました。

牛の耳標の装着状況や個体識別番号表示等を確

認して、不適正な事例があった場合には、販売

者等に対して改善指導を行いました。

また、と畜直後の枝肉から採取したサンプル

と小売店等で販売されている精肉をDNA鑑定によ

り照合し、個体識別番号が正確に伝達されて

いるかどうかの確認を行いました。

＊ 個体識別番号とは、牛１頭ごとに付けられた10桁の番号。国内で生まれた全ての牛と輸入牛の耳に10桁の個体識別

番号が印字された標識(耳標）を装着することが義務付けられている。この番号により、牛の生産履歴として出生から

精肉等として消費者に販売・提供されるまでの牛個体の識別・管理が行える。また、この番号をインタ ーネットで入

力することにより、牛の出生からと畜までの生産履歴が確認できる。

（http://www.nlbc.go.jp/：(独)家畜改良センター）

オ．ペットフードの安全の確保

平成21（2009）年６月に施行された「愛がん

動物用飼料の安全性の確保に関する法律」は、

犬及び猫用ペットフードの基準・規格の設定、

事業者における帳簿の備付け等を規定し、ペッ

トフードの安全確保を図り、ペットの健康を保

護することを目的としています。

北陸農政局では、北陸４県のペットフード販

売店において立入調査を実施し、本法律の周知

と流通状況の把握を行いました。卸売業者に対

しても立入検査を実施し、法令の遵守指導を行

いました。

カ. 米穀の適正流通確保に向けた取組

(ア）米トレーサビリティ法に係る立入検査の実施

「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律」（以下「米トレ

ーサビリティ法」という。）については、平成22(2010)年10月に「米穀事業者間における

米穀等の取引等の記録の作成・保存」、23(2011)年７月に「事業者間及び一般消費者への

産地情報の伝達」について施行され、米穀等を取扱う事業者が全て立入検査の対象とな

ることから、米の生産者から小売業者や外食店まで幅広く周知し、同法の適切な実施に

ついて立入検査で確認しています。

食肉販売店への調査（新潟県）

ペットフードの販売店に対する調査

（福井県）
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※

25(2013)年度において、北陸農政局が行った指導件数は243件となっています。

なお、普及啓発については、米穀等を取扱う団体等を対象に127件実施しています。

(イ）食糧法に係る立入検査の実施

食糧法の遵守事項省令に基づいて米穀の出荷販売事業者等が遵守すべき用途限定米穀

の適正流通について、確認するための立入検査を実施しています。

※ 用途限定米穀：加工用米、新規需要米、備蓄米等

(ウ）農産物検査法に係る立入調査の実施

農産物検査制度の適正かつ円滑な運営を図るため、登録検査機関の事務所(171か所)及

び検査場所(1,838か所)を対象に立入調査を実施しています。

平成25(2013)年度において、北陸農政局では３件の改善命令を行っています。

(エ）米穀の流通に関する相談への対応

北陸農政局は、食品の安全性を欠く米穀等の流通防止、適正かつ円滑な流通を確保する

ため、米穀等に関する情報の受付窓口「米穀流通監視相談窓口」を平成23(2011)年から本

局及び管内地域センターに設置しています。

25(2013)年度に北陸農政局に寄せられた米穀等に関する情報は56件で、そのうち「問合

せ」が29件、「情報提供」が26件となっています。

なお、「問合せ」の相談内容については、米トレーサビリティ制度に関するものが大多

数で、「産地情報の伝達に係る取引業者間の伝票の作成や保存」、「米トレーサビリティ法

の対象となる品目」等が主なものとなっています。

また、窓口に寄せられた情報は必要に応じ都道府県等の関係各機関等に提供しています。

「米穀流通監視相談窓口」受付窓口

（注）受付時間：8時30分～17時15分（12時～13時及び土・日・祝日・年

末年始を除く）

電話番号 FAX番号

北陸農政局　消費・安全部流通監視課 076-241-5371 076-244-2466

北陸農政局　消費・安全部業務課 076-241-3151 076-244-2466

新潟地域センター　消費・安全グループ 025-228-5212 025-223-7288

長岡地域センター　消費・安全グループ 0258-27-2011 0258-27-2012

富山地域センター　消費・安全グループ 076-441-9318 076-441-9327 

福井地域センター　消費・安全グループ 0776-30-1628 0776-30-1631

担当部署
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小売店舗での表示調査

（３）食品表示の適正化等の推進

ア．食品表示の監視体制の強化

（ア）小売店舗等に対する巡回調査の実施

北陸農政局では、管内各県、(独)農林水産

消費安全技術センター等と連携しながら、年

間計画に基づき日常的に小売店舗、卸売業者

等の中間流通事業者及び製造事業者を巡回

し、陳列販売等されている生鮮食品、加工食

品、有機農産物等の名称や原産地をはじめと

する表示が「農林物資の規格化及び品質表示

の適正化に関する法律」（以下「ＪＡＳ法」

という。）に基づき適正に行われているかど

うかを調査し、不適正表示を確認した場合に

は、是正の指導等を行っています。

平成25（2013）年度において、北陸農政局

が行った指導件数は11件（ＪＡＳ規格を含む）、農林水産大臣が管内の事業者に行った指

示・公表は２件となっています。

（イ）消費者と連携した監視の取組

北陸農政局では、食品表示の一層の適正化を図る観点から、平成14（2002）年度より、

国民から広く食品の偽装表示や疑いのある食品表示に関する情報等を受け付けるための窓

口「食品表示110番」を、本局及び管内各地域センターに開設しています。

25（2013）年度に北陸農政局管内の「食品表示110番」窓口に寄せられた情報のうち、

９割はＪＡＳ法に基づく食品への表示方法等に関する問合せであり、同法違反の疑いのあ

る食品表示等の情報提供は１割となっています。

(注）受付時間：8時30分～17時15分（12時～13時及び土・日・祝日・年末年始を除く）

「食品表示110番」受付窓口

電話番号 FAX番号

北陸農政局　消費・安全部表示・規格課 076-232-4113 076-261-9523 

新潟地域センター　消費・安全グループ 025-229-1010 025-224-1010

長岡地域センター　消費・安全グループ 0258-27-1010 0258-27-2012

富山地域センター　消費・安全グループ 076-441-9310 076-441-9327 

福井地域センター　消費・安全グループ 0776-30-1627 0776-30-1612

担当部署
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イ．関係機関との連携強化

県等関係機関と食品表示に関する意見交換を行うとともに、不適正表示を行っている

事業者に対する処分等の対応を迅速かつ円滑に実施することを目的として、平成20（200

8）年度から、各県に所在する関係機関を構成員とする「食品表示監視協議会」を設置し

ており、25（2013）年度も管内において食品表示制度等をめぐる最近の主要な動きにつ

いて情報共有や意見交換等を行いました(表２－１)。

ウ．食品表示制度に関する普及・啓発活動

事業者を対象に食品表示の適正化を推進

する取組の一環として、管内６か所で「食

品事業者表示適正化技術講座」を開催しま

した(表２－２)。

このほか、事業者や消費者の要請に応じ

て出張講座等を平成25（2013）年度におい

ては、計63回延べ2,295人を対象に実施し

ました。

食品事業者表示適正化技術講座

表２－２ 2013年度における食品表示に関する主なセミナー等の開催状況

表２－１ 各県における食品表示監視協議会の開催状況

内容 開催地 参加者数

食品事業者向けセミナー「食品事業者表示適正化技術講座」
の開催

北陸管内６ヵ所
(新潟市、長岡市、富山市、金沢市、輪島市、福井市）

256人

開催日 構成員

新潟県食品表示監視協議会 2013年5月21日
新潟県、新潟県警察本部、新潟市保健所、農林水産消費安
全技術センター本部、新潟地域センター、長岡地域センター

富山県食品表示監視協議会 2013年10月31日
富山県、富山県警察本部、富山市保健所、農林水産消費安
全技術センター名古屋センター、富山地域センター

石川食品表示監視協議会 2013年7月8日
石川県、石川県警察本部、金沢市保健所、農林水産消費安
全技術センター名古屋センター、北陸農政局消費・安全部

福井県食品表示監視協議会 2013年5月10日
福井県、福井県警察本部、農林水産消費安全技術センター
名古屋センター、福井地域センター

協議会名
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２．食品産業の動向

食品製造業は地域経済の１割を占める主要な産業

（１）食品製造業の動向

北陸地域の食品製造業の従業員数は６万１千人で全製造業の13.1％を占めています。

また、出荷額は１兆1,206億円と同9.3％を占めており、地域経済を支える重要な役割

を果たしています（表２－３）。特に、米菓製造業の出荷額は全国の出荷額の59.1％（新

潟県のみで、57.7％）を占めています（図２－１）。

表２－３ 北陸管内の食品製造業の推移 （単位：千人、百億円、％）

資料：平成23年は、総務省「平成24年経済センサス-活動調査結果（製造業）（産業編）」、18年は、経済産

業省「工業統計表（産業編）」

注：1) 調査対象は、従業者４人以上の事業所である。

2) 食品製造業は、食料品製造業及び飲料・たばこ・飼料製造業である。

3） 平成23年と平成18年は調査主体が異なることから、単純な比較は出来ない。

図２－１ 全国の米菓製造業における北陸のシェア （出荷額、2011年）

資料：総務省「平成24年経済センサス-活動調査結果（製造業）（品目編）」

注：調査対象は、従業者４人以上の事業所である。

平成18年 平成23年

(2006) (2011)

全製造業 506 461 △ 8.9

うち食品 65 61 △ 7.2

構成比 12.9 13.1

全製造業 1,323 1,206 △ 8.8

うち食品 114 112 △ 1.7

構成比 8.6 9.3

区 分 対平成18年増減比

従業員数

出荷額

新 潟

57.7%

富 山

1.0%
石 川

0.1%

福 井

0.3%

北陸を除く全国

40.9%
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（２）外食産業の動向

ア．外食産業の現状

全国の外食産業市場規模（推計）は平成９（1997）年（約29兆円）をピークに減少に転

じ、15（2003）年以降は24兆円前後で推移しています（図２－２）。また、21（2009）年

度の外食産業（飲食店）の店舗数をみると、11（1999）年度に比べ全国ベースでは16.4％

の減少、北陸地域では15.2％の減少となっています（図２－３）。

図２－２ 外食産業市場規模の推移（全国）

資料：(公財)食の安全・安心財団 附属機関「外食産業総合調査研究センター」

図２－３ 外食産業（飲食店）店舗数の推移（全国、北陸）

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス基礎調査」

イ．中食産業の現状

北陸地域の中食産業の事業所数と製品出荷額は、おおむね横ばいで推移しています（図

２－４）。

図２－４ 北陸管内の主な中食の事業所数、製品出荷額の推移

資料：経済産業省「工業統計表 品目編」、総務省「経済センサス-活動調査結果（製造業）」
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（３）卸売市場流通の動向

卸売市場の取扱高は減少傾向

ア．卸売市場の整備及び取扱高の状況

（ア）卸売市場の整備

北陸地域の卸売市場数は、平成24（2012）年４月１日現在で中央卸売市場が３市場、地

方卸売市場が67市場となっています（表２－４）。

卸売市場の施設整備は、27年度を目標年度とする第９次卸売市場整備基本方針に即して、

国が定める中央卸売市場整備計画及び県が定める都道府県卸売市場整備計画に基づき、行

うこととなっています。

表２－４ 北陸管内の卸売市場数（平成24年4月1日現在）

資料：農林水産省「卸売市場データ集及び地方卸売市場等に関する調査」を基に北陸農政局作成

（イ）卸売市場の取扱高

24（2012)年における中央卸売市場の取扱数量（花きを除く。）は35万3千ｔとなってお

り、前年に比べ1.0％減となっています。品目別に21（2009）年（地方卸売市場に移行し

た富山市場を除く。）と比較すると、青果は4.7％減、水産物は9.1％減少しています。

また、23（2011）年の地方卸売市場の取扱数量（花き、水産物産地市場を除く。）は、

42万ｔと前年を16.1％上回りました。これは、富山市中央卸売市場が地方卸売市場に移行

したことによる増加で、富山市公設地方卸売市場を除くと減少(2.8%)しています。品目別

に20（2008）年と比較すると青果は2.2％の増加、水産物は3.4％増加していますが、これ

も富山市公設地方卸売市場の影響です。

中央卸売市場での取扱数量は全国的に減少傾向にありますが、これは国内の市場外流通

の増加や景気低迷に伴う取扱数量の減少等によるものとみられます（図２－５）。

図２－５ 卸売市場の取扱数量の推移

青果 水産物(消費地) 水産物(産地) 花き等

新潟県 12 8 6 4 3 39
富山県 1 1 7 0 4 15
石川県 1 0 7 2 7 20
福井県 2 2 4 0 4 14
計 16 11 24 6 18 88
全 　国 404 138 329 131 571 1,802
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資料：中央卸売市場年報及び地方卸売市場等に関する調査を基に北陸農政局作成

注：平成23(2011)年より、富山市中央卸売市場が地方卸売市場に転換。

イ．中央卸売市場の取引状況

（ア）委託集荷割合

委託集荷※による取扱額については、委託集荷原則の廃止を定めた16(2004）年の卸売

市場法改正以降、減少傾向にあります。北陸地域の中央卸売市場における24（2012）年度

の委託集荷割合は、前年比較すると青果は2.7ポイント減、水産は0.1ポイント減となりま

した。青果の委託集荷割合は、全国の下落率を上回る減少となっており、水産物は、地元

の新鮮な魚介類を漁獲した当日集荷・販売するために、福井市場や金沢市場などで通常の

せりの後に行う二番せりなどの集荷の取組を行っているものの、依然として全国平均を大

きく下回っています（図２－６）。

図２－６ 委託集荷割合の推移（金額ベース）

資料：農林水産省「卸売市場データ集及び事業報告書」を基に北陸農政局作成

※ 委託集荷とは、卸売業者が出荷者からの販売委託を受けて行う集荷方法

40 

50 

60 

70 

80 

2008 2009 2010 2011 2012

％ 北陸 青果
青果

全体
野菜

果実

年
40 

50 

60 

70 

80 

2008 2009 2010 2011 2012

％ 全国 青果
青果

全体
野菜

果実

年

0 

5 

10 

15 

20 

2008 2009 2010 2011 2012

％ 北陸 水産 水産物

全体

鮮魚

冷凍

塩干・

加工

年

0 

20 

40 

60 

2008 2009 2010 2011 2012

％ 全国 水産 水産物

全体

鮮魚

冷凍

塩干・

加工

年



- 56 -

（イ）せり・入札割合

せり・入札原則の廃止を定めた11(1999）年の卸売市場法改正により、中央卸売市場ご

とにせり・入札を行う品目やその割合を定めることができることとされ、せり・入札によ

る取引は、相対取引が増加しているため、全国的に減少傾向にあり、北陸地域におけるせ

り・入札取引は、24(2012)年度は、前年と比較すると、青果は1.9％減、水産は0.9％減と

なっています（図２-７）。

図２－７ せり・入札割合（金額ベース）

資料：農林水産省「卸売市場データ集及び事業報告書」を基に北陸農政局作成

（４）食品リサイクルの推進等の食品環境対策

ア. 食品リサイクルの推進

食品関連事業者による食品廃棄物の発生抑制、減量（乾燥等）、再生利用（肥料化、飼

料化等）を促進するため、「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（食品リサ

イクル法）に基づき、平成14(2002)年度から、食品関連事業者への調査点検、指導等を

実施するとともに、平成19(2007)年度からは食品関連事業者の業種別に全国実施率目標

（その業種全体での達成が見込まれる目標：食品製造業85％、食品卸売業70％、食品小

売業45％、外食産業40％）を設定し、事業者への普及・啓発及び取組状況の点検に取り

組んでいます。

25（2013)年度は北陸管内の186事業者について、食品廃棄物の発生量等に関する点検

等を行うとともに、多量発生事業者（年間発生量100トン以上）からは、その取組状況に

ついて報告を受け、更なる取組の促進について指導等を実施しました（表２－５）。

イ. 容器包装リサイクルの推進

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（容器包装リサイクル

法）に基づき、容器包装廃棄物の減量化や再資源化を促進するため、平成11（1999）年度

から農林水産関連事業者への調査点検・指導を実施しています。25（2013）年度には北陸

地域の47事業者について点検・指導を行い、同法の啓発指導をはじめ、再商品化義務事業

者の該当有無を確認し、必要に応じ所要の改善指導等を実施するとともに、飲食料小売業

の容器包装多量利用事業者（前年度容器包装を用いた量50トン以上）からの国への定期報

告の受理・確認を行いました(表２－５)。

容器包装リサイクルの推進にあたっては、事業者に対して啓発指導を実施していますが、

中小規模の事業者を中心に容器包装リサイクル法の認知度が低い状況が見受けられること

から、容器包装リサイクル制度研修会を開催することと併せて、消費者に対しても容器包

装リサイクル法のＰＲを行い、認知度を高めていく必要があります。
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表２－５ リサイクル調査点検指導の実施状況

資料：北陸農政局調べ

注：1) 件数には廃業・再点検数を含む（2014年３月末現在)。

2) 累計はそれぞれ食品リサイクルは2002年度から、容器包装リサイクルは1999年度からの

累計件数

ウ．食品工場等の省エネルギーの推進

地球温暖化対策の一層の推進には、エネルギー消費量が大幅に増加している業務・家庭

部門における省エネルギー対策を強化することが重要です。

そのため、北陸農政局においては、関係する地方経済産業局と連携し、エネルギー使用

の合理化への取組を推進するため、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下、

省エネ法という。）に基づき、食品関連事業者に対し、定期報告書の内容や工場現地調査

結果を踏まえた指導等を行っています(表２-６)。

平成25(2013)年度においては、省エネ法に基づき指定された特定事業者及び特定荷主か

ら提出された定期報告書を評価し、改善に必要な事項について指導を行いました。

また、工場現地調査は、製造業の１事業者が該当し、関係する経済産業局と連携の上、

改善に必要な事項について指導を行いました。

省エネ法においては、特定事業者は省エネルギーを推進するエネルギー管理統括者4)等

を選任し、エネルギーの使用の合理化に努めなければなりません。今後とも、定期報告書

の評価等を通じ、特定事業者等の省エネルギー意識の向上に努めていく必要があります。

点検件数 累　　計 点検件数 累　　計
北　陸 186 11,296 47 13,051
新潟県 78 5,175 14 5,818
富山県 36 2,170 16 2,749
石川県 36 2,286 11 2,477
福井県 36 1,665 6 2,007

食品リサイクル 容器包装リサイクル
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資料：北陸農政局調べ

表２－６ 省エネ法に基づく特定事業者、エネルギー管理指定工場並びに特定荷主

注：1)特定事業者とは、設置しているすべての工場等における原油換算エネルギー使用量の合計

値が年間1,500kl以上である事業者。

2)第一種工場とは、原油換算エネルギー使用量年間3,000kl以上、第二種工場は同1,500kl以

上3,000kl未満のエネルギー管理指定工場。

3)特定荷主とは、自らの事業活動に伴って貨物輸送を委託している量（自ら輸送している量

も含む。）が年間3,000万トンキロ以上の事業者。

4)省エネ法においては、事業の実施を統括管理する者としてエネルギー管理統括者、エネル

ギー管理統括者を補佐する者としてエネルギー管理企画推進者、現場監督としてエネルギー

管理者の選任を義務付けている。

5)表に示す特定事業者数及び工場数は、該当県の特定事業者が設置する工場数であり、食品

関連事業者以外も含む。

第一種工場
2)

第二種工場
2) 計

北陸 620 383 368 751 4

新潟県 219 145 121 266 3

富山県 157 111 92 203 1

石川県 137 59 97 156 -

福井県 107 68 58 126 -

エネルギー管理指定工場
特定荷主

3)
特定事業者

1)
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３．食料消費の現状と食育の推進

（１）食生活の変化が引き起こす様々な問題

昭和55（1980）年頃の我が国の食生活は、栄養バランスの点で理想的と評価されていま

した。その後、減少傾向にあった米の消費量は更に減り、畜産物や油脂類の消費量が増加

しました。このような食料消費構造の変化が、我が国の食料自給率が大きく低下した原因

の１つとなっています。さらに、今日の食生活は栄養バランスの崩れや食習慣の乱れなど

によって、肥満や生活習慣病につながりやすいものとなっています。食生活の変化は食料

自給率の低下ばかりでなく、日本人の健康にも波及しています(図２－８)。

図２－８ 食生活の変化と食料自給率
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（２）北陸地域における食育の取組

日本人の食生活は、社会経済構造の変化や国民の価値観の多様化等に伴い、かつての米

を中心とした多様な副食からなるいわゆる「日本型食生活」を基本としたものから、個人

の好みに合わせたものへと変化しました。その中で、「食」を大切にする心や優れた食文

化が失われつつあるとともに、脂肪の過剰摂取等の栄養の偏り、朝食の欠食に代表される

ような食習慣の乱れに起因する肥満や生活習慣病の増加、過度の痩身志向といった様々な

問題が生じています。

これらを背景に平成17（2005）年に「食育基本法」が制定されました。これに基づき18

（2006）年には「食育推進基本計画」が策定され、５年間にわたり国民運動として取組を

進めました。また、23（2011）年３月に策定された「第２次食育推進基本計画」では、食

育を単なる周知にとどまらず、実践段階へと移行させるため、生涯にわたって間断なく食

育を推進する「生涯食育社会」の構築を目指すとともに、食をめぐる諸課題の解決に資す

るよう推進していくこととしました。

北陸農政局では、健全な食生活の実践や農林漁業体験を通じた自然の恩恵や食に関わる

人々の様々な活動への理解を促進するため、以下のような取組を実施しました。

ア．多様な関係者と連携した食育の推進

各方面で食育に取り組む様々な関係者相互

の情報交換や連携・協力によって北陸地域に

おける食育を推進するため、平成18（2006）

年、「食育ネットほくりく」を構築しました（図

２－９）。同ネットには25（2013）年度末現在

で446団体・個人が加入しており(表２－７）、

ホームページやメールマガジン等インターネ

ットを活用した情報提供のほか、会員相互間

の交流を促すために「食育ネットほくりく」

交流会を、毎年度、北陸農政局と管内各地域センターにおいて開催しています。

石川県では、「農業体験をとおした食育の実践と、様々な活動と連携した食育の推進に

ついて」をテーマに講演とパネルディスカッションを開催しました（25（2013）年11月27

日）。

｢食育ネットほくりく」交流会の様子（石川県）

表２―７「食育ネットほくりく」

県別会員数

(団体・個人)2014年3月末現在

図２―９

新潟県 96 件
富山県 105
石川県 164
福井県 81
計 446
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イ．「日本型食生活」の普及

日本の気候風土に適した米（ごはん）を中

心に、魚や肉、野菜、海藻、豆類などの多様

なおかずを組み合わせて食べる「日本型食生

活」は、栄養バランスに優れているだけでは

なく、各地で生産される農林水産物を多彩に

盛り込んでいるのが特徴です。

北陸農政局では「日本型食生活」の普及を

目指した取組として、バランスの良い食事や

食生活指針等のパネルを作成し、食や農に関

するイベントの際に開設した「移動消費者の

部屋」等において展示し、多くの方々に日本

型食生活をＰＲしました。

また、一般の方を対象とした日本型食生活等アンケート調査を実施しました（回答者数

1,310人）。「普段の食事で気をつけていること」(複数回答可）という設問では、「野菜を

多く食べる」が24.8％、「栄養のバランス」が19.3％、「塩分のとりすぎ」が12.4％、「脂

肪のとりすぎ」が9.7％でした(図２－10)。

男女別年代別でみると、「塩分のとりすぎ」と答えた人の割合は、男女ともに年代が上

がるとともに高くなる傾向がありますが、「脂肪のとりすぎ」と答えた人の割合は、女性

より男性の方が高く、特に30代～50代で高くなっています。

また、「食べ残し、廃棄をなくす」と答えた人の割合は、10代、20代では男女ともに20

％前後と高く、男性では30代以上の年代でも15％前後と比較的高い割合を示しているのに

対し、女性では10％前後に低下し、その代わり「地産地消」と答えた人が10％前後の割合

を占めていることが特徴的でした(図２－11、図２－12)。

「食育の日のイベント」（アオーレ長岡）
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資料：北陸農政局調べ

図２－10 日本型食生活アンケート結果

設問 普段の食事で気をつけていることはなんですか？（複数回答）

図２－11 男性 年代別

図２－12 女性 年代別
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ウ．「教育ファーム等農林漁業体験」の取組の推進

農林漁業に関する体験活動は、農林水産物の生産現場に対する関心や理解を深めるだけ

でなく、国民の食生活が自然の恩恵の上に成り立っていることや食に関わる人々の様々な

活動に支えられていること等を理解する上で重要です。

このため、「第２次食育推進基本計画」においては、農林漁業体験を経験した国民の割

合を、平成27（2015）年度までに27％から30％以上に増やすことが目標としてあげられま

した。

また、25年６月に閣議決定された「日本再興戦略」においては、その割合を５年後の30

（2018）年に35％とすることを目標として、食や農林水産業への理解増進を図ることとさ

れました。

北陸農政局では、子供から大人まで幅広い層の方々に教育ファーム*等農林漁業体験へ

の参加を促すため、取組主体の活動内容を調査し、ホームページで紹介しています。

また、取組主体等が必要とする情報を容易に知ることができるよう、北陸管内全市町村

の情報提供窓口（担当課）のほか、技術的な支援を行うサポーターが登録されている各県

の担当窓口及び支援機関を北陸農政局のホームページで紹介しています。

◎「教育ファーム」の事例

・地域の小中学校における農林漁業と教科を関連づけた事例

【白山市立松南小学校】

３年生の国語では、大豆が豆腐に加工されることなど様々な食べ物が姿を変えるこ

とを説明した教材で学習します。この学習に関連づけ、実際に大豆を栽培し、豆腐へ

の加工を行うことで、児童の農林水産業や食への理解を深めています。

・地域における企業の農林漁業体験の実践事例

【新潟県総合生活協同組合】

新潟市在住の小学生の親子100名程度が参加し、新潟市食育・花育センター内のほ

場で枝豆、里いも、大根等９種類の野菜について、植え付けから収穫まで一連の農

作業を体験し、野菜を作る喜びや食べる楽しみ、農地の果たす役割、農業従事者の

抱える高齢化問題等について、参加者の理解を深めています。

*「教育ファーム」とは、自然の恩恵や食にかかわる人々の様々な活動への理解を深めること等を目的として、農林

漁業者等が生産現場に消費者を招き、一連の農作業等の体験の機会を提供する取組をいう。

教育ファーム等農林漁業体験の様子 （左：石川県 右：富山県）
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エ．食育月間及び食育の日の取組

「第２次食育推進基本計画」では、毎年６月を「食育月間」、毎月19日を「食育の日」

と定め、国民の食育に対する理解を深め、食育推進活動への参加を促し、その一層の充実

と定着を図ることとしています。

北陸農政局では、「食育月間」の取組として、とくだねe～講座「気をつけてますか？毎

日の食事」を管内各地で開催しました。また、一般消費者を対象に「食育現地見学会～生

産現場からの食育の発信～」を開催し、規格外

トマトを活用して、ヒット商品を開発した農業

協同組合や、農業経営だけでなく食育活動をと

おして命の大切さを子どもたちに伝えている農

業経営者を訪問し現場の方々と意見交換を行い、

食に関する知識を深めました。

さらに、公共施設や各種イベント会場におい

て「移動消費者の部屋」（管内８か所）の開設や、

パネル展示等（管内17か所）を行い、消費者と

の交流を図るとともに「日本型食生活」の普及

等食育関連情報を幅広く提供しました。

毎月の「食育の日」の取組としては、働き盛りの方や若者世代を対象に、管内の企業や

大学等の食堂施設の各テーブルに卓上メモを設置し、「日本型食生活」の普及、米の消費

拡大、地産地消の推進等食育関連情報を提供しました（管内48か所）。

「食育現地見学会」の様子 （石川県）

企業・大学等の食堂における卓上メモの

設置（福井県）

｢食育月間」における「移動消費者の

部屋」（新潟県）
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トピックス － 大手町小学校「食糧その日」－
新潟県上越市の大手町小学校では、毎年５年生が「食糧その日」という宿泊体験

学習に取り組んでいます。
これは、「食料の輸入がストップしたらどうなるか」、「雪深い地域でもしも交通

がストップしたらどうなるか」、「自分たちで収穫したものだけでひと冬過ごさなけ
ればならなくなったらどうなるか」等、「食」や「生活」に関わる課題について、
子供達の生活と結びつけ、実体験しながら学びを深めたいという願いから誕生した
取組です。

25 年度は５年生の児童（42 名）が、「日本の食を見つめよう」をテーマに、彼ら
が春から秋にかけて校庭で育てた野菜やコメなどの限られた食料だけで、冬の間
（120 日間）を生きていかなければならないとの想定で、１泊２日、学校で過ごし
ました。 １日分（３食分）の食料は、児童達が収穫したコメ、サツマイモ、大根
菜など、一人一人に割り当てられる量コメが 22 ｇ、野菜が 81 ｇで、調味料を合わ
せても 40 ～ 60kcal 程度です。５年生の１日当たり標準摂取カロリーは 2,000kcal 程
度なので、通常の 40 分の１程度の計算です。このため、２日目の朝には空腹でぐ
ったりして、起き上がれない児童もいます。

この取組は、「食」や「生活」を見つめ直し、これからの自分を考えること、「食」
の大切さを体験することで生きるための「食」、健康維持のための「食」に対する
考えを深めること、日本の「食」「農業」に対する考えを深めることなどを目的に、
５年生が一年を通して「日本の食料」について考える授業の一環として行われてい
ます。
児童達は、春から「食糧その日」をどのように取り組むのか、生徒同士で話し合

いを始めます。その過程で、毎日の食卓のこと、食卓に上る食べ物がどこから来る
のか、どこで作られるのか、誰が作っているのかなど「食」について見つめ、考え
ていきます。そして、「食糧その日」での体験を踏まえ、食べ物に対する自分なり
の考えを持つようになります。
この取組を終えた児童達の感想は、「食があることは幸せなこと」、「毎日食べら

れることに感謝」といった食べ物の大切さを実感したというものをはじめ、「農業
を続けていくのは大変」、「農業は誰かがやってくれると思っていた」、「これからも
農業について考えていきたい」、「自分でもできることをやりたい」など、農業の現
状に対するもの、「安全性、国産、外国産など自分の意思で食べ物を選びたい」、「お
金がなくて輸入もできない国がある」など、食料事情に関するものもあります。

２日目の朝の様子：多くの生徒が、

空腹でぐったりしています。

一食分の食事：班により献立が異な

ります。
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(つづき)

また、児童の保護者からは、「食べ物が豊富な時代で、このような体験はとても
貴重」、「親自身も食に感謝しなければと強く感じた」、「これからの生活にどのよう
に活かしていくのか楽しみ」と、子どもだけでなく保護者にとっても食を見直すき
っかけになっているようです。
さらに、「食糧その日」を終えた児童達は、買い物の際に産地を気にするように

なったり、給食のよそい方を工夫するなど食べ物を大切に扱うようになったり、ま
た、卒業後も進学先の中学校で率先して完食を実践したりするなど、「食糧その日」
の経験は、その後の生活にも影響を与えているようです。
大手町小学校が初めて「食糧その日」に取り組んだのは昭和 61 年でした。その

後、学校、家庭、地域の理解と協力により 30 年近く継続されており、学校の伝統
行事として定着しています。
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第３章 農業生産の現状と課題

１．農業構造の動向

（１）農業経営体数の動向

北陸の農業経営体に占める組織経営体の割合は都府県に比べて1.3ポイント高い

北陸地域の平成25（2013）年の農業経営体数は11万2,700経営体で、前年に比べて4,700

経営体（4.0％）減少しました。そのうち、組織経営体数は3,700経営体で、前年と同じ

となりました。また、北陸地域の農業経営体に占める組織経営体の割合は3.3％で、北陸

地域は都府県の2.0％と比べて高く推移しています（図３－１）。

資料：農林水産省「2010年世界農林業センサス」、「農業構造動態調査」

北陸地域の平成25(2013)年の農業経営体の経営耕地面積は27万2,800haで、前年に比べ

て400ha（0.1％）増加しました。また、北陸地域の１経営体当たり経営耕地面積をみる

と、2.44haで、前年に比べて0.1ha（4.3％）大きくなっており、北陸地域の１経営体当

たりの面積規模は都府県の1.72haと比べて大きくなっています（図３－２）。

資料：農林水産省「2010年世界農林業センサス」、「農業構造動態調査」
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（２）農業生産の動向

平成24（2012）年の農業産出額は4,502億円で、前年に比べて58億円（1.3％）増加

北陸地域の平成24（2012）年の農業産出額は4,502億円で、主要部門別の割合でみると

米が63.5％を占めており、全国農業地域別において最も高く（全国平均では23.6％）、北

陸地域の農業は米に特化した構成となっていることが特色といえます（図３－３）。

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

注：全国農業地域の区分は、次のとおりである。

図３－３ 全国農業地域別の主要部門別構成比（平成24(2012)年）
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また、北陸地域の農業産出額は、平成15(2000)年以降、減少傾向で推移しており、平成

24(2012)年は、米が平成23(2011)年に引き続き増加したため、農業産出額全体で4,502億

円となり前年に比べて58億円（1.3％）増加しました（図３－４）。

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

注：平成19(2007)年から、推計単位を市町村から都道府県に改めたため、同一都道府県内の市町村

間で取引された中間生産物については産出額に計上していない。

平成24（2012）年の北陸地域の県別農業産出額は新潟県が2,775億円、富山県が692億

円、石川県が559億円、福井県が477億円で、前年に比べて19億円（0.7％）、20億円

(3.0％）、２億円(0.4％）、18億円(3.9％)とそれぞれ増加しました。また、産出額全体に

占める米の割合をみると、新潟県が61.2％、富山県が71.1％、石川県が59.6％、福井県が

70.4％で、北陸地域の中でも富山県及び福井県が高い割合になっています(図３－５）。

資料:農林水産省「生産農業所得統計」

図３－５ 北陸の県別の農業産出額
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（３）農業経営の動向

主業経営体の農業所得は準主業経営体の約３倍

ア．個別経営の経営収支動向

北陸地域の平成24（2012）年の個別経営１経営体当たりの総所得は496万３千円で前年

に比べて20万６千円（4.3％）増加しました。また、農業所得は97万５千円で、前年に比

べて４万７千円（5.1％）増加しました。

総所得に占める農業所得の割合は19.6％で、前年に比べて0.1ポイント増加しました（図

３－６）。

資料：農林水産省「農業経営統計調査 経営形態別経営統計（個別経営）」

注：農外所得等とは、農業生産関連事業所得及び農外所得の計である。

農業所得を主副業別にみると、北陸地域の主業経営体の農業所得は409万１千円で、準

主業経営体（126万円）の約３倍となっています。

また、主業経営体のうち65歳未満の農業専従者のいる農業経営体の農業所得は596万円

で、主業経営体全体と比べ多くなっています（図３－７）。

資料：農林水産省「農業経営統計調査 経営形態別経営統計（個別経営）」
注：1)農業専従者とは、自営農業に従事している者で、１年間に自営農業に従事した日数が150日以上のものをいう。

2)主業農家とは、農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、調査期日前1年間に自営農業に従事して
いる65歳未満の世帯員がいる農家をいう。
3)準主業農家とは、農外所得が主（農家所得の50％未満が農業所得）で、調査期日前１年間に自営農業に従事し
ている65歳未満の世帯員がいる農家をいう。
4)副業的農家とは、調査期日前１年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいない農家（主業
農家及び準主業農家以外の農家）をいう。
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イ．個別経営の水田作経営の経営収支動向

北陸地域の個別経営のうち、平成24（2012）年の水田作経営についてみると、１経営体

当たりの総所得は495万１千円で、前年に比べて22万３千円（4.7％）増加しました。また、

農業所得は86万７千円で、前年に比べて５万８千円（7.2％）増加しました。

なお、総所得に占める農業所得の割合は17.5％で、前年に比べて0.4ポイント増加しま

した（図３－８）。

資料：農林水産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計（個別経営）（水田作経営）」

注：農外所得等とは、農業生産関連事業所得及び農外所得の計である。

水田作経営の農業所得を水田作作付延べ面積規模別にみると、規模が大きくなるに従っ

て総所得に占める農業所得の割合が高くなり、5.0ha以上の階層では５割を超えています

（図３－９）。

資料：農林水産省「農業経営統計調査 営農類型別経営統計（個別経営）（水田作経営）」

注：水田作作付延べ面積とは、稲、麦類、雑穀、いも類、豆類、工芸農作物を田で作付けさ

れた作物の合計面積である。
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ウ．米生産費の動向

北陸地域における米の全算入生産費の動向をみると、全国と同様に減少傾向で推移して

おり、平成21（2009）年以前は北陸地域が全国に比べてやや高く推移してきましたが、近

年は全国並みの水準となっています(図３－10)。

資料：農林水産省「農業経営統計調査 米生産費統計」

注： 「全算入生産費」とは、農産物の生産に要した費用合計から副産物価格を控除したものに、支払利子、支払地

代、自己資本、利子及び自作地地代を加えた額である。

北陸地域の費用合計は前年と同様の11万８千円となりました。これを作付面積規模別

にみると、北陸地域平均（作付規模176.1ａ）の費用合計（11万８千円）を100とした指

数では、「0.5ha未満」層が156（18万４千円）であるのに対し、「5.0ha以上」層は75（８

万８千円）となっています（図３－11）。

資料：農林水産省「農業経営統計調査 米生産費統計」
注：四捨五入の関係で、計と内訳が一致しない場合がある。

図３－10 全算入生産費及び費用合計の推移（10ａ当たり）

図３－11 費用合計の作付面積規模別の主な費目(北陸：10ａ当たり、平成24(2012)年産）
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２．農畜産物生産の動向

（１）米（水稲）・麦・大豆

ア．米（水稲）

作付面積は前年産に比べて3,300ha増加、収穫量は１万９千t増加

（ア）平成25（2013）年産水稲の作柄概況

北陸地域における平成25（2013）年産水稲の作付面積（子実用）は21万2,700haで、前

年産に比べて3,300ha（1.6％）増加しました。10ａ当たり収量は545kgで、収穫量(子実用)

は116万tとなり、前年産に比べて１万９千t（1.7％）増加しました（表３－１、図３－12）。

なお、新潟県の収穫量は全国１位となっています（図３－13）。

資料：農林水産省「作物統計」

１位 新潟県 664,300t （7.7％）

２位 北海道 629,400t （7.3％）

３位 秋田県 529,100t （6.2％）

４位 山形県 415,300t （4.8％）

５位 茨城県 411,400t （4.8％）

※（ ）内の数字は、全国に占める割合。

作付面積
10ａ当た
り収量

収穫量

全  国 1,597,000 539 8,603,000 18,000 1  △       84,000 102

北  陸 212,700 545 1,160,000 3,300 0 19,000 102

新潟県 119,700 555 664,300 2,200 3  △       8,600 103

富山県 39,700 546 216,800 700 10 7,800 102

石川県 26,700 522 139,400 300 4  △       500 101

福井県 26,500 526 139,400 100 7 2,400 102

（単位：ha、kg、t）

区 分 作付面積
10ａ当た
り収量

収穫量
作況
指数

対前年産差
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表３－１ 水稲の生産状況（平成25(2013)年産） 図３－13 全国の上位５道県

水稲収獲量(平成25(2013)年産）

図３－12 水稲の10ａ当たり収量及び収穫量の推移（北陸）
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（イ）米生産の動向

ａ．高品質米生産に関連した動き

近年、夏期の高温傾向が顕著となっていることを受け、北陸地域の米生産においては、

登熟期間の高温・乾燥条件下で発生しやすい白未熟粒・胴割粒等による外観品質（１等比

率）の低下が懸念されています。

こうした中、各県では独自に具体的な「米づくり推進目標」を設定し、気象条件に応じ

た水管理・肥培管理の徹底、高温期の登熟を回避するための田植期の繰下げ等、生産現場

への指導を強化しています(表３－２)。

気象条件に応じた水管理・肥培管理の徹底等により、平成25（2013）年産は登熟期前半

（８月中旬）に高温であったものの、24（2012）年産に比べ、１等比率（１月末日現在）

は76.8％と高くなりました。（図３－14）。

北陸農政局では、今後も夏期の高温傾向が懸念されることから、各県、試験研究機関及

び関係団体と、登熟期の栄養確保や高温耐性品種の普及等の対策を協議し、高品質化に向

けた指導を継続していくこととしています。

資料：北陸農政局作成

推進目標

新潟県 「平成26年度水稲重点技術対策」（抜粋）

・10ａ当たり収量：540kg（平坦地域コシヒカリ）
・うるち玄米１等級比率：90％以上（達成地域は95％以上）
・整粒歩合（機器判別器RGQI10Bによる粒数比）：80％以上
・玄米タンパク含有率(水分15％)：コシヒカリ6.0％（最大6.5%以下）
・コシヒカリの田植期は5月10日以降を基本

富山県 「平成26年産水稲の生産振興基本方針」（抜粋）

・高温に打ち勝つ米づくり
→ うるち玄米1等比率90％以上（整粒歩合80％以上、精米蛋白含有率5.5％、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　玄米水分14.5～15.0％）

・低コストな米づくり
→ 水稲直播栽培面積4,000ha

・「安全・安心」な米づくり
→ 「とやまＧＡＰ」の実施及び生産履歴記帳率100％

・コシヒカリの5月15日を中心とした田植

石川県 「平成26年度「うまい・きれい石川米づくり運動」取組み方針」（抜粋）

・1等米比率　90％以上
・玄米タンパク質含有率　7.0％以下　コシヒカリ　6.5％以下
・整粒歩合　80％以上
・5月田植えの励行

福井県 「平成26年度　福井米振興方針」（抜粋）

【目標とする福井米の姿】（目標年　平成26年）
・食味評価　コシヒカリの食味ランキング「特A」評価
・米のタンパク質　コシヒカリ6.5％以下
・1等比率　90％以上
・粒厚　1.9mm以上
・水分　14.5～15.0％
・種子更新率　100％
・生産履歴の記帳　100％
・生産者　全JA出荷農家のエコファーマー栽培技術導入
・5月半ばの適期田植え

表３－２ 北陸各県の平成26（2014）年産米づくり推進目標
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図３－14 水稲収穫量及びうるち米１等比率の推移（北陸）

資料：北陸農政局作成

注：平成24（2012）年産までは最終実績、平成25（2013）年産は平成26年１月末日現在
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ｂ．多様な需要に対応した米づくり

近年、米の供給が過剰基調で推移していることから、北陸地域の各産地においては、特

別栽培米やタンパク含有率による区分集荷等有利販売を目指す取組が増加しています。

品種に関しては、北陸は従来からコシヒカリの作付割合が高い地域ですが、作期分散や

夏期の高温対策の観点も含め近年徐々に他の品種への切換えも進んできています。今後と

も、品種の分散を含め、多様な需要に積極的に対応した売れる米づくりを推進することが

重要です(図３－15、表３－３)。

（単位：％）
新潟産 富山産 石川産 福井産

こしいぶき てんたかく ゆめみづほ ハナエチゼン

平成15
(2003)

6.3          -          - 31.8

平成20
(2008)

14.7 12.2 18.2 32.3

平成25
(2013)

23.6 14.5 24.9 34.7

年産

図３－15 水稲うるち玄米検査数量に占めるコシヒカリ検査数量
の割合の推移

資料：「米穀検査結果」の検査数量を基に北陸農政局作成。

注：平成24（2012）年産までは最終実績、平成25（2013）年産は平成26年１月末日現在。

表３－３ 水稲うるち玄米検査数量に占めるコシヒカリ以外の
主な品種の検査数量の割合の推移

資料：「米穀検査結果」の検査数量を基に北陸農政局作成。

注：平成25（2013）年産は平成26年１月末日現在。
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ｃ．直播栽培

水稲の直播栽培技術については、

労働時間の短縮等によるコスト低減

に加え、登熟期の高温による品質低

下の回避や作業分散を図る上でも有

効です。このため、北陸農政局では、

各県、試験研究機関、生産者団体と

普及上の課題や具体的な支援方法等

について意見交換を行い、直播栽培

技術の普及促進に努めているところ

です。

水稲の直播栽培については、酸素

供給剤の開発、落水出芽法の確立や

高性能播種機の開発、近年では、鉄

コーティング直播栽培技術の向上等

により、出芽・苗立ちの安定化と耐

倒伏性の向上が図られたことから、

規模拡大志向農家や集落営農組織で

は積極的な導入が図られ、各県とも

導入面積は増加傾向にあり、平成21（2009）年産の普及面積（発酵粗飼料用稲等を含む。）

は7,109haで、水稲作付面積に対する普及率3.4％となっています（図３－16）。

図３－16 直播栽培面積の推移（北陸）

資料：農林水産省調べ
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イ．麦

六条大麦の収穫量は、前年産に比べて4.6％減少

（ア）平成25（2013）年産麦の作柄概況

北陸地域における平成25（2013）年産の４麦（小麦、二条大麦、六条大麦及びはだか麦）

の作付面積は9,860haで、前年産に比べて80ha（0.8％）減少しました。また、収穫量は

２万9,300tで、前年産に比べて1,500t（4.9％）減少しました（表３－４）。このうち、北

陸地域の麦の大部分を占める六条大麦の収穫量は、作付面積及び10ａ当たり収量がともに

前年産を下回ったことから２万9,100tとなり、前年産に比べて1,400t（4.6％）減少しま

した（表３－５、図３－17）。なお、福井県の収獲量は全国１位、富山県は２位、石川県

５位となっています。（図３－18）

資料：農林水産省「作物統計」

表３－４ ４麦の生産状況（平成25(2013)年産）

表３－５ 六条大麦の生産状況(平成25(2013)年産)

図３－17 六条大麦の10ａ当たり収量及び収穫量の推移（北陸）

図３－18 全国の上位５県

六条大麦収穫量(平成25(2013)年産)

（単位：ha、t）

作付面積 収穫量

全  国 269,500 994,600 0 35,400   △  

北  陸 9,860 29,300 80   △       1,500   △    

新潟県 250 524 4 16 

富山県 3,180 9,860 70   △       1,340   △    

石川県 1,310 3,360 60   △       850   △       

福井県 5,120 15,600 40 700 

区  分 作付面積 収穫量

対 前 年 産 差

１位 福井県 15,600t （30.3％）

２位 富山県 9,770t （19.0％）

３位 茨城県 5,430t （10.5％）

４位 栃木県 5,080t （ 9.9％）

５位 石川県 3,190t （ 6.2％）

※（ ）内の数字は、全国に占める割合。

（単位：ha、kg、t）

作付面積
10ａ当た
り収 量

収穫量

全  国 16,900 305 51,500 200   △       25 3,700 105

北  陸 9,680 301 29,100 90   △        11   △     1,400   △   100

新潟県 233 211 492 2   △          5 8 118

富山県 3,140 311 9,770 70   △        34   △     1,330   △   101

石川県 1,200 266 3,190 50   △        59   △     870   △     95

福井県 5,110 305 15,600 40 11 700 98

区  分 作付面積
10ａ当た
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収 穫 量
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対比(％)
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（イ）麦生産の動向

ａ．需要に応じた生産量の確保

近年、消費者の安全性に対する意識や健康志向の高まりなどを背景に、国産大麦に対

する需要が増大しています。また、平成19（2007）年頃からの輸入麦価格の急騰により

実需者の国産大麦への期待がこれまでになく高まったことから、入札価格は上昇傾向に

ありました。しかし、23（2011）年産以降、輸入麦価格が大幅に下落したことから入札

価格は低下し、最近は横ばい傾向となっています。(図３－19)。

北陸地域で栽培されている六条大麦の品種は、白度と精麦適性が高い「ファイバースノ

ウ」が大部分を占め、主食用等として実需者から高い評価を得ています。

北陸農政局としては、需要に即した生産量の確保に向けて作付けの拡大及び単収向上

を推進するとともに、国産大麦・大豆の機能性や製品の販売店の情報をまとめたパンフ

レットの作成、イベントへの参加など様々な活動に取り組んでいるところです。

ｂ．高品質・安定生産

北陸地域における大麦生産は、湿害の発生や冬期間の気象条件等の制約が大きく、単収

及び品質は不安定な状況にあります(図３－17、図３－20)。

将来にわたって大麦生産を安定・拡大させていくためには、水稲や大豆等との水田輪作

体系を確立するとともに、適期は種、適切な排水・施肥対策等の技術指導を徹底すること

により、生産性・収益性を改善し、生産者の経営安定を図っていく必要があります。

また、近年では、健康機能性が注目されているβ－グルカン含有量の高いものやアミロ

ースの割合が低い、といった特徴のある品種が開発され、新たな需要の開拓が期待されて
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図３－19 入札指標価格の推移
（福井県産、ファイバースノウ）

資料：（一社）全国米麦改良協会
注：消費税相当額を除いた額である。
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います。

北陸農政局では、実需者からの要望を把握しつつ、高品質・安定生産を図るための方策

を各県、試験研究機関及び生産者団体と協議し、これを生産現場における具体的な技術指

導に反映するよう働きかけを強めています。

ｃ．全国麦作共励会

全国麦作共励会とは、全国農業協同組合中央会及び（一社）全国米麦改良協会の共催で、

国内産麦の生産振興を図るため、生産技術の向上、経営の改善の面から創意工夫を持ち、

先進的で他の模範となる麦作農家及び麦作集団を表彰し、その業績を広く紹介するもので

す。

今年度は、北陸管内の受賞者は以下のとおりとなりました。

【農家の部】

全国農業協同組合連合会会長賞 島崎 恒守 氏（福井県福井市）

大型機械やほ場の大区画化（畦畔の撤去）による作業効率の向上、湿害対策の徹底によ

る収量・品質の向上に取り組み、平成25年産大麦については、10a当たり505kgと高い収量

を確保するとともに、１等比率が94.9％と高品質な大麦を生産しました。

今後も、更なる規模拡大、経営改善を進めることとしており、高齢化が進む近隣地域か

らも、農地の委託先として大きく期待されています。

図３－20 普通小粒大麦検査等級別構成割合の推移（北陸）

資料：北陸農政局作成
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ウ．大豆

大豆の収穫量は、前年産に比べて23.2％減少

（ア）平成25（2013）年産大豆の作柄概況

北陸地域における平成25（2013）年産大豆（乾燥子実）の作付面積は１万2,600haで、

前年産に比べて500ha（3.8％）減少しました。

10ａ当たり収量は142kgで、収穫量は１万7,900ｔとなり、前年産に比べて5,400ｔ

（23.2％）減少しました（表３－６、図３－21）。

図３－21 大豆の10ａ当たり収量及び収穫量の推移（北陸）

資料：農林水産省統計部「作物統計」

（イ）大豆生産の動向

ａ．課題

北陸地域における大豆生産は、排水性の悪い重粘土壌が多いため、湿害による発芽不良

や初期生育の遅れによる生育障害が発生しやすく、このため、梅雨や秋期の長雨、夏期の

干ばつ等の影響を受け、収量及び品質の地域間格差や年次変動が大きくなる傾向がありま

す（図３－22）。

平成25（2013）年産大豆の生産については、台風や大雨による被害、天候不順による生

育不良等により、10a当たり収量は142kgと前年の178kgを大きく下回りました。また、１

・２等比率も2.8％（26年３月末現在）と前年産の3.8％に比べて低下し、全国平均（50.4

表３－６ 大豆の生産状況（平成25(2013)年産）
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％（26年３月末現在））と比べて低い水準にあり、収量拡大及び品質の向上が課題となっ

ています。（図３－23）

ｂ．取組状況

収量拡大及び品質向上のためには、排水対策をはじめとした基本技術の励行と併せ、耕

うん同時畦立播種技術等安定生産技術の更なる普及を図っていくことが必要です。また、

実需者と産地が連携しながら、高位・安定生産に資する品種や加工適性に優れた品種等の

導入を進め、実需者の期待に応える大豆の生産拡大を図っていくことが重要です。

資料：北陸農政局作成

図３－23 北陸産大豆の単収及び１・２等比率の推移

資料：北陸農政局作成

図３－22 北陸産大豆の作付面積及び収穫量の推移

175

154

82

139 141
129

169
157

137 141

178

142

9.3 

14.7 

9.5 
7.3 

22.1 

3.8 

12.2

26.3 

8.3 

13.4 

3.8 2.8 

0

10

20

30

40

50

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

平成14年産
(2002)

15
(2003)

16
(2004)

17
(2005)

18
(2006)

19
(2007)

20
(2008)

21
(2009)

22
(2010)

23
(2011)

24
(2012)

25
(2013)

単収 1・2等比率
ｋｇ ％

単

収

１
・
２
等
比
率

19,000
20,100

16,700

14,900 15,000 14,800
15,800 15,400

14,600 14,000
13,100 12,600

33,200

31,000

13,700

20,700 21,200

19,100

26,700

24,200

20,000 19,800

23,300

17,900

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成14年産

(2002)

15

(2003)

16

(2004)

17

(2005)

18

(2006)

19

(2007)

20

(2008)

21

(2009)

22

(2010)

23

(2011)

24

(2012)

25

(2013)

収穫量

作付面積

作付面積（ｈａ）
収穫量（t）



- 83 -

北陸農政局としては、平成25（2013）年8月に

福井市において生産者、生産者団体、実需者、行

政担当者を参集し「平成25年度北陸ブロック大豆

現地検討会」を開催し、各県における新たな品種

・技術の導入や重点技術対策の推進による大豆の

生産拡大に向けた取組を紹介し、関係者間の情報

交換の促進を図りました。

平成25年度北陸ブロック大豆現地検討会

ｃ．全国豆類経営改善共励会

全国豆類経営改善共励会とは、ＪＡ全中、ＪＡ新聞連の主催により、昭和47(1972)年度

から毎年実施されており、生産性、商品性の高い豆類生産の定着を図ることを目的として、

特に経営改善の面から先進的で他の範となる豆類生産経営体および生産集団を表彰し、そ

の成果を広く紹介することを趣旨としています。

今年度は、北陸管内の受賞者は以下のとおりとなりました。

【大豆経営の部】

生産局長賞 …………… 金澤 正一 氏（新潟県上越市）
じょうえつし

播種前の耕うんや中耕・培土などの作業を丁寧に行うことにより、収量と品質の向上に

取り組み、平成24年産大豆においては、10a当たり250kgと高い収量を確保するとともに、

１・２等比率が72.8％と高品質な大豆を生産しました。

また、集落内の大豆の生産を積極的に受託し、大豆生産の担い手として地域農業の振興

に貢献しています。

【大豆集団の部】

日本農業新聞会長賞 … 農事組合法人 金戸営農組合（富山県南砺市）
な ん と し

排水対策や土づくり、適期作業の実施など基本技術の徹底により、地域の生産者の中でも

常に高い収量と優れた品質を確保しており、平成24年産大豆においては、10a当たり244kg

と高い収量を確保しました。

また、平成24年２月には法人化を図り、農地の集積や次世代を担う農業後継者の育成な

ど経営体制の強化にも取り組んでおり、地域農業のけん引役となっています
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（２）園芸作物

生産は減少傾向、加工・業務用需要への対応が重要

ア．野菜

北陸地域における野菜の作付面積は、生産者の高齢化や担い手不足等から、減少傾向に

あります（図３-24）。品目別にみると、平成14（2002）年と比較し、はくさい、キャベツ、

だいこん等の重量野菜の他、ほうれんそう、きゅうりの減少が大きくなっています。一方、

たまねぎは富山県で産地化を図っているため、作付面積で107％、出荷量で166％と増加し

ています（図３-25）。

加工・業務用野菜のうち国産の割合は70％（22(2010)年）にとどまっている一方、食品

製造事業者等の国産野菜に対する需要が高まっています。

こうした中、加工・業務用需要への対応を強化するため、北陸農政局管内では73産地に

おいて、27（2015）年度を目標とした「産地強化計画」を策定し、低コスト化、高付加価

値化に向けた取組や国産原材料サプライチェーン構築事業（ 21（2009）年度から実施）

等による生産・供給体制の整備を推進

しています。

25（2013）年11月22日には、金沢市
かなざわ し

内で「加工・業務用野菜に関する検討

会」を開催し、産地と実需者の連携強

化を図るため、基調講演や取組事例の

報告、農業機械関連技術の情報提供等

を行いました。

図３－24 野菜作付面積の推移 図３－25 2002年と比較した2012年の品目別

出荷量及び作付面積の割合

加工・業務用野菜に関する検討会

資料：農林水産省「野菜生産出荷統計」を基に

北陸農政局で作成

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
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イ．果樹

栽培面積は減少傾向、産地の構造改革を推進

北陸地域における果樹生産は、かき、日本なし等の落葉果樹を中心に多品目栽培されて

います。近年、生産者の減少・高齢化等から、栽培面積は減少傾向で推移しています（図

３－26）。

図３－26 主要果樹の栽培面積の推移と品目別割合

このような中、各県では、重点品目・品種の選定とその作付け推進による販売力・ブランド力

の強化、稲作との複合経営や水田転換による果樹栽培の推進等の取組が行われています。

北陸農政局では、その実現に向けた「果樹産地構造改革計画」の策定及びその達成に向

けた取組を促すとともに、果樹経営支援対策等を活用して、優良な品目・品種への転換、

小規模園地の整備等の経営基盤を強化する取組を推進しています。

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2002年 2007年 2012年

福井

石川

富山

新潟

ha

5,390ha

（対2002年比 86.8％）

6,210
5,900

かき

27％

日本なし

17％

うめ

14％

くり

10％

ぶどう

9％

もも

5％

りんご

4％

西洋なし

2％

その他

11％



- 86 -

ウ．花き

産出(出荷)額は横ばい傾向、需要の拡大・創出を推進

北陸地域における花きの産出（出荷）額は、景気の低迷による業務用需要の減少、輸入

品の増加等から、平成10（1998）年産をピークに減少傾向にありましたが、近年は横ばい

傾向となっています。（図３－27）。

このような中、新潟県は、ゆり切り花の産出額が34億円（23（2011）年産、全国の16％）、

チューリップ切り花が11億円（同58％)となっており、ともに、全国１位となっています

（図３－28）。

また、球根類については、収穫面積でみると新潟県が162ha（24（2012）年産、全国の3

4％）で全国１位、富山県が108ha（同23％）で全国２位と全国でも主要な産地となってい

ます。

このような中、花きの需要を拡大するためには、バレン

タインデーに男性から女性に花を贈る「フラワーバレンタ

イン」等を活用した購買額が少ない層等への働きかけや購

入のきっかけづくりが有効であり、また、花き生産の競争

力の強化のためには、差別化、ブランド化、低コスト化及

び効率化を図る取組が重要です。

このため、北陸農政局では、北陸地域花き連絡協議会と

連携して、先進的な産地を視察し、花き産業関係者の交流

を図る「花き現地研修会」（25（2013）年11月、福井県福井市
ふく い し

及び越前町）や、花きの新品種開発やブランド化につい
えちぜんちよう

ての取組を学ぶ「花きセミナー」（26（2014）年３月、石

川県金沢市）等を開催しました。
かなざわし

図３－27 北陸の花き産出(出荷)額の推移 図３－28 全国シェアの高い品目
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また、フラワーバレンタインの普及推進においては、石川県内の花き関係者が金沢駅前

で開催したフラワーバレンタインのPRイベント「フラワーバレンタイン2014」(26（2014）

年２月、石川県金沢市)に参画するとともに、花きの消費拡大及び花のある暮らしの普及
かなざわし

を図るため、北陸農政局職員による、バレンタインデーに購入した花束を持って職場から

自宅まで周囲に見えるように持ち帰る「フラワーウォーク」（26（2014）年２月、石川県

金沢市）を実施しました。

エ．次世代施設園芸の推進

施設園芸の導入により農産物を周年栽培することは、攻めの農業の実践、農業所得の向

上、地域の雇用確保の面で大きな意義を持っています。今後、日本の施設園芸は、先進的

な施設園芸国であるオランダの取組も参考に、施設の大規模な集積や産学官連携、ＩＣＴ

の活用等取り入れるべきところは取り入れ、更には、我が国における生産環境を踏まえ、

地産地消エネルギーの利活用や環境制御技術の開発が必要となっています。

このため、平成25（2013）年度補正予算において、地産地消エネルギーの供給から高度

な環境制御による周年計画生産、併設された出荷センターによる調製・出荷等関連する施

設を大規模に集積した拠点を整備する、これまでにない次世代施設園芸の実現に向けた新

規事業（次世代施設園芸導入加速化支援事業）が創設されました。

北陸地域においては、廃棄物処理施設内の発電付き焼却施設から発生する電力と廃熱を

利活用して園芸施設に熱供給を行う「富山県拠点（富山市）」が採択されました。米専作

地帯における大規模施設園芸のモデルとして、約４haの高度に環境制御された温室で高品

質・高付加価値なフルーツトマト、花きの安定生産の実現に向けて、その推進を図ってい

くこととしています。

＜次世代施設園芸団地のイメージ＞
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オ．園芸作物の消費拡大の取組

園芸作物の消費拡大を図るため、平成25(2013)年８月に石川県金沢市において、小学生
かなざわし

や保護者を対象に「子どもベジフル＆フラワー教室」を開催し、野菜や果物について糖度

計測等を交えながらその魅力やおいしさについて理解の促進を図るとともに、牛乳パック

を使ったフラワーアレンジメントづくりの体験を通じて、花とのふれあいを図りました。

また、金沢広坂合同庁舎食堂において野菜と果物を使った料理・サラダバイキングの提

供とパネル展示等を行いました。

25(2013)年10月には石川県津幡町で開催された「河北潟ふれあいフェスタ」において、
つ ばたまち

河北潟干拓地の野菜が学習できるゲームやパネル展示等を行いました。

野菜やくだものについて楽しく学習 フラワーアレンジメントづくり
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（３）畜産物、飼料作物

ア．酪農

飼養頭数は前年に比べ3.6％減少

（ア）飼養戸数・頭数の動向

北陸地域における乳用牛の飼養戸数は、高齢化による廃業等により、減少傾向で推移し

ています。平成25（2013）年２月１日現在の飼養戸数は414戸と前年に比べ3.9％減少し、

飼養頭数も3.6％減少の16,300頭となっています。また、１戸当たりの飼養頭数は前年よ

り0.2頭増加し39.4頭となりました（図３－29）。

（イ）生乳生産と流通の動向

平成25（2013）年（１月から12月までの累計(概数値）、以下同じ。）の生乳生産量は前

年に比べ3.6％減の９万９千ｔ、生乳処理量は7.9％減の10万７千ｔであり、このうち97.1

％が牛乳等向け、2.2％が乳製品向け、0.7％がその他向けとなっています。

また、25（2013）年における北陸４県への生乳の県外からの移入量は前年に比べ19.7％

減の２万８千ｔ、県外への移出量は6.5％減の２万ｔとなっており、移入量が移出量を約

８千ｔ上回っています。(移入・移出量には北陸４県内の県間移入・移出量を含む）。

イ．肉用牛

飼養頭数は前年に比べ3.3％減少

（ア）飼養戸数・頭数の動向

北陸地域における肉用牛の飼養戸数は、近年ほぼ横ばいで推移してきましたが、平成25

（2013）年２月１日現在の飼養戸数は、高齢化による廃業等により494戸と前年に比べ6.1
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％減少、飼養頭数も3.3％減少して23,500頭となり、飼養頭数よりも飼養戸数の減少割合

が高くなりました。このため、１戸当たりの飼養頭数は前年より1.4頭増加して47.6頭と

なりました（図３－30）。

（イ）生産と流通の動向

平成25（2013）年の肉用子牛等の価格についてみると、新潟県上越家畜市場における指

定肉用子牛（黒毛和種）の平均価格は50万円(前年41万３千円）、北陸三県家畜市場におけ

る肉用子牛（黒毛和種）の平均価格は44万７千円(同37万３千円）、全国平均価格について

も、48万２千円(同41万２千円）と前年を上回っています（図３－31）。
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資料：農林水産省「畜産統計」
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（ウ）地域ブランド確立に向けた肉用牛生産の取組

北陸地域における肉用牛飼養戸数は飼養頭数よりも減少割合が高い傾向にあり、１戸当

たりの飼養頭数は増加傾向で推移しています。このような中、管内各県では、ブランド和

牛の安定供給を目指した取組を行ってきました。新潟県では「にいがた和牛」の出荷頭数

の拡大や観光産業と連携した販路拡大等の取組、富山県では「とやま牛」の肉質向上と荒

廃地等での放牧推進、石川県では公共牧場を利用した「能登牛」千頭計画の取組、そして

福井県では遊休農地等を活用した「若狭牛」の放牧拡大、といった取組が実施されていま

す。また、平成22（2010）年７月に「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」

及び「家畜改良増殖目標」が見直され、32（2020）年度における望ましい畜産の姿につい

ての基本方針が策定されました。北陸農政局ではこの基本方針をもとに、管内各県と連携

して取組を強化しています。

ウ．養 豚

飼養頭数は前年に比べ5.5％減少

北陸地域における養豚の飼養戸数は、小規模経営の廃業等により長期的に減少傾向で推

移しています。平成25（2013）年２月１日現在の飼養戸数は前年比5.3％減少の195戸、飼

養頭数も同5.5％減少の約25万８千頭となりました。また、１戸当たりの飼養頭数は前年

とほぼ同じ1,325頭となりました（図３－32）。

25（2013）年12月の豚肉卸売価格は、輸入量の減少により、前年同期（12月）比26.

7％上昇の545円／kg（東京・大阪省令規格加重平均）となっています。
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資料：農林水産省「畜産統計」

＊平成17(2005)年、平成22(2010)年はセンサス実施年のため休止。
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エ．養 鶏

飼養羽数は近年ほぼ横ばい

北陸地域における採卵鶏の飼養戸数は、高齢化による廃業等により減少傾向で推移して

おり、平成25（2013）年２月１日現在の飼養戸数は前年比6.4％減少の102戸となりました。

一方、飼養羽数は経営の規模拡大が進んだことから、近年ほぼ横ばいで推移しています。

このため、１戸当たりの飼養羽数は年々増加傾向となっています（図３－33）。

オ. 飼料作物

作付面積は飼料用米の作付転換に伴い大きく減少

（ア）作付けの動向

北陸地域における飼料作物の作付面積は、平成22（2010）年の戸別所得補償モデル対策

の水田利活用自給力向上事業の実施及び23（2011）年からの戸別所得補償制度の本格実施

に伴う新規需要米（稲発酵粗飼料、飼料用米）の作付拡大により大きく伸びましたが、24

（2012）年には前年とほぼ横ばいの7,470haとなり、25（2013）年には、飼料用米の一部

が備蓄米や加工用米等に作付転換されたことから、5,890haと前年と比べ大きく減少しま

した。

作物別では畜産農家の離農や高齢化に伴う労働力不足等から牧草の作付面積が減少傾向

にある一方、飼料用米は上記のように前年と比べて減少していますが、北陸地域が水田地

帯であるという特徴を背景に、21（2009）年の110haに対して25（2013）年は1,381haの作

付けとなっています（図３－34）。

資料：農林水産省「畜産統計」

注：1)羽数は種鶏及びひなを除く成鶏雌の羽数

2)平成17(2005)年、平成22(2010)年はセンサス実施年のため休止。
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なお、各県における25（2013）年産飼料用米の作付面積は、新潟県651ha、富山県289ha、

石川県235ha、福井県206haとなっています。

飼料用米の生産利用については、新潟県村上・豊栄地区飼料用米生産利用推進協議会に
むらかみ とよさか

おいて、供給者である飼料米生産農家と飼料米利用畜産農家等が協力して、運搬・保管等

の飼料米供給体制の確立、家畜への給与方法、生産物の販売方法等の検討に加え、地元に

おける商談会等への参加による販売促進活動等地元に密着した取組を行った結果、飼料米

の作付面積が20（2008）年の6.4haから25（2013）年には約17haに拡大しました。

また、飼料用米を給与した家畜から生産された豚肉・鶏卵等のブランド化の取組として、

富山県小矢部市飼料用米推進協議会の鶏卵「小矢部の米（my）たまご」、石川県のＪＡ石
お や べ し

川かほくの豚肉「豚輝（トンキー）」、福井県の鶏卵「福井のお米を食べて育ったさくら

たまご」が進められています。

（イ）飼料自給率向上等の推進と飼料増産運動等の取組状況

飼料価格の高騰等近年の畜産をめぐる状況が大きく変化する中、畜産経営の安定化のた

めには、飼料原料を過度に輸入に依存した体質から脱却し、自給飼料基盤に立脚した畜産

経営に転換していくことが必要です。

我が国の飼料自給率は平成24（2012）年度26％となっており、22（2010）年３月に策定

された「食料・農業・農村基本計画」では、これを32（2020）年度に38％まで引き上げる

ことを目標としています。飼料自給率の向上を図るため、北陸農政局では学識経験者や関

資料：農林水産省「作物統計」、「耕地及び作付面積統計」

注：1)2009年飼料用米、稲ＷＣＳは新規需要米計画書集計面積

2)2010～2013年飼料用米、稲ＷＣＳは新規需要米の取組計画認定状況による。
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係機関からなる「北陸地域飼料増産行動会議」及び「北陸地域エコフィード推進協議会」

を設置し、飼料用米をはじめ飼料作物の作付拡大、国産稲わら完全自給、エコフィードの

推進（食品残さの飼料化）等に取り組んでいます。

25（2013）年10月には、水田を有効活用した

飼料用稲（稲発酵粗飼料・飼料用米）の生産・

利用拡大を図るため、福井県内において「北陸

地域飼料用稲利活用推進現地検討会」を福井県

との共催により開催し、専用収穫機による稲発

酵粗飼料用稲の収穫実演、稲発酵粗飼料等の生

産・調製技術に関する講演、飼料用米・稲発酵

粗飼料生産・利用に関する取組事例の紹介を行

い、参加した約60名の耕種農家、畜産農家、農

業者団体等と飼料用稲の生産・利用拡大に向け

た課題等について意見交換を行いました。

また、北陸農政局では、25(2013)年12月に決定された「農林水産業・地域の活力創造プ

ラン」（農林水産業・地域の活力創造本部）における水田フル活用の方針に即し、飼料用

米の生産・利用の拡大を図ることを目的として、新たに管内各県の関係機関、団体を構成

員とする「北陸地域飼料用米生産利用推進会議」を設置し、26（2014）年２月に金沢市に

おいて第１回目の会議を開催しました。会議では、農林水産省としての飼料用米の生産利

用にかかる施策等の説明、飼料用米の家畜への利用に関する最新情報の提供、飼料用米を

生産・利用する利点や課題及び26（2014）年の飼料用米の生産・利用拡大に向けた方向性

等について意見交換を行いました。

稲発酵粗飼料用稲収穫実演の様子
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３．農業技術開発・普及、実用化の促進

（１）農業・食品産業の現場に直結した研究の取組

北陸地域の生産現場が直面している課題の解決を図るため、管内各県等試験研究機関で

は、国の農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業（以下「農食研究推進事業」とい

う。）を活用し、水稲、野菜、畜産等の安定生産技術等の開発を推進しています(表３－

７)。

表３－７ 平成25年度農食研究推進事業により開始された研究課題(農業分野)
課 題 名 研究期間 研究・普及機関

カドミウム高吸収ソルガム新品種を ◎(独)農業環境技術研究所

用いた野菜畑土壌浄化技術の開発 H25～H27 ○新潟県農業総合研究所 他４機関

次世代型土壌病害診断・対策支援技 ◎(独)農業環境技術研究所

術の開発 H25～H27 ○富山県農林水産総合技術センター

他１１機関

機械除草技術を中核とした水稲有機栽 ◎(独)農研機構中央農業総合研究センター

培システムの確立と実用化 H25～H27 ○新潟県農業総合研究所 他１０機関

革新的接ぎ木法によるナス科野菜の複 ◎(独)農研機構中央農業総合研究センター

合土壌病害総合防除技術の開発 H25～H27 ○新潟県農業総合研究所 他４機関

ルーメン発酵の健全化による乳牛の ◎(独)農研機構畜産草地研究所

繁殖性向上技術の開発 H25～H27 ○富山県農林水産総合技術センター

○石川県農林総合研究センター 他１２機関

関東甲信越地域の気象資源とソルガム ◎(独)農研機構畜産草地研究所

新品種を活用した省力多収飼料作物栽 H25～H27 ○新潟県農業総合研究所

培技術の開発 他７機関

シュートヒーティングによる高糖含量 ◎○石川県立大学生物資源環境学部

メロンの低コスト安定生産技術の開発 H25～H27 ○株式会社アクトリー 他３機関

水稲初期生育を改善する革新的土壌管 ◎(公財)自然農法国際研究開発センター

理技術と診断キットの開発 H25～H27 ○新潟県農業総合研究所

○新潟県農林水産部経営普及課

○新潟大学農学部 他１機関

◎：代表機関 ○：北陸管内の研究・普及機関

資料：北陸農政局作成

（２）人工授粉のいらないナシ新品種を利用した大幅な省力化技術の開発

新潟県農業総合研究所園芸研究センターは、食味に優れ、人工授粉しなくても実がなる

ナシの自家和合性品種「新王」、「新美月」(次頁、写真左）を使用した大幅な省力化技術を、

平成23（2011）年度から３年間、農食研究推進事業を活用して開発しました。この技術は、

受粉作業が不要となることに加え、せん定後の「除芽」の実施による着果管理やジョイン

ト仕立て栽培(次頁、写真右）によりさらに省力栽培が可能となるものであり、水稲との複

合経営の推進や、既存ナシ農家の規模拡大が期待されています。
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[自家和合性品種]

「新王（上）」、「新美月（下）」 [ジョイント仕立て栽培の樹形]

樹形を単純化することで、着果管理作業

の省力化が可能

（３）研究成果の普及・実用化の推進

平成25（2013）年12月富山市で、研究成果を
と や ま し

農業現場へ迅速に普及・実用化することによ

り地域農業の振興を図るため、「チャレンジ！

水稲＋園芸作～野菜等の導入で北陸農業を活

性化～」をテーマに、（独）農研機構中央農業

総合研究センター北陸研究センターとの共催に

より、北陸地域マッチングフォーラムを開催

しました。本フォーラムでは、北陸農政局か

ら野菜生産をめぐる状況について報告した後、

（独）農研機構野菜茶業研究所及び（独）農

研機構中央農業総合研究センターから、加工

・業務用向け露地野菜の可能性や機械化研究の最前線について発表がありました。その

後、水稲育苗ハウスを利用した園芸導入の取組（新潟）、北陸の積雪地帯における新たま

ねぎ産地化の取組（富山）、畝立て同時施肥・播種によるだいこん栽培の取組（石川）、

ミディトマトの低コスト隔離栽培の取組（福井）についての発表と研究成果の展示が行

われ、200名を超える参加者から多数の質疑が出され、活発な意見交換が行われました。

北陸地域マッチングフォーラムの様子
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４．環境保全型農業等の推進

（１）環境保全型農業・有機農業の推進

エコファーマー数は着実に増加、環境直払の取組面積も増加

ア．エコファーマーの認定状況

農地の生産力の維持増進に不可欠な土づくりへの意識の低下や化学肥料・化学合成農薬

の過剰な使用、有機農産物等に対する消費者ニーズの急速な高まり等の課題に応え、土づ

くり、化学肥料・化学合成農薬使用の低減を一体的に行う取組をとおして環境と調和のと

れた農業生産を推進するため、平成11（1999）年に「持続性の高い農業生産方式の導入の

促進に関する法律」が制定・施行され、これらに取り組む農業者をエコファーマーとして

認定するエコファーマー認定制度が開始されました。19（2007）年度から本格実施された

農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援）の実施要件となったこともあり、北陸地域

の認定数は25（2013）年３月末現在で、前年比5％増の42,232件で全国の約２割を占めて

います(図３－35)。

図３-35 北陸管内におけるエコファーマー認定数の推移

資料：北陸農政局調べ

イ．各県における有機農業の推進状況

平成18（2006）年12月に制定された有機農業推進法に基づき、19（2007）年４月27日に

公表された「有機農業の推進に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）に沿って、

管内各県においては有機農業推進計画が策定されています。

また、管内の阿賀野市（新潟県）、金沢市（石川県）及び越前市（福井県）において、
あ が の し かなざわ し え ちぜん し

産地収益力向上支援事業（有機農業推進事業）が22(2009）年度から３年間実施され、現

在、27(2015)年度の成果目標の達成を目指して有機農産物の産出額の増加等に向けた取組

が推進されています。
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ウ．環境保全型農業直接支援対策

平成23（2011）年度から、地球温暖化防止や生物多様性保全等の環境保全効果の高い営

農活動に取り組む農業者に対して直接支援を行っています。化学肥料及び化学合成農薬の

５割低減の取組とセットで、カバークロップ、炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資す

る施用（以下「堆肥の施用」という。）、地域特認取組（地域を限定して支援する取組）

のうちのいずれかを行うか、有機農業（化学肥料及び農薬を使用しない取組）を行う農業

者等に対し、個別に支援しています。支援単価は取組により異なりますが、国からは

1,500～4,000円／10aで、国と地方公共団体が同額を負担することを前提としています。

24（2012）年度における北陸地域の交付金実施状況については、交付件数2,292件、実

施面積7,131ha、交付金額(国費分)２億7,704万円となりました。

25(2013)年度から、堆肥の施用が全国共通取組に位置付けられた一方で、新潟県で取組

の多かった冬期湛水管理が地域特認取組となったほか、福井県で取組の多かった有機農業

のうちそばについては国の支援単価が1,500円に切り下げられる等の見直しが行われまし

た。

この結果、25（2013）年度の実施状況では、冬期湛水管理や有機農業の面積は減少した

ものの、堆肥の施用等が増加し、取組件数では2,601件、取組面積では7,927haとそれぞれ

前年の約1.1倍となり、取組面積の割合では全国の14％を占めています(表３－８)。

表３-８ 環境保全型農業直接支援対策の実施状況等

資料：農林水産省調べ

注：１)平成24年度は実績値、平成25年度は平成26年１月31日現在の取組状況

２)「カバークロップ」の24年度には「リビングマルチ」、「草生栽培」を含む。

３)「堆肥の施用」は24年度は「地域特認取組」に含まれる。

４)「地域特認取組」には「冬期湛水管理」を含む。

ｶﾊﾞｰｸﾛｯﾌﾟ
(注２)

堆肥の施用
(注３)

有機農業
地域特認
取組(注４)

水稲 麦・豆類 その他

25 1,394 3,976 507 1,199 326 1,945 3,963 5 9

24 1,126 3,103 270 － 318 2,515 3,091 2 10 120,789

25 137 442 233 28 134 47 284 26 132 　

24 133 399 220 － 132 47 263 12 124 15,922

25 182 708 62 26 320 300 462 159 86

24 153 631 84 － 316 232 412 162 56 25,226

25 888 2,801 77 － 1,901 823 1,055 15 1,733

24 880 2,998 61 － 2,162 775 916 32 2,051 115,106

25 2,601 7,927 879 1,252 2,681 3,115 5,764 204 1,960 　

24 2,292 7,131 635 － 2,927 3,570 4,682 208 2,241 277,043

25 15,980 55,656 12,944 11,764 14,075 16,874 37,373 5,823 12,460

24 12,985 41,439 11,344 － 14,469 15,626 26,111 4,092 11,237 1,497,796
全　国

北　陸

新潟県

富山県

石川県

福井県

支援対象取組別面積（ha）
取組件数
(件)

取組面積
（ha）

作物区分別面積（ha） 交付金額
（国費分）
（千円）

年度
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エ．有機農業の推進に関する取組活動

現在、国では有機農業の推進に関する基本方針の見

直しが検討されているところですが、今後、より一層

農業者が有機農業に取り組める環境の整備に資するた

め、平成26（2014）年１月に金沢市において「有機農
か な ざ わ し

業の推進に関するブロック会議」を開催しました。会

議では、農林水産省からの基本方針の見直し内容につ

いての説明のほか、有限会社コモンズの大江代表から

「有機農業で築く本当に“強い”農業・農村」と題し、

有機農業がもたらすまちづくりについて優良市町村等

の紹介も交えて講演をいただきました。当日は管内の

各県、市町村、有機農業団体等から90名近い参加があ

り、有機農業の推進に対するそれぞれの役割について

理解を深めました。

オ．北陸地域環境保全型農業推進会議の取組

北陸地域の環境保全型農業を推進することを目的と

して平成７（1995）年以降、毎年、北陸地域環境保全

型農業推進シンポジウムを開催しています。26（2014）

年３月に金沢市において開催した本シンポジウムに

は、農業者、農業団体、行政関係者の他農業高校生な

ど約70名の参加がありました。全国環境保全型農業推

進コンクールにおいて受賞された５団体の表彰式を行

った後、受賞者からのそれぞれ取組事例の発表をいた

だき、今年度から表彰の対象分野となり受賞され新規

就農者や農業高校からも熱のこもった発表がありまし

た。また、（独）農業環境技術研究所の白戸上席研究

員から「土壌の炭素貯留で地球温暖化の緩和」と題し

て基調講演をいただき、総合討議を行い、環境保全型

農業について理解を深めました。

受賞した農業高校への表彰

シンポジウムの様子（金沢市）

ブロック会議の様子（金沢市）
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(２)バイオマス*1利活用の推進

ア．都道府県及び市町村のバイオマス活用推進計画*2の策定の推進

バイオマスの活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とし

て、平成21(2009)年９月に「バイオマス活用推進基本法」が施行され、同法に基づく「バ

イオマス活用推進基本計画」が22(2010)年12月に閣議決定されました。

基本法においては、都道府県は基本計画を勘案し、「都道府県バイオマス活用推進計画」

を策定するよう努めること、市町村は基本計画(都道府県バイオマス活用推進計画が策定

されている場合は、基本計画及び都道府県バイオマス活用推進計画)を勘案し、「市町村バ

イオマス活用推進計画」の策定に努めることとされています。

現在、北陸農政局管内では１県(新潟県)、３市(新潟県糸魚川市、新潟県魚沼市、富山
い と い が わ し うおぬまし

県小矢部市)において、バイオマス活用推進計画の公表がなされています。
お や べ し

また、目標(①バイオマスの利用拡大、②バイオマス活用推進計画の策定、③バイオマ

ス新産業の規模)達成に向けて、官民が連携し技術開発、実証、普及等の取組を踏まえ、2

4年９月６日に「バイオマス事業化戦略*3」が決定されました。

*1 バイオマスとは、生物資源の量を表す概念で、「再生可能な生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの」であり、

具体的には、家畜排せつ物や食品廃棄物等の「廃棄物系バイオマス」、稲わらや林地残材等の「未利用バイオマス」、

なたねやさとうきび等の「資源作物」に分類できる。

*2 バイオマス活用推進計画とは、地域のバイオマスの賦存状況、エネルギーやバイオマス製品の需要等の自然的･経済

的･社会的諸条件に適応したバイオマスの活用に向け、県･市町村が作成する計画。2020年に全都道府県及び600市町村

においての策定を目標としている。

*3 バイオマス事業化戦略とは、バイオマス活用に関する関係府省(内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産

業省、国土交通省、環境省)の連携の下に開催されたバイオマス活用推進会議において、事業化に向けた課題(技術、

原料、販路)が明らかとなったことから、有識者による議論を踏まえ決定された。

イ．「バイオマス産業都市*4」構築の推進

「バイオマス事業化戦略」において「バイオマス産業都市」の構築を推進することと

され、平成30(2018)年までに全国で約100地区の構築を目指しており、25(2013)年６月

には、「バイオマス産業都市」の第一次選定地域として全国で８地域が決定し、北陸農

政局管内では新潟県新潟市が選定されました。更に、26(2014)年３月には、第二次選定
に い が た し

地域として新たに全国で８地域(北陸農政局管内は該当なし)が選定されました。

なお、25(2013)年７月30日に、北陸農政局管内の県･市町村担当者等を対象として、「バ

イオマス産業都市」の構築に向けた推進及び周知を図ることを目的に、「バイオマス産

業都市」北陸ブロック説明会を石川県金沢市において開催し意見交換を行いました。
か な ざ わ し

*4 バイオマス産業都市とは、木質、食品廃棄物、下水汚泥、家畜排せつ物など地域のバイオマスの原料生産から収集･

運搬、製造･利用までの経済性が確保された一貫システムを構築し、地域のバイオマスを活用した産業創出と地域循環

型のエネルギーの強化により、地域の特色を活かしたバイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いまち･むら

づくりを目指す地域をいう。関係府省(内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省)

が共同で地域を選定し、連携して支援を行う。
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ウ．バイオマス関連事業の実施<ソフト事業の支援>

バイオ燃料の製造効率向上のための技術実証等及び地域協議会の運営を支援

国産バイオ燃料の生産拠点を確立するための課題(原料調達の多様化、温室効果ガス排

出量の削減、製造コストの削減、副産物利用の多用途化等)を早急に克服するために必要

となる技術実証及び地域協議会の運営に関する支援を、１事業実施主体に対して行いまし

た(表３-９)。

表３-９ バイオ燃料生産拠点確立事業

バイオマス産業都市を推進するための構想の策定を支援

地域のバイオマスを活用した産業化と、バイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害

に強いまちづくり･むらづくり(バイオマス産業都市)を推進するための構想の策定に関す

る支援を、１事業実施主体に対して行いました(表３-10)。

表３-10 地域バイオマス産業化推進事業(地域バイオマス産業化支援事業)<地域段階>

県 事　業　内　容

新潟県 製造実証、品質実証、利用実証、地域協議会の運営全国農業協同組合連合会

事業実施主体

事業実施主体 事　業　内　容

射水市 委員会の開催、調査の実施、構想案の作成富山県

県
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（３）畜産環境保全

家畜排せつ物堆肥の利用促進

家畜排せつ物は、「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」（平

成11(1999)年）に基づき処理施設で適正に処理されており、野積み、素堀等はほぼ解消さ

れています。一方で、生産された堆肥をいかに有効に活用していくかが課題となっていま

す。また、肥料価格の高騰や土づくりへの意識の高まり等から耕種サイドの関心が高まっ

ており、資源循環による環境負荷軽減等の観点からも、家畜排せつ物を良質な堆肥として

耕地に還元していくことが重要となっています。

このため、北陸農政局においては、堆肥供給者リストを作成し北陸農政局ホームページ

に掲載を行うことなどにより、家畜排せつ物の利用促進を図っています。

畜産経営に起因する苦情発生件数は、25(2013)年には60件と前年(59件)に比べ横ばいと

なっており、苦情の発生原因は悪臭に関するものが中心となっています。畜種別には、苦

情発生が最も多いのは豚の20(前年22)件、次いで鶏の18(同21)件、乳用牛12(同10)件、肉

用牛８(同４)件となっています（図３－36）。

資料：北陸農政局調べ（前年７月１日～当該年６月30日までの期間の件数）

図３-36 畜産経営に起因する苦情発生の畜種別発生原因別状況

（北陸・平成25(2013)年）
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５．鳥獣被害防止対策の現状と課題

中山間地域等で鳥獣被害防止対策を推進

（１）鳥獣による農作物被害状況

平成24（2012）年度の北陸地域における野生鳥獣による農作物被害については、被害面

積で2,479haとカラス被害の減少により対前年度比40％減、また、被害金額は５億3,382万

円と対前年比３％減となりました。これは、侵入防止柵や緩衝帯の設置、地域ぐるみの被

害防止対策等の効果が現れたことが要因と考えられます(図３－37、図３－38)。

図３－37 農作物被害推移 図３－38 鳥獣別被害金額

資料：北陸農政局調べ 資料：北陸農政局調べ

注：ラウンドの関係で、計が一致しない。

（２）鳥獣被害防止対策の課題と推進方向

被害面積は減少しているものの、鳥獣の生息域の拡大、捕獲者の高齢化等による捕獲圧

の低下等により、再び鳥獣被害が拡大することも懸念されます。鳥獣被害は農作物等に対

する直接的な被害だけでなく、農業者に営農意欲の減退をもたらすなどの影響も及ぼしま

す。

平成20（2008）年２月に施行された「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のため

の特別措置に関する法律」（以下「特措法」という。）においては、市町村が被害防止計

画を作成することにより鳥獣被害防止に必要な支援措置が講じられることとなっており、

北陸地域においては、25（2013）年10月末現在で81市町村中79市町村（98％）（全国では1,

742市町村中1,369市町村（79％））において被害防止計画が作成されています。これを受

け北陸農政局では、鳥獣被害防止総合対策交付金等を活用し、各市町村の被害防止計画に

基づき被害防止対策協議会等が実施する取組（捕獲機材の導入等による個体数調整、侵入

防止柵の整備等の被害防除、緩衝帯の設置等の生息環境管理の取組）に対して支援を行い

ました。

また、地域における鳥獣被害対策の担い手を確保するとともに、対策の実効性をより一

層高めるため、市町村ごとに特措法に基づき鳥獣被害対策実施隊の設置を進めており、25

（2013）年10月末現在で43市町（53％）（全国745市町村（43％））で設置されています。

今後も鳥獣被害対策実施隊の更なる設置推進を図るとともに地域ぐるみでの取組の推進

支援、鳥獣の行動域を踏まえた対策を行うための市町村間における広域的な連携をより一
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層推進していくこととしています。

さらに、北陸農政局では、全国段階の鳥獣被害対策優良活動表彰事業と連携し、管内地

域で鳥獣被害対策活動に貢献している個人又は団体を表彰しており、本年度は３団体を表

彰しました。

６．農作業事故の現状

（１）死亡事故の動向

農作業中における死亡事故の約８割が65歳以上の高齢者

全国の農作業死亡事故については、前年から16件減少し、平成24(2012)年は350件とな

りました。農業従事者の高齢化に伴い、65歳以上の高齢者の事故の割合は高止まりの状況

にあり、全体の80％と高い割合を占めています。事故区分別には、農業機械作業中の事故

が68％となっています。

北陸地域における24(2012)年の農作業死亡事故の発生件数は24件と前年と同数で、全国

の7％でした。転倒・転落や熱中症によるものが多く、また、65歳以上の高齢者の占める

割合は75％と、高齢者の農作業中の死亡事故が依然として高くなっています (図３－39)。

資料：農林水産省生産局調べ

（２）今後の課題と取組

北陸農政局では、一層の農作業事故の防止を図るため、農作業安全を呼びかけるパン

フレットの配布等による農作業安全の啓発、担当者会議等を通じた農作業事故防止対策

の徹底と併せ、農業者等に対する労災保険の特別加入の促進、法人等の組織に対する労

災保険制度の加入義務の周知の取組を推進していくこととしています。

また、農作業安全緊急推進事業において、県又は市町村段階に農作業安全推進協議会

を設置し、農作業安全推進計画の策定や安全研修の実施等、地域ぐるみの農作業安全活

動を自立的かつ継続的に実践する体制の整備促進を支援することとしています。
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第４章 北陸農業の持続的発展

１. 経営所得安定対策(旧農業者戸別所得補償制度)

経営所得安定対策（以下「本対策」という。）は、平成22（2010）年度に実施した水

田を対象とする戸別所得補償モデル対策に続いて、23（2011）年度から畑作物にも対象

を拡大し農業者戸別所得補償制度として本格実施となり、25（2013）年度については、

経営所得安定対策に名称を変更し、24（2012）年度までの農業者戸別所得補償制度等と

基本的に同じ枠組みで実施しました。

26（2014）年度は、産業政策の観点から見直しを行い、米の直接支払交付金（経過措

置として、26年産米から単価を7,500円/10aに削減した上で、29年産までの時限措置と

して実施）や米価変動補填交付金について、工程を明らかにした上で廃止する一方、畑

作物の直接支払交付金（ゲタ）及び米・畑作物の収入減少影響緩和対策（ナラシ）を引

き続き実施します。

（１）申請件数

北陸地域の申請件数は11.5万件で前年度と比べて微減

平成25（2013)年度の北陸地域の申請件数は11万5,707件となり、前年度の支払実績と比

べて4,328件減少しました。

経営形態別にみると、個人が11万3,011件、法人が1,544件、集落営農が1,152件となり、

個人が減少する一方で、法人及び集落営農は増加していることから、緩やかに構造改革が

進んでいると考えています。

交付金別にみると、米の直接支払交付金が11万2,889件、水田活用の直接支払交付金が

５万4,593件、畑作物の直接支払交付金が7,612件となりました（表４－１）。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（平成25年９月20日公表）

注：24年度は、平成25年4月末時点の支払対象者数である。

(単位：件)

個　人 法　人 集落営農 米の交付金
水田活用の
交付金

畑作物の
交付金

北陸計 115,707 113,011 1,544 1,152 112,889 54,593 7,612

（24年度） (120,035) (117,408) (1,487) (1,140) (117,389) (48,111) (7,146)

新潟県 56,892 55,895 723 274 55,724 30,940 3,489

富山県 22,160 21,386 365 409 21,486 9,989 1,309

石川県 17,496 17,119 229 148 17,087 5,046 798

福井県 19,159 18,611 227 321 18,592 8,618 2,016

全国計 1,108,173 1,091,899 8,859 7,415 964,962 563,824 83,848

（24年度） (1,118,436) (1,102,643) (8,330) (7,463) (980,601) (518,853) (76,180)

県　名 申請件数

経営形態別 交付金別

表４－１ 経営所得安定対策の申請件数（経営形態別・交付金別）
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（２）米の需給調整の状況

平成25(2013)年産米の生産数量目標に

対する管内各県の取組状況は、富山県、

石川県及び福井県については引き続き生

産数量目標の範囲内の主食用水稲作付と

なりました(図４-１)。

新潟県における過剰作付面積は、24

(2012)年産米4,100haから25(2013)年産米

4,300haへと200ha程度増加していますが、

県の生産数量目標（面積換算値）が400ha

減少したことにより、主食用水稲作付面

積はむしろ減少しています（表４-２）。

（３）米の直接支払交付金申請者の作付計画面積

米の直接支払交付金申請者の作付計画面積は、北陸地域で17万5,984haとなり、前年度

と比べて341ha増加しました。加入申請件数が減少する中で、作付計画面積が増加してい

ることから、加入申請者への農地集積が進んでいるものと考えられます（表４－３）。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（平成25年９月20日公表）

注：24年度は、平成25年4月末時点の支払面積である。
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図４－１ 生産数量目標に対する主食用水稲作付面積の割合

表４－２ 米の需給調整の取組状況

県名

生産数量
目標の面積
換算値
（H25）
①

２５年産
主食用水稲
作付面積

②

差引

②－①

生産数量
目標の面積
換算値
（H24）
③

２４年産
主食用水稲
作付面積

④

差引

④－③

①－③ ②－④

新潟県 102,800 107,100 4,300 103,200 107,300 4,100 △ 400 △ 200
富山県 36,600 36,300 △ 300 36,700 36,300 △ 400 △ 100 0
石川県 25,000 25,000 0 25,300 25,100 △ 200 △ 300 △ 100
福井県 25,800 25,600 △ 200 25,700 25,400 △ 300 100 200
北陸計 190,200 194,000 3,800 190,900 194,100 3,200 △ 700 △ 100

 　  2) 集計値はラウンドの関係で内訳と合致が一致しない場合がある。

（単位：ha）

　注:1) 25年産の取組状況は10月15日現在
資料:農林水産省「都道府県の需給調整の取組状況」

表４－３ 米の直接支払交付金申請者の作付計画面積

　(単位：ha)

県　名 作付計画面積
生産数量目標
（面積換算値）

北陸計 175,984 190,200
（24年度） (175,643) (190,900)
新潟県 91,343 102,800
富山県 35,640 36,600
石川県 24,348 25,000
福井県 24,653 25,800
全国計 1,149,394 1,495,000
（24年度） (1,134,131) (1,500,000)
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（４）水田活用の直接支払交付金申請者の作付計画面積

加工用米の生産が拡大

水田活用の直接支払交付金申請者の作付計画面積は、北陸地域で３万9,287haとなり、

前年度の支払実績と比べて2,952ha減少しました。具体的には、加工用米が増加する一方、

麦、大豆、新規需要米（飼料用米、米粉用米）が減少しました（表４－４）。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（平成25年９月20日公表）

注：24年度は、平成25年4月末時点の支払対象者数である。

（５）畑作物の直接支払交付金申請者の作付計画面積

六条大麦とそばの作付が増加

畑作物の直接支払交付金申請者の作付計画面積（水田と畑）は、北陸地域で２万7,061h

aとなり、前年度の支払実績と比べて1,228ha増加しました。

作物別では、麦、そば、なたねが増加する一方、大豆が減少しました（表４－５）。

資料：農林水産省「平成25年度の経営所得安定対策の加入申請状況について」（平成25年９月20日公表）

注：24年度は、平成25年4月末時点の支払対象者数である。

（単位：ha）

米粉用米 飼料用米 WCS用稲

新潟県 226 4,929 430 1,898 916 652 329 1,196 11 5,876 14,566
富山県 3,167 4,422 375 615 121 290 203 473 28 900 9,978
石川県 910 1,036 56 268 9 235 24 304 － 927 3,501
福井県 5,075 1,168 44 316 7 206 103 3,808 4 827 11,242
北陸計 9,377 11,553 905 3,097 1,054 1,383 660 5,781 43 8,530 39,287
（24年度） (9,407) (11,896) (909) (6,213) (2,597) (3,046) (570) (5,794) (45) (7,977) (42,240)
全国計 165,494 104,202 104,231 52,778 3,930 22,042 26,806 38,289 631 38,047 503,672
（24年度） (165,955) (105,338) (102,239) (66,097) (6,372) (34,316) (25,410) (37,150) (535) (32,448) (509,762)

なたね
加工用
米

合計
新規需要米

県　名 麦 大豆 飼料作物 そば

表４－４ 水田活用の直接支払交付金申請者の作付計画面積

（単位：ha）

４麦計

新潟県 235 12 － 222 － 4,933 1,455 14 － － 6,637
富山県 2,966 29 － 2,937 － 4,118 448 28 － － 7,560
石川県 1,184 82 － 1,102 － 1,365 321 3 － － 2,873
福井県 5,014 9 － 5,006 － 1,128 3,846 3 － － 9,991
北陸計 9,400 132 － 9,267 － 11,543 6,071 48 － － 27,061
（24年度） (7,760) (102) (－) (7,658) (－) (12,248) (5,782) (43) (－) (－) (25,833)
全国計 237,753 202,041 15,281 15,724 4,706 109,569 57,224 1,280 58,006 16,615 480,467
（24年度） (234,412) (199,757) (16,094) (13,993) (4,569) (108,553) (54,180) (1,270) (57,571) (19,846) (475,831)

小麦 はだか麦
県　名 大豆 そば なたね 合計

二条大麦 六条大麦
てん菜

でん粉
原料用
ばれいしょ

表４－５ 畑作物の直接支払交付金申請者の作付計画面積
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２．意欲ある多様な農業者の育成･確保

（１）認定農業者の動向

認定農業者の高齢化が急速に進展

認定農業者制度は、農業者が農業経営基盤強化促進基本構想に示された農業経営の目標

達成に向けて、自らの創意工夫に基づき、経営の改善を進めようとする計画「農業経営改

善計画」を市町村が認定し、この認定を受けた農業者「認定農業者」に対して重点的に支

援措置を講じようとするものです。このため、認定農業者は、地域の中心的な経営体とし

て今後の地域農業を支えていくことが望まれます。

平成25（2013）年３月末現在、北陸地域における農業経営改善計画の認定を受けている

経営体数は、１万7,734経営体（全国23万3,299経営体）となっています。

認定状況について、営農類型別に全体に占める割合をみると、北陸地域では、稲作単一

経営が57.3％（全国12.1％）、その他品目単一経営が7.8％（全国39.5％）複合経営が34.9

％（全国48.4％）となっています。

また、認定農業者（法人、共同申請を除く）の年齢階層別割合をみると、北陸地域では

65歳以上が29.3％（全国20.7％）、60歳～64歳が24.9％（全国22.6％）となっており、60

歳以上が54.2％（全国43.3％）と、過半を占めています。さらに、この年齢階層別割合を

過去と比較してみると、65歳以上については、５年前が14.1％（全国11.2％）、10年前が

4.0％（4.6％）であり、近年急速に高齢化が進展していることがわかります（図４－２）。

このような中、農業の体質強化は急務となっており、北陸農政局では、管内各県や関係

機関とも緊密に連携しつつ、新規就農者の確保・定着や離農者から担い手への経営継承の

促進に向けて、市町村における「人・農地プラン」の作成・見直しとプラン実現に向けた

取組を支援しているところです。

図４－２ 年齢階層別認定農業者の推移（北陸）

資料：農林水産省「農業経営改善計画の営農類型別認定状況」(各年３月末現在)
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（２）集落営農の動向

北陸地域の集落営農数は2,346で、うち法人の割合は36.2％。

北陸地域における平成26（2014）年２月１日現在(概数)の集落営農数は2,346で、前年

に比べて20（0.9％）増加しました。このうち法人の集落営農数は850で、前年に比べて65

（8.3％）増加し、集落営農数全体に占める割合は36.2％となり、全国に比べて高く推移

しています（図４－３）。

図４－３ 集落営農数及び法人数割合の推移

集落営農における具体的な活動内容をみると、「機械の共同所有・共同利用を行う」集

落営農の割合が85.7％と最も高く、次いで「農産物等の生産・販売活動を行う」の82.1％、

「農家の出役により、共同で農作業を行う」の65.9％となっています（図４－４）。

図４－４活動内容別集落営農数割合（複数回答）（北陸）

資料：農林水産省「集落営農実態調査」
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（３）農業経営の法人化の動向

農業生産法人数は5％増加

全国の農業生産法人数の推移をみると、平成19（2007）年は前年に比べ1,054法人、20

（2008）年は1,053法人と大きく増加していましたが、24(2012)年は765法人、25(2013)年

は744法人の増加（全国1万3,561法人）にとどまりました。

北陸地域も全国と同様に、19（2007）年は前年に比べ193法人、20（2008）年は304法人

と顕著な増加を示していましたが、24（2012）年は71法人、25（2013）年は74法人の増加

（北陸1,443法人）にとどまりました。

19（2007）年から20（2008）年にかけての農業生産法人の増加要因は、19（2007）年産

から導入された水田経営所得安定対策へ加入するため、法人化の取組が集中的に行われた

ことによるものと考えられます。

25（2013）年の北陸地域における農業生産法人を組織形態別にみると、農事組合法人が

56％（全国27％）、特例有限会社が32％（全国48％）、株式会社（特例有限会社を除く。）

が11％（全国23％）となっており、全国と比べると農事組合法人が多く株式会社が少ない

という傾向がみられます。

これは、水稲単作・安定兼業を背景に、共同による農地の維持・管理を主目的とする

組織が多く、地縁的な共同体的性格の農事組合法人を指向する傾向が強いためと考えら

れます（表４－６）｡

資料：北陸農政局調べ

注：1) 各年１月１日現在。
2) 「総数」欄は、持分会社を含むため、農事組合法人、株式会社の合計とは一致しません。
3) 特例有限会社とは、2006年５月１日の会社法施行以前に有限会社であった会社であって、

同法施行後もなお基本的には従前によるものとされる株式会社のことである。

表４－６ 農業生産法人数の推移

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

1965 1,294 11 7 3 1 - 568 9 5 3 1 - - - - - - - 712 2 2 - - -

1975 2,879 36 23 7 1 5 856 25 14 6 1 4 - - - - - - 2,007 11 9 1 - 1

1985 3,168 61 39 11 8 3 1,324 36 19 10 6 1 - - - - - - 1,825 24 20 1 2 1

1995 4,150 208 115 48 33 12 1,335 77 40 28 5 4 - - - - - - 2,797 131 75 20 28 8

2005 7,904 545 258 123 104 60 1,782 182 66 56 27 33 120 10 5 1 2 2 5,961 352 186 66 75 25

2006 8,412 651 289 160 124 78 1,841 249 79 89 34 47 180 10 6 - 2 2 6,345 390 203 70 88 29

2007 9,466 844 372 202 148 122 2,198 354 112 119 44 79 385 22 10 3 5 4 6,818 462 249 79 99 35

2008 10,519 1,148 588 241 173 146 2,694 601 294 151 61 95 832 63 38 6 12 7 6,896 473 255 83 100 35

2009 11,064 1,216 617 263 177 159 2,855 654 314 169 66 105 1,200 84 51 10 13 10 6,878 466 251 83 98 34

2010 11,829 1,270 634 284 186 166 3,056 692 323 185 75 109 1,696 94 54 12 14 14 6,907 470 256 85 96 33

2011 12,052 1,298 648 292 189 169 3,154 715 331 198 77 109 2,135 111 62 12 19 18 6,572 457 254 80 92 31

2012 12,817 1,369 665 320 198 186 3,371 764 339 220 84 121 2,648 131 71 18 20 22 6,574 459 254 81 93 31

2013 13,561 1,443 691 343 206 203 3,616 809 347 238 91 133 3,169 162 90 24 23 25 6,531 455 253 80 90 32

北
陸

全
国

北
陸

区分

総 数 農事組合法人 株式会社(特例有限会社を除く) 株式会社（特例有限会社）

全
国

北
陸

全
国

北
陸

全
国
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（４）一般法人の農業参入

農地法等の改正以降、北陸地域で新たに一般法人89法人が農業に参入

平成21（2009）年12月15日に「農地法等の一部を改正する法律」（平成21年法律第57号）

が施行され、一般法人（農地法により農地の所有等が認められている農業生産法人以外の

法人）が全国どこでも農地を借りて農業に参入できるようになりました。

この改正後から25（2013）年12月までの４年間で、新たに北陸地域で89（全国1,392）

の一般法人が農業に参入しています。改正農地法施行以前の６年半の間（15（2003）年４

月から21（2009）年12月）に参入した一般法人数は55法人（全国436法人）であることを

踏まえると、改正農地法施行後の一般法人の農業参入は改正前の約３倍（全国約５倍）の

ペースで進んでいます。（表４－７）。

これら農業に参入した一般法人を業種別にみると、建設業が29法人、食品業が27法人、

農業が15法人、その他が18法人となっています。また、営農作物別にみると、野菜が36法

人、米麦等が26法人、複合が14法人、その他が13法人となっています（表４－８）。

表４－８ 農業参入した一般法人の業種別及び営農作物別状況

表４－７ 一般法人の農業参入状況

資料：北陸農政局調べ

注：1) 「2009.12.14」の法人数については、農地法等改正以前の特定法人貸付事業により農地を借り
受け農業参入した法人数である。

2) 「2010.6.30」以降の法人数については、農地法等改正後に新たに農業参入した法人数であり、
農地法等改正以前に参入した法人は含みません。

資料：北陸農政局調べ

注：業種別が「農業」に該当する法人とは、参入前に農地等を利用しない農畜産業を行っていた法人

又は、農産物等の生産を目的として設立された企業の子会社である。

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

436 55 32 7 15 1

175 16 4 1 7 4

364 34 11 1 11 11

527 53 20 2 18 13

677 61 24 2 20 15

952 73 30 3 23 17

1,071 78 33 3 24 18

1,261 88 40 5 26 17

1,392 89 41 5 25 18

2011. 6.30

2012. 6.30

2012.12.31

2013. 6.30

2013.12.31

2011.12.31

全
国

北
陸

2009.12.14

2010. 6.30

2010.12.31

建設業 食品業 農業 その他 野菜 米麦等 複合 その他
89 29 27 15 18 36 26 14 13

新潟県 41 8 13 9 11 14 17 6 4
富山県 5 2 1 1 1 2 2 1 -
石川県 25 16 3 3 3 11 5 4 5
福井県 18 3 10 2 3 9 2 3 4

参入法人数
業種別 営農作物別

　北　陸
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一般法人の農業参入事例

○参入市町村：福井県あわら市

○参入法人：ＮＰＯ法人ピアファーム

○借入農地面積：7.2ha

ＮＰＯ法人ピアファームは、農業を通じて障害者

に働く場を提供すること等を目的として、社会福祉

法人コミュニティネットワークから分社独立し設立

され、平成20年4月に農業に参入しました。

坂井北部丘陵地の新たな担い手として、23（2011）

年3月にはあわら市の認定農業者となり、安心安全

な農産物の生産、地域農業者の作業負担の軽減、ナ

シや野菜等の産地作りの推進等、地域農業の振興に

取り組んでいます。

また、販売にも力を入れており、地域農業者と連

携して22（2010）年7月にはあわら市内に、23（201

1）年3月には福井市内に農産物直売所を設置し、25

（2013）年5月には坂井市内のスーパーに出店する

など、収益の確保により障害者の自立と暮らしを支

えるとともに、地産地消の推進、地域住民との交流

等による地域の活性化にも貢献しています。（26（2

014）年３月時点）

○参入市町村：石川県かほく市（河北潟干拓地）

○参入法人：イオンアグリ創造(株)

○借入農地面積：12.8ha

大手流通グループ「イオン」の全額出資子会社で

あるイオンアグリ創造(株)は、中部圏や近畿圏に流

通しやすい地理的有利性があり、一定の面積が確保

できる河北潟干拓地において、全国で９番目(中部

地方では初)となる直営農場を25（2013）年4月にオ

ープンしました。

収穫した野菜は、生鮮野菜として北陸の系列店で

販売するほか、プライベートブランド「トップバリ

ュ」のカット野菜や総菜の原料として全国に配送し

ています。

また、参入に当たって、石川県や農場のあるかほ

く市と締結した「農場開設に関する協定」や石川県

と交わした「農業振興に関する協定」等に基づき、

県産農産物の生産振興・販路拡大や遊休農地の活

用、新規就農者の育成など地元と連携して取り組ん

でいます。（26（2014）年３月時点）
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（５）新規就農の促進

ア．新規就農者数

農業法人等への就業が過半

平成24（2012）年の北陸地域の新規就

農者数は510人となり、前年に比べ114人

増加しています。その内訳は、新潟県が

48人、富山県21人、石川県43人、福井県

２人とそれぞれ増加しています（図４－

５）。

次に就農形態別に新規就農者の推移を

みると、非農家出身である「新規参入」

が前年に比べ14人、農家出身で他産業か

らの就農者である「Ｕターン」70人、「新

規学卒」30人と前年に比べそれぞれ増加

しています。

なお、法人等就農者数は291人であり、

前年同様、新規就農者数の過半を占めて

います（図４－６）。

新規就農者のうち「新規参入」が最も

多く、そのほとんどが農業法人等に就農

する傾向が近年続いています。

イ．新規就農の推進

新規就農希望者に施策の説明を実施

北陸地域における基幹的農業従事者は、平成22（2010）年での平均年齢68.4歳と高齢化

が進展しています。持続可能な力強い農業を実現していくため、青年新規就農者を大幅に

増加させることが重要です。

このため、平成24（2012）年度より青年就農意欲の喚起と就農後の定着を図るための青

年就農給付金を給付しています。また、青年の農業法人への雇用就農を促進する農の雇用

事業や今後の地域農業のリーダーを育成する農業者育成支援事業を行っています。

北陸農政局では、新潟県新規就農相談センターが開催した「新規就農・就業チャレンジ

フェア」（平成26（2014）年３月、長岡市）において、関連施策のＰＲ及び説明を行いま
な が お か し

した。

図４－５ 新規就農者数の推移(北陸)

資料：北陸農政局調べ
注：1)各県において調査対象年齢に相違有り
2)石川県は2009年度から｢年度単位｣に変更
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図４－６ 就農形態別新規就農者数の推移(北陸)

資料：北陸農政局調べ

注：「新規学卒」とは、農家出身で学校を卒業後又は

農業にかかる研修後に就農した者。
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（６）女性の能力の積極的な活用及び障害者の就農促進

ア．北陸地域における女性の参画状況

農業委員等に占める女性の割合は依然低い水準

2010年農林業センサスによると、北陸地域の農業就業人口の49.7％は女性であり、女性

は農業や地域社会の担い手として重要な役割を果たしています。

しかし、農協役員に占める女性の割合は5.7％（平成25（2013）年7月現在、前年度は

3.8％)、農業委員に占める女性の割合は6.6％（平成24（2012）年10月現在、前年5.6％)

と、前年に比べ増加しているものの、依然として低い水準にとどまっており、全国的でも

同じ傾向がみられます。

また、農産物加工や販売等の農村女性起業数は900件（平成25（2013）年3月31日現在）

と前年より減少していますが、その経営規模は、年間売上金額300万円未満の零細なもの

が約52％を占めています。（図４－７、図４－８）

このようなことから、地域で活躍する女性の社会参画や女性経営者の飛躍的な発展を支

援することが大切です。平成24（2012）年度及び平成25（2013）年度に実施した「女性経

営者発展支援事業」で女性農業者、異業種とのワークショップ等を開催し、販売ノウハウ

等を学ぶとともに、ネットワーク化を推進することで女性の更なる経営発展の促進を図り

ました。

図４－７ 女性起業数の推移(北陸）

資料：農林水産省就農・女性課調べ

（ただし、2010年及び2012年は北陸農政局調べ）

（2009～2013年3月31日現在）

資料:北陸農政局調べ

（2013年3月31日現在）

図４－８ 女性起業の年間売上金額の割合(北陸)
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イ．男女共同参画社会の形成に向けた取組

北陸農政局農山漁村男女共同参画フォーラム等の開催

平成25（2013）年度においては、農山漁村に

おける女性の経営参画や起業活動を促進するた

め、女性農業者の情報交換や女性農業委員等の

登用拡大を目指し、「北陸地域農山漁村女性６次

産業化実践セミナー」（平成25（2013）年７月、

金沢市）、「北陸農政局農山漁村男女共同参画フ
か な ざ わ し

ォーラム」（同年11月、金沢市）を開催しました。

ウ．障害者の就農促進

北陸障害者就農促進ネットワークの設置

障害者就農の取組を促進するため、障害者の就農に取り組むNPO法人や社会福祉法人、

農業生産法人など関係団体、国・地方公共団体等が相互に情報共有等を行う、「北陸障害

者就農促進ネットワーク」（平成25（2013）年11月）を設置し、「北陸障害者就農促進に

関する意見交換会」（同年11月、金沢市）を開催しました。

同ネットワークは、社会福祉法人等17団体のメンバーで発足、現在、メンバー拡充に向

けて取り組んでいます。

農山漁村女性６次産業化実践セミナー
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３．農地の現状と有効利用

（１）農地面積

耕地面積は前年に比べ400ha減少、耕地利用率は0.3ポイント上昇

北陸地域の平成25（2013）年７月15日現在の耕地面積は31万5,500haで、前年に比べて

400ha（0.1％）減少しました。これを田畑別にみると、田は28万2,500ha、畑は３万３千

haで、前年に比べて、300ha（0.1％）、100ha（0.3％）とそれぞれ減少しました。

北陸地域の耕地面積を県別にみると、新潟県が17万３千ha、富山県が５万9,100ha、石

川県が４万2,700ha、福井県が４万700haで、前年に比べて、100ha（0.1％）、100ha

（0.2％）、200ha（0.5％）、100ha（0.2％）とそれぞれ減少となりました（表４－９）。

また、北陸地域の平成24（2012）年の農作物作付（栽培）延べ面積は28万600haで、前

年に比べて100ha（0.0％）減少し、耕地利用率は88.8％で、前年に比べて0.3ポイント上

昇しました（図４－９）。

表４－９ 耕地面積の推移

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：１ 平成13（2001）年までは８月１日現在、平成14（2002）年以降は７月15日現在である。

２ 四捨五入の関係で計と内訳が一致しない場合がある。

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：耕地利用率とは、耕地面積（けい畔を含む。）を100とした作付(栽培)延べ面積の割合である。

図４－９ 農作物作付（栽培）延べ面積（田畑計）及び耕地利用率の推移（北陸）
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（２）農地の流動化

ア．農地中間管理機構の整備

担い手への農地利用集積に向けた新たな制度の創設

「人・農地プラン」の作成過程等において、例えば、①高齢農業者がリタイアする場

合、②地域の担い手間で分散錯綜している利用権を交換する場合等には、信頼できる農
さくそう

地の中間的受け皿があると、農地の集積・集約化が円滑に進むとの指摘があったことを

踏まえて、農地中間管理機構が整備されることとなりました。

都道府県段階に公的な機関として農地中間管理機構を整備する「農地中間管理事業の

推進に関する法律」が平成26(2014)年３月に施行され、北陸農政局では 農地中間管理

事業について各種機会を通じて関係機関等に対し制度内容の周知等を行っ

てきたところであり、新潟県、富山県、福井県においては、平成25(2013)年度内に農地

中間管理機構が設立されたところです（石川県においては、26(2014)年7月に設立予定）。

農地中間管理機構は、リース方式（農地中間管理機構が借り受けて、担い手に転貸す

る）を中心とし、地域の関係者の話合いによる「人・農地プラン」の作成・見直しと併

せて取り組み、関係予算も活用しながら農地の集積・集約化を推進することとしていま

す。

イ．農地利用集積の概要

担い手への農地利用集積面積は、前年度比１千９百haの増加

2010年世界農林業センサスによると、北陸地域においては、経営耕地面積が4.0ha以上

ある販売農家数は10,387戸と５年前に比べ15.5％増加しており、また、これら農家の経営

耕地面積のシェアは、５年前の25.5％から34.6％へ上昇しました。

さらに、担い手への農地利用集積面積も年々増大して24（2012）年度末では14万1,200

haとなっており、これは１年前に比べ約1,900ha増加し耕地面積に占める割合は45％とな

っています(図４－10)。

図４－10 担い手への農地利用集積面積の推移

資料：北陸農政局「認定農業者、特定農業法人及び特定農業団体並びに農用地利用改善団体の実態に

関する調査」

注：ここでいう「担い手」とは、認定農業者（特定農業法人を含む。）、基本構想水準到達農業者、

特定農業団体をいう。
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ウ．利用権設定の概要

利用権設定率は、前年度比3.3ポイントの増加

北陸地域における農用地利用集積計画に基づく利用権設定面積は、24（2012）年度末で

９万4,458haとなっており、利用権設定率（農用地面積に占める利用権設定面積の割合）

は前年度を3.3ポイント上回る31.1％となっています(図４－11)。

エ．所有権移転

前年より8.8haの減少

北陸地域における平成23（2011）年の農地の所有権移転は、4,935件（対前年比0.4％減）、

1,070.9ha（同0.8％減）となっています。

このうち、「農地法」によるものは3,835件（同1.4％減）、722.1ha（同0.6％減）、「農

業経営基盤強化促進法」によるものは1,100件（同3.2％増）、348.8ha（同1.2％減）とな

っています（表４－10）。

図４－11 利用権設定面積の推移

表４－10 農地の所有権移転の推移
（単位：件､ha､％）

所有権移転 うち、所有権 うち、所有権 うち、所有権 うち、所有権 うち、所有権 うち、所有権

総数 耕作地有償 耕作地無償 以外耕作地 耕作地有償 耕作地無償 以外耕作地

所有権移転 所有権移転 所有権移転 所有権移転 所有権移転 所有権移転

2009 5,733 4,597 3,433 1,126 38 1,136 1,109 24 3

2010 4,954 3,888 2,918 946 24 1,066 1,040 25 1

2011 4,935 3,835 2,642 1,180 13 1,100 1,065 30 5

対2010差 △ 19 △ 53 △ 276 234 △ 11 34 25 5 4

対2010比 99.6 98.6 90.5 124.7 54.2 103.2 102.4 120 500

2009 1,255.9 844.7 572.8 270.1 1.8 411.2 403.1 6.8 1.3

2010 1,079.7 726.6 488.5 234.8 3.3 353.1 349.0 3.9 0.2

2011 1,070.9 722.1 480.7 239.3 2.1 348.8 341.7 6.0 1.1

対2010差 △ 8.8 △ 4.5 △ 7.8 4.5 △ 1.2 △ 4.3 △ 7.3 2.1 0.9

対2010比 99.2 99.4 98.4 101.9 63.6 98.8 97.9 153.8 550
資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査結果(2009年)」及び「農地の権利移動・借賃等調査結果(2010年､2011年)」
　注：1）「所有権耕作地」とは「所有権に基づいた農地」をいい、「所有権以外耕作地」とは「所有権以外の権原に基づいた農地」
        である。
      2） 2009年については、「土地管理情報収集分析調査結果」における「自作地」は「所有権耕作地」、 「小作地」は「所有
        権以外耕作地」としている。

農地法第３条許可・届出に係るもの 農業経営基盤強化促進法第１９条公告に係るもの

件
数

面
積

資料：北陸農政局「認定農業者、特定農業法人及び特定農業団体並びに農用地利用改善団体の実態

に関する調査」
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オ．農地価格

農地価格は都市的農業地域、純農業地域ともに下落

全国的に農地価格は下落傾向が続いていますが、下落率は純農業地域よりも都市的農業

地域において大きくなっています（表４－11）｡

24（2012）年の北陸地域における農地価格は、都市的農業地域では中田が全国平均の52

％、中畑が同37％となっていますが、純農業地域では全国平均と大きな差はみられません。

なお、北陸地域における農地価格は、地域区分、地目に係わらず全体的に全国平均より下

落しています。

表４－11 生産条件別田畑の売買価格の推移
(単位：千円／10ａ）

2007 2008 2009 2010 2011 2012 下落率
（2007年～2012年）

全国・中田 5,199 4,965 4,733 4,479 4,250 4,113 21%
全国・中畑 4,892 4,734 4,519 4,278 4,092 3,982 19%
北陸・中田 3,823 3,540 3,411 3,166 2,672 2,120 45%
北陸・中畑 2,434 2,288 2,071 1,895 1,854 1,460 40%
全国・中田 1,470 1,441 1,388 1,363 1,340 1,283 13%
全国・中畑 1,014 998 972 957 942 908 10%
北陸・中田 1,611 1,569 1,445 1,425 1,419 1,380 14%
北陸・中畑 882 869 802 786 781 755 14%

資料：全国農業会議所「田畑売買価格等に関する調査結果（各年5月1日調べ）」
  注：1） 都市的農業地域の田畑売買価格は、都市計画法による線引きが完了した市町村の市街化調整区域内の農用地
　　　　区域内における農地の売買価格である。
　    2） 純農業地域の田畑売買価格は、都市計画法による線引きを実施していない市町村の農用地区域内における農
        地の売買価格である。
      3） 中田（畑）とは、調査区域において収量水準や生産条件等が平均的な田（畑）である。
      4） 下落率は、(平成2007年価格－平成2012年価格）／平成2007年価格により算出した。

都市的農業
地域

純農業地域
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（３）耕作放棄地の発生防止・解消

耕作放棄地の状況把握と再生利用等に向けた取組を推進

ア．荒廃農地に関する調査の実施

2010年世界農林業センサスによると、全国の耕作放棄地面積は約39万６千haと５年前に

比べ2.6％増加しています。北陸地域の耕作放棄地面積も約１万9,400haとやや増加し、全

国に占める割合は５年前と同水準の4.9％となっています。

耕作放棄地の解消を図るためには、その現状を的確に把握したうえで再生利用を進め

る必要があることから、平成24（2012）年に「荒廃農地に関する調査」を実施し、荒廃

農地（現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業では作物の

栽培が客観的に不可能となっている農地）

一筆ごとに荒廃状況、解消状況等を 表４－12 荒廃農地に関する調査結果(実績値)

把握しました。

調査結果は25（2013）年12月に公

表され、荒廃農地のうち抜根、整地、

区画整理、客土等により再生するこ

とにより、通常の農作業による耕作

が可能となると見込まれる土地は全

国で約14万１千ha、北陸地域では約

2,530haとなっています。なお、耕

作放棄地対策等の取組が進められた

結果、北陸地域では約520haの荒廃

農地が解消されました(表４－12)。

イ．耕作放棄地対策推進の取組

北陸農政局では、「北陸農政局耕作放棄地解消プロジェクトチーム」において、地域の

現状及び課題の把握のための意見交換の実施（７～２月、11市町など）、耕作放棄地再生

利用取組者への聞き取り（９月～１月、10取組者）、取組事例集やリーフレットの北陸農

政局ホームページへの掲載などの耕作放棄地の解消に向けた取組を実施しました。

また、北陸管内26市町村において、耕作放棄地再生利用緊急対策を活用した耕作放棄地

の再生作業や営農再開に向けた取組が行われており、企業参入により解消された耕作放棄

地もあります（25（2013）年12月現在）。

耕作放棄地再生利用緊急対策交付金を活用した取組

－(株)OkuruSky（石川県穴水町）－
あなみずまち

耕作放棄地を再生利用し、加工用ブドウを

植栽し、能登ワイン（株）に納入している他、

規格外品を活用した、ワイン用酒肴の「フィ

グログ」等の生産・販売を行っています。

【再生利用したワイン用ブドウ畑】

（単位：ha）

新 潟 県 963 2,194 3,156 70

富 山 県 163 149 312 15

石 川 県 1,039 4,666 5,704 313

福 井 県 367 882 1,249 120

計 2,532 7,890 10,422 518

資料：北陸農政局調べ

再生利用が可能
な荒廃農地

再生利用が困難
と見込まれる荒
廃農地

荒廃農地面
積計

再生利用された
面積

  注：１)「再生利用が可能な荒廃農地」は、「抜根、整地、区画整理、客土等により再
       　生することにより、通常の農作業による耕作が可能となると見込まれる荒廃農
       　地」のこと。
      ２)市町村から報告のあった各区分面積を集計したものであり、調査範囲が一部
         区域にとどまる市町村も単純に集計している。
      ３)四捨五入の関係で計が一致しない場合がある。

県　　名
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（４）優良農地の確保に向けた取組の推進

農用地区域内農地面積は微減

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、農林水産大臣は「農用地等の確保等に

関する基本指針」(平成22（2010）年６月策定）において、32（2020）年の確保すべき農

用地等の面積（農用地区域内農地）の目標を415万haと定めています。

基本指針に基づき、都道府県知事は「農業振興地域整備基本方針」において、32（2020）

年の確保すべき農用地等の面積の目標を定めています。

24年度の農用地区域内農地面積は、前年度に比べ僅かに減少していますが、目標の達成

に向け、各県において引き続き農用地区域からの除外の厳格化、農用地区域への編入の促

進、荒廃農地の発生抑制及び再生可能な荒廃農地の再生等の取組を推進していくととして

います(表４－13)。

表４－13 農業振興地域の指定状況(平成24（2012）年)

（単位：千ha）

資料：北陸農政局調べ（平成24（2012）年12月1日現在）

注：1)新潟県の粟島浦村については,農業振興地域の指定がされていない。

2)四捨五入の関係で計が一致しない場合がある。

3)基本方針の目標農地面積欄の北陸は、管内4県の目標面積の合計である。

市町村数

区分
うち農業振興地域
指定市町村数
（農業振興地域数）

新潟県 30  29　　(  66) 165.8 △ 0.0 168.0
富山県 15  15　　(  15) 55.8 △ 0.0 56.9
石川県 19  19　　(  19) 38.7 △ 0.1 40.4
福井県 17  17　　(  28) 38.2 △ 0.0 38.7
北  陸 81 80　　(128) 298.5 △ 0.1 （304.0）

農用地区域内
農地面積

対前年度増減
（参　考）

基本方針の目標
農地面積（32年）



- 122 -

４．農業の生産基盤の整備

（１）生産基盤の整備・推進の方向

基幹的水利施設の戦略的な保全管理や生産基盤整備の推進

ア．生産基盤の整備

農地や農業用用排水施設等は、農業を支える重要な基盤であり、国民全体が食料の安定

供給だけでなく国土の保全等の多面的機能の便益を享受することから、中長期的な視点に

立って、それらを整備し保全管理していくことが重要となっています。

平成24年３月に５か年間（平成24～28年度）の土地改良事業の基本となる「土地改良長

期計画」が策定され、食料生産の体質強化、震災復興及び農村の防災・減災力の強化、農

村の協働力や地域資源の潜在力を活かしたコミュニティの再生といった政策課題の解決に

向けた施策を実施しています。

「攻めの農林水産業」を展開する中で、施策の具体化が進められ「農林水産業・地域の

活力創造プラン」が平成25年12月にまとめられ、「強い農林水産業」「美しく活力ある農

山漁村」を造り上げることとしております。

農業農村整備事業では、生産現場における農業競争力強化に向け、担い手への農地集積

・集約化、農業の生産性の向上を図るために、今般制度化された農地中間管理機構とも連

携しつつ、農地の大区画化・汎用化、畑地かんがいの整備等を推進するとともに、国土強

靭化を図るために、基幹的な農業水利施設の老朽化や地震・豪雨等の自然災害の激甚化へ

の対策として農業水利施設の長寿命化・耐震化対策、洪水被害対策等を推進することとし

ております。

このため、国営土地改良事業等により、農業水利施設の保全管理・整備を推進するとと

もに、未整備水田の大区画化等により農地の集積と高度利用等を図るために各種事業を推

進しています。
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イ．国営土地改良事業地区調査（「関川用水」地区)
せきかわようすい

本地区は新潟県の南西部に位置し、上越市及び妙高市にまたがる農地面積約5,800haの
じようえつし みようこうし

県下でも有数の水田地帯です。

（ア）地区の現状と課題

本地区の基幹的な農業水利施設は、国営関川土地改良事業（昭和43（1968）～58（83）

年度）等により造成されましたが、事業完了後30年余りが経過し、老朽化の進行により、

施設の適正な機能維持が困難な状況となっています。さらに、ほ場整備事業の進展に伴

い揚水機場にかかる維持管理費が増嵩しています。

このため、老朽化した施設の改修を行うとともに、維持管理費の節減を図るため小水

力発電施設を導入することにより、施設機能を維持することで農業生産の維持及び農業

経営の安定化を図ることが、喫緊の課題となっています。

（イ）整備計画

本事業では、老朽化が進行しているダム附帯施設、幹線用水路及び水管理施設の改修

を行うとともに、笹ヶ峰ダムの有効落差34mを利用した小水力発電施設を導入します。

主要工事：笹ヶ峰ダム附帯施設（改修）、幹線用水路（改修）、水管理施設（改修）、

小水力発電施設（新設）

本調査（平成23(2011)～25(13)年度）では、地域の農業用水にとって重要なこれら施設

の改修計画等を検討し、土地改良事業計画を作成しました。

図４-12 地区概要図
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ウ．国営土地改良事業地区調査（「信濃川左岸流域」地区)
し なのがわ さ がんりゆういき

本地区は新潟県の中央部に位置し、長岡市及び小千谷市にまたがる農地面積約4,500ha
ながおかし お ぢ や し

の稲作経営を主体とした農業地帯です。

（ア）地区の現状と課題

本地区の基幹的な農業水利施設は、国営信濃川左岸土地改良事業（昭和21（1946）～3

9（64）年度）で造成され、その後、老朽化施設を対象に国営信濃川左岸二期土地改良事

業（昭和54（1979）～平成7（95）年度）により一部施設が改修されました。しかし、近

年、信濃川の河床形状の変化により小千谷頭首工で計画取水位が確保できないことから、

地区内において用水不足となっている現状にあります。また、「信濃川左岸地区」で造成

された施設は事業完了後約50年が経過し、老朽化が進行している状況にあります。

このため、頭首工の安定取水の確保及び施設の改修を行い、農業生産の維持及び農業

経営の安定を図ることが喫緊の課題となっています。

（イ）整備計画

本事業では、頭首工の安定取水対策及び老朽化が進行している施設の改修を行います。

今後、主要工事計画の策定に向けた全体実施設計を進める予定です。

主要工事：小千谷頭首工（改修、補給揚水機場新設）

揚水機場（改修）、幹線用水路（改修）

全体実施設計：平成26～27年度

本調査（平成24(2012)～25(13)年度）では、地域の農業用水にとって重要なこれら施設

の改修計画等を検討し、土地改良事業計画を作成しました。

図４-13 地区概要図
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エ．広域基盤整備計画調査（「九頭竜川」地域)
くずりゆうがわ

北陸農政局管内において広域基盤整備計画調査を順次実施し、国営かんがい排水事業等

により造成整備された基幹的農業用用排水施設（ダム、頭首工、揚排水機場、用排水路等）

の計画的な整備・更新を行っていくための広域基盤整備計画書を策定しています。

（ア）地域の現状

本地域は、福井県嶺北部の福井平野を中心とした農業地帯であり、昭和20年代から国

営事業で農地造成や基幹的水利施設が整備され、食料供給の中核的な役割を果たしてい

ます。

また、平地の水田地帯においては、担い手への農地集積の推進のため県営事業による

大区画ほ場整備や排水改良による水田の汎用化が進められています。

現在、国営九頭竜川下流地区で一部整備更新中ですが、それ以外の施設は築造後相当

の年数が経過していることから、パイプライン等の機能低下や老朽化が懸念されている

ところです。

（イ）調査の内容（調査期間：平成25～27年度）

対象地域内の国営事業実施地区において調査を実施し、地域の現状分析、長寿命化に配

慮した更新整備計画の策定、水利用計画の概定、環境・景観配慮基本方針の策定を行い、

これを踏まえた広域基盤整備変更計画書を策定しています。

図４-14 広域基盤整備計画調査「九頭竜川」地域の対象地域

③九頭竜川下流地区

①坂井北部地区

②九頭竜川地区

第２九頭竜川地区

④日野川用水一期地区

日野川用水二期地区

越前町

越前市

坂井北部丘陵

揚水機場

桝谷ダム

二ツ屋頭首工

八乙女頭首工

０ １０ ２０㎞
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（２）直轄事業

平成25（2013）年度は10地区でかんがい排水、１地区で総合農地防災事業を実施

ア．国営かんがい排水事業

平成25（2013）年度は、用水改良事業として新潟県の佐渡（二期）、柏 崎周辺（二期）、
さ ど かしわざき

阿賀野川用水（施設整備）、加治川用水、石川県の手取川流域及び福井県の九頭竜川下流
あ が の がわ か じ か わ て ど り がわ くずりゅうがわ

（一期）、九頭竜川下流（二期）の７地区、排水改良事業として新潟県の新川流域及び富
しんかわ

山県の射水平野の２地区で、事業を実施しています。
い み ず

また、事業着手準備地区として新潟県の新川流域二期の全体実施設計を実施しています。
しんかわ

このうち、過去に国営事業により造成した施設について、老朽化により機能低下した施

設の改修・更新（一部も含む）を行っている地区は10地区です（表４－14）。

表４－14 国営かんがい排水事業実施状況（2013年度、事業実施地区）

イ．国営総合農地防災事業

25（2013）年度は、富山県の庄川左岸の１地区で事業を実施しています。本地区では、
しようがわ

流出形態の変化により機能低下した施設の改修・更新を行っています（表４－15）。

表４－15 国営総合農地防災事業の実施状況（2013年度、事業実施地区）

注： 1)　農業用水の管理確保：新規に農業用水を確保し用水補給を行う。
2)　水利用の合理化：取水施設の統合や施設の更新を行い安定した取水と水利用を行う。
3)　水管理の効率化：用水路のパイプライン化や水管理施設（集中管理）を建設し営農の省力化を行う。
4)　施設の改修・更新：老巧化した施設を改修し維持管理の節減を行う。　

注： 1)　農業用水の管理確保：新規に農業用水を確保し用水補給を行う。
2)　水利用の合理化：取水施設の統合や施設の更新を行い安定した取水と水利用を行う。
3)　水管理の効率化：用水路のパイプライン化や水管理施設（集中管理）を建設し営農の省力化を行う。
4)　施設の改修・更新：老巧化した施設を改修し維持管理の節減を行う。　

事 業 目 的

地 区 名

（県別着工順）

　
水
管
理
施
設

○庄 川 左 岸 ○ 6,212
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用水改良 排水改良
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地
防
災

　
ダ
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場

3)
水
管
理
の

　
排
水
路

　
　
　
汎
用
化
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水
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の

○
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新
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水
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ム
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化
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理
の
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設
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場
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水
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管
理
確
保

　
　
　
合
理
化

排水改良

（県別着工順）

7,402

11,642

○ ○ ○
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○

○

○

19,535

3,153○

○ ○石川

射 水 平 野
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○

○○

○

○

（ha）

新潟

富山

3,396
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○
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排
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農
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ム
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場

新 川 流 域

○ ○ ○ ○

県名

佐 渡 （ 二 期 ）

阿 賀 野 川 用 水

○

1)
農
業
用
水
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管
理
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合
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化

福井

加 治 川 用 水

九頭竜川下流（一期）

九頭竜川下流（二期）

柏 崎 周 辺 （ 二 期 ）

○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○ ○○

○○○

○ ○

○

○○

資料：北陸農政局作成

資料：北陸農政局作成
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（３）自治体等の事業（補助事業、交付金等）

事業の重点化と地方の裁量の拡大

ア．農業競争力の強化を図る農業生産基盤の整備

食料自給率の向上を図るとともに、農業の有する多面的機能が将来にわたって発揮さ

れるためには、担い手への農地集積の加速化や農業の高付加価値化の推進等により、競

争力ある「攻めの農業」を展開し、意欲ある農業者が農業を継続できる環境を整えるこ

とが不可欠です。

このためには、大区画化・汎用化等の農地の整備や農業水利施設等の必要な整備を総合

的にかつ、迅速に行うことが重要であることから、それらを集中的に行うため、平成24（2

012）年度補正予算において農業競争力強化基盤整備事業が創設されました。事業の実施

に当たっては、対象地区を効率的な生産が可能なまとまった農地が広がる地域に限定する

こと等により事業の重点化を図っています。

平成25（2013）年度は、81地区（新潟県58、富山県2、石川県8、福井県13）で実施して

います（表４－16）。

表４-16 農業競争力強化基盤整備事業の実施状況（2013年度）

（単位：地区、ha）

資料：北陸農政局調べ

また、持続可能な力強い農業の実現に向けて、農地集積を加速化するために、平成24

（2013）年度補正予算において、農業基盤整備促進事業が創設されました。けい畔除去等

によるほ場の区画拡大など迅速かつきめ細かく対応しています。

平成25（2013）年度は、118地区（新潟県52、富山県16、石川県19、福井県31）で実施

しています（表４－17）。

表４-17 農業基盤整備促進事業の実施状況（2013年度）

（単位：地区）

資料：北陸農政局調べ

地区数 受益面積 地区数 受益面積 地区数 受益面積 地区数 受益面積 地区数 受益面積

農地整備事業 52 10,777 8 337 8 783 68 11,897

水利施設整備事業 4 4,575 5 2,707 9 7,282

農地防災事業 2 5,360 2 6,212 4 11,572

計 58 20,712 2 6,212 8 337 13 3,490 81 30,751

区　　　分
新　潟　県 富　山　県 石　川　県 福　井　県 北陸局　計

区　　　分 新　潟　県 富　山　県 石　川　県 福　井　県 北陸局　計

県 営 分 2 1 3

市町村営分 7 11 12 4 34

団体営分 45 3 6 27 81

計 52 16 19 31 118
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イ．地域の創意工夫による農業生産基盤の総合的な整備

農業農村整備事業では、地域の創意工夫を活かした効率的な整備を図るため、地方の裁

量の拡大など積極的に補助金改革に取り組んでいます。各自治体では、各種の交付金制度

を活用し、地域のニーズにあった計画を自ら策定し、自主的に農業生産基盤の整備を実施

しています(表４－18)。

表４-18 農山漁村地域整備交付金（農業農村整備事業関係分）

資料：北陸農政局調べ

注：農山漁村地域整備交付金は、自治体が農山漁村地域ニーズにあった計画を自ら策定し、地域の自

主性と創意工夫による農山漁村地域の整備を推進するため、自治体がその裁量により地区間や農

業農村、森林、水産の事業間の流用及び年度間の融通が可能な地方の自主性を尊重した交付金制

度（平成22年度創設）。

新潟県 富山県 石川県 福井県 北陸局計

125 65 46 54 290

区　分

事業実施地区数
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（単位：ha）

県 名

39,6271,7292,98334,87179,210
震災対策農業水利施設

整備事業
104 41 3 41

北　陸 新　潟　県 富　山　県 石　川　県 福　井　県

　
地
区
数

受　益
面　積

　
地
区
数

受　益
面　積

　
地
区
数

受　益
面　積

　
地
区
数

受　益
面　積

　
地
区
数

受　益
面　積

 事 業 区 分

5 228

公 害 防 除 特 別 土地 改良 1 36 －

地 す べ り 対 策 39 14,917 25農地等保全事業

震 災 対 策 農 業 水 利 施 設 整 備 事 業 57 130,271 29

農村環境保全対策事業

震災対策農業水利施設

整備事業

12,022

35,316

36 － － － －

3,720 1

1,5301,137 5 4

－総 合 農 地 防 災 4 11,572 2 5,360 －

75,171合　　　　　　計 205 236,006 97 100,411 6,979 24

農業競争力強化基盤整備事業

52

2 6,212 －

－ 1

農 村 地 域 防 災 減災 事業

48,158 21 43,077 6

32 53,445

－

19

ウ．農地等の防災対策

北陸地域は全国の地すべり防止区域の約３割を占める有数の地すべり地域であり、地す

べり対策は重要な課題です（表４－19）。また、カドミウム等による農用地の土壌又は農

業用水の汚染に起因して、人の健康を損なうおそれがある農畜産物が生産されることを防

止し、農業生産性の維持及び農業経営の安定を図ること等も必要です。

これらに対応するため、平成25（2013）年度は、北陸農政局管内で、地すべり対策事業

39地区、公害防除特別土地改良事業１地区を実施しています（表４－20）。

このほか、各自治体では、補助事業を活用して、ため池等の整備を実施するなど、農地

・農業用施設の防災対策に取り組んでいます。

資料：北陸農政局調べ

表４－19 農村振興局所管地すべり防止区域（2014年1月現在）（単位：区域、ha）

資料：北陸農政局調べ

全 国 北 陸 新潟県 富山県 石川県 福井県

1,963 470 334 46 83 7

111,644 36,917 29,184 2,765 4,634 333

防止区域数

面　積

区　分

表４－20 農地防災事業の実施状況（2013年度）
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エ．災害復旧

北陸地域における平成25（2013）年の農地・農業用施設の災害査定額は30.3億円であ

り、過去10か年（15（2003）年～24（2012）年）の平均額63億円の48％となっています

（表４－21、図４－15）。

オ．土地改良施設の維持管理

土地改良施設の維持管理は、土地改良区等が自ら行いその費用を負担することを原則と

しています。しかしながら、土地改良施設は、農業生産を支える基本的施設であると同時

に、多面的機能の発揮等、地域にとっても重要な社会資本としての役割を担っています。

そのため、特に公共性の高い一定の施設については、国営造成施設県管理費補助事業や

基幹水利施設管理事業により県や市町村の管理に対して助成するとともに、土地改良区等

が管理する施設に関しても、国営造成施設管理体制整備促進事業や土地改良施設維持管理

適正化事業等により、管理体制の整備や施設の整備補修に対する支援を行っています（表

４－22）。

表４－21 2013年災害の査定件数と査定額 （単位：件、百万円、％）

資料：北陸農政局調べ

図４－15 近年10か年及び25年の災害査定件数と査定額

北 陸 新潟県 富山県 石川県 福井県
1,032 330 225 339 138
3,033 1,326 452 832 423
(307%) (195%) (211%) (1995%) (842%)

区　分
査定件数
査定額
（対前年比）

資料：北陸農政局調べ

注：農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和25年5月10日 法律第169

号）で定める農地、農業用施設のみ
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表４－22 2013年度土地改良施設管理強化対策の実施状況

資料：北陸農政局作成

注：管内実施状況の（ ）書きは、前年度実績である。

事業主体 管　内　実　施　状　況

・ 新潟県11地区(11)
富山県 1地区( 1)

・非農地面積２割以上 石川県 4地区( 4)
・河川管理に著しい影響 福井県 0地区( 0)
・関係受益面積がおおむね3,000ha以上　等 　計　16地区(16)
・補助率：1/3(平成7年度以前採択地区 40％)
・

新潟県15地区(14)
・対象施設：ダム､頭首工､排水機場､用水機場､ 富山県 2地区( 2)
　　　　　排水樋門及び幹線用排水路 石川県 0地区( 0)

・非農地面積１割以上 福井県 3地区( 3)
・ 　計　20地区(19)

・補助率：30％
＜国営造成水利施設保全対策指導事業＞

・ 新潟県 6地区(3)、富山県 3地区(2)
石川県 0地区(1)、福井県 1地区(1)
　計　10地区(7)

・国庫負担率：10/10
＜国営造成水利施設保全対策推進事業＞ 新潟県 0地区(0)、富山県 2地区(1)

・施設の保全に係る権利の設定及び更新 石川県 0地区(0)、福井県 0地区(1)
・国庫負担率：10/10 　計　 2地区(2)
≪管理体制整備型≫ 新潟県15地区(15)、富山県 6地区(6)

・ 石川県 6地区( 6)、福井県 2地区(2)
　計　29地区(29)

・補助率：1/2
≪操作体制整備型≫

・ 管内該当なし(0)

・補助率：内地60％､北海道70％､沖縄85％､奄美85％
・ 新潟県166地区(160)

富山県 44地区( 48)
石川県 70地区( 64)

・事業費：200万円以上 福井県 46地区( 48)
補助率：30％ 　計　326地区(320)

・

・補助率：30％

市町村等

市町村等が土地改良区と連携を図りつつ基幹的
な国営造成施設の公共・公益的機能を強化した
管理事業を実施

事　業　名 事　業　概　要　等

国営造成
施設県管
理費補助

都道府県

都道府県が管理する国営造成施設で一定規模以
上の排水機場、防潮水門、ダム及び頭首工

都道府県

土地改良区
等

国営造成
水利施設
保全対策

国

都道府県

市町村

土地改良区
等

土地改良
施設維持
管理適正
化 事 業

国

基幹水利
施設保全
管理対策
(施設管理技術
者育成対策)

土地改良施設の定期的な整備補修（施設の一部
更新を含む。）及び生産調整に即応した整備改
良を実施

管内該当なし(0)

国営土地改良事業で造成された基幹的農業水利
施設について、施設長寿命化のための機能診断
の実施、及び管理者への指導助言

管

理

体

制

 
・

整

備

の

支

援

公
　
的
　
管
　
理

国営造成
施設管理
体制整備
促進事業

国営造成施設及び附帯県営造成施設を管理する
土地改良区等の管理体制の整備

国営事業完了２年前から２年間において、土地
改良区等の操作技術の習熟と操作体制の整備

基幹水利施設の日常管理に携わる施設管理者に
対し、ストックマネジメント技術、リスク管理
技術、省エネ対策技術等の習得を支援

受益面積がおおむね1,000ha（地盤沈下地帯に
あっては500ha）　等

基幹水利
施設管理
事　　業
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カ．土地改良区の組織運営基盤強化

土地改良区は、農業生産を行うのに欠かせない農業用水施設の整備・管理や農地の整

備（土地改良事業）を目的に設立された農業者の団体です。土地改良区の活動は、農業

用水を確保するための水源の確保や用水路の整備・管理、農地や地域の雨水、集落から

の排水などを安全かつ確実に排除するための排水路の整備・管理を行うとともに、水田

や畑地の整備を行っています。

土地改良区は、大切な国民の財産とも言える農地や農業用水を守り育て、豊かな地域

資源を次世代に引き継ぐ役割を担っています。

北陸管内には、平成25（2013）年度末現在で、370地区の土地改良区があります。北

陸管内の土地改良区を面積別にみると、全体の25.1％が100ha未満、全体の25.9％が100

～300haとなっており、300ha未満の土地改良区が半分以上を占めております。

県別にみると、新潟県、富山県の土地改良区の規模はやや大きめで、約３割が1,000

ha以上となっています(表４－23、図４－16)。

表４－23 北陸管内の土地改良区数の推移

資料：農林水産省「土地改良区等設立状況調査」

図４－16 面積規模別土地改良区の割合

資料：農林水産省「土地改良区等設立状況調査」

1989年 1993 1998 2008 2009 2010 2011 2012 2013
新潟県 151 138 123 96 94 92 90 90 90
富山県 210 202 181 91 91 85 80 80 79
石川県 211 177 145 85 79 77 73 72 72
福井県 258 253 236 144 140 139 139 131 129
北陸計 830 770 685 416 404 393 382 373 370
全　国 8,224 7,892 7,297 5,255 5,150 5,040 4,943 4,869 4,795
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近年、集落機能の低下や農業従事者の高齢化、農産物価格の低迷による農家所得の減

少等社会経済情勢の変化により、管理体制や財政基盤が脆弱化し、その役割や機能を十

分に果たせなくなっている土地改良区もあります。

このため、平成24（2012）年３月に閣議決定された「土地改良長期計画」では、「土

地改良区が本来の役割を適切に果たしていくためにも、統合等による組織基盤の強化、

維持管理体制の再編整備、意思決定過程への女性の参画、役員等のマネジメント能力の

向上等を通じて土地改良区の体制強化を図り、その機能や役割が効率的・効果的に発揮

されることが重要である。」とされており、土地改良区の合併等により、土地改良区の

組織運営基盤の強化を図ることが重要となっています。

平成元（1989）年度に830地区あった土地改良区は、平成25（2013）年度末には370地

区となっています。

各県は組織運営基盤の強化を図るため「土地改良区統合整備基本計画」を策定し、土

地改良区の統合整備を推進しています。北陸農政局は、土地改良区の統合整備推進を支

援する補助事業(水土総合強化推進事業）により支援を行っています。

北陸管内では、組織運営基盤を強化するために、小水力発電導入や導入の検討、複式

簿記を導入予定といった新たな取組を行う土地改良区が現れており、北陸農政局として

も、こうした土地改良区の取組に対する支援を行っています。

今後、土地持ち非農家の増加や大規模経営体の育成、農業法人化が進展する中で、土

地改良区運営の諸課題（事業参加資格、賦課金、夫役のあり方など）についての課題を

整理し、地域の「水」と「土」を守っている土地改良区への支援を強化する必要があり

ます。



- 134 -

５ 人・農地プランの作成・見直しの推進

持続可能な力強い農業の実現に向けて

我が国の農業は、農業従事者の減少や高齢化の進展、新規就農者の確保・定着が十分

でないなどの「人の問題」、農地の集積が進まない、あるいは耕作放棄地の増大などの「農

地の問題」があります。

このような中、持続可能な力強い農業の実現に向けて、集落・地域で、危機感を共有

しつつ、徹底的な話合いにより地域農業のあり方について議論を進め、地域農業を担う

経営体や生産基盤となる農地を、将来においても確保していくための展望を作っておく

ことが必要です。

このため、農林水産省では、集落・地域が抱える「人と農地の問題解決」のため、そ

れぞれの集落・地域における話合いにより、

① 今後の地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）（以下「中心経営体」とい

う。）はどこか

② 中心経営体へどうやって農地を集めるか

③ 中心経営体とそれ以外の農業者（兼業農家、自給的農家）を含めた地域農業のあり

方（生産品目、経営の複合化、６次産業化）

等を定めた「人・農地プラン」（以下「プラン」という。）の作成・見直しとプラン実現

に向けた取組を支援しているところです。

北陸農政局においても、「人と農地の問題」の解決に向けた施策に係る相談窓口を設置

し、県・市町村、農協等の関係機関や農業者からの相談、問い合わせ等に対応するととも

に、市町村、農協等の関係機関や集落に出向いて、人・農地プランの作成・見直しとプラ

ン実現に向けた取組の必要性や人と農地の問題解決のための国の関連施策について説明を

行っているところです。

このような中、管内においては、平成26（2014）年３月末現在、79市町村（新潟県：28

市町村、富山県：15市町村、石川県：19市町、福井県：17市町）2,287地域で（表４－24）、

人・農地プランが作成され、プラン実現に向けた取組が始まっています。

表４－24 人・農地プランの作成状況

資料：北陸農政局調べ（平成26年３月末現在）

作成予定
市町村数

作 成 済
市町村数

作成割合
作 成 済
地 域 数

全　国 1,576 1,498 95% 11,812

北　陸 79 79 100% 2,287

　新潟県 28 28 100% 895

　富山県 15 15 100% 234

　石川県 19 19 100% 481

　福井県 17 17 100% 677
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第５章 ６次産業化等への取組

１．６次産業化・農商工等連携・地産地消を通じた地域経済等の活性化

（１）６次産業化の推進

農林水産物等の地域資源をフル活用して、１次産業（農林漁業）と２次産業・３次産

業との融合・連携を進め、農山漁村地域における雇用の確保と所得の向上を図るために

は、「農山漁村の６次産業化」を推進することが重要となっています。

平成25（2013）年６月に閣議決定された「日本再興戦略」において、平成32（2020）

年に６次産業の市場規模を10兆円（現状１兆円）とすることを目指すこととされたとこ

ろであり、北陸農政局では、以下の取組を進めてきたところです。

ア．法制度・関連支援策の普及・ＰＲ

北陸地域の６次産業化の普及・啓発を図るため、今後６次産業化に取り組む意向のあ

る農林漁業者に対し、認定事業者の取組を各県ごとにわかりやすく紹介するなど、北陸

農政局ホームページの「６次産業化」のサイトをリニューアルしたほか、各種会議・会

合等において、北陸農政局が独自に作成したパンフレット、事例集を活用し、農林漁業

者が６次産業化に取り組むに当たっての情報の発信を行いました。

イ．推進体制について

北陸地域の６次産業化の推進を支援する体制として、国の事業により各県に「６次産

業化のサポート機関」を設置して、農林漁業者への支援を行ってきましたが、地域にお

ける６次産業化の取組をさらに拡大し、農林漁業者個々の取組だけでなく、県や市町村、

ＪＡ等が核となって地域内や地域を越えた様々な事業者が面的に連携した取組を推進す

るため、25（2013）年秋から交付金（６次産業化ネットワーク活動交付金）により県が

主導する体制に移行しました。（新潟県、富山県及び石川県は10月、福井県は12月）。

「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利

用促進に関する法律」（六次産業化・地産地消法）が施行後３年目を迎え、全国段階での

認定件数が1,000件を超えたことから、既に認定を受けた事業の着実な発展に向け手厚く

フォローアップを行っていくこととし、職員が認定事業者に出向いて取組状況を確認の

上、個別相談の実施や認定事業者との意見交換会の開催等により、経営上の課題や要望

を把握するなどの取組を行いました。

ウ．六次産業化・地産地消法に基づく事業計画の認定について

北陸地域の六次産業化・地産地消法に基づく事業計画の平成25（2013）年度の認定件

数は、第１回認定（25（2013）年5月31日）12件（6月28日追加分の３件を含む）、第２回

認定（10月31日）６件（11月29日追加分の１件を含む）、第３回認定（26（2014）年2月2

8日）12件の計30件で、これまでの認定（63件）と合わせ、認定件数は合計93件となり、

着実に裾野の広がりをみせています。
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エ．６次産業化推進支援事業による新商品開発・販路開拓等

地域段階における支援事業では、北陸地域の「食料産業クラスター」(地域資源(食材、

人材、技術等)を有効に結び付け新たな製品、販路の創出を目的とした民間企業、研究機

関、行政等から構成される協議会)等が実施主体となり、６次産業化推進に向けた計画・

構想や工程表等の作成等を行う検討委員会の開催（富山３件、石川１件）、６次産業化に

取り組む農林漁業者等への技術研修（富山１件、石川２件）、農林漁業者と食品製造・流

通業者を結び付ける交流会（富山１件、石川２件）、法認定を受けた総合化事業計画に係

る新商品開発・販路開拓（新潟２件、富山４件）等の取組を支援しました。

また、６次産業化ネットワーク活動交付金のうち推進事業については２件（新潟２件）、

の新商品開発・販路開拓等の取組に対する支援を、新潟県と連携して実施しました。

このほか、６次産業化推進の一環として、農林水産省の補助事業により実施された（株）

ＪＴＢ西日本主催の「全国キャラバン！食の発掘商談会」、一般財団法人食品産業センタ

ーが主催した「６次産業化人材育成研修会」、野村アグリプランニング＆アドバイザリー

が主催した「６次産業化の支援に向けたワークショップ」、「６次産業経営力向上セミナ

ー」及び「６次産業化推進シンポジウム」への参加を管内事業者、６次産業化プランナー

等に促し、６次産業化推進の環境づくりに努めました。

資料：北陸農政局作成
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オ．農商工等連携の促進

農商工等連携の取組を支援

（ア）農商工等連携への取組

「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律」（農商工等連

携促進法）に基づき、事業資金の貸付けや債務保証、税制等の支援が行われています。

北陸農政局においては、経済産業局等と連携して取り組み、平成25（2013）年度にお

いては７件（新潟県１件、富山県１件、石川県２件、福井県３件）の農商工等連携事業

計画（中小企業者と農林漁業者が共同で新商品の開発等に取り組む事業）を認定しまし

た。

（イ）中小企業地域産業資源活用プログラム等への取組

北陸農政局では経済産業局等と連携し、「中小企業による地域産業資源を活用した事業

活動の促進に関する法律」（地域資源活用促進法）及び「中小企業の新たな事業活動の促

進に関する法律」（新事業活動促進法）に基づく事業計画の認定を実施しています。

25（2013）年度には、地域産業資源活用事業計画３件（新潟県１件、富山県２件）を

認定しました。

カ．６次産業化整備支援事業等の実施

北陸農政局では６次産業化整備支援事業において、農林水産物等の加工・流通・販売

等のために必要な施設について、２件（富山県１件、福井県１件）の支援を実施しまし

た。

また、６次産業化ネットワーク活動交付金のうち整備事業については２件（石川県２

件）、公益財団法人食品流通構造改善促進機構の実施する６次産業化推進施設整備事業に

ついては13件（新潟県５件、富山県４件、石川県４件）の施設整備に対する支援を、石

川県及び同機構と連携して実施しました。
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（２）地産地消の推進

ア．六次産業化・地産地消法に基づく地産地消促進計画の策定

地産地消の取組は、生産者と消費者を結び付け、食料自給率の向上を図る上で重要であ

るほか、直売や加工等の取組を通じて、農業の６次産業化による地域の活性化にもつなが

るものとして、一層の推進が求められています。

平成22（2010）年12月、六次産業化・地産地消法が施行され、同法に基づく基本方針「農

林漁業者等による農林漁業及び関連事業の総合化並びに地域の農林水産物の利用の促進に

関する基本方針」が23（2011）年３月に策定されました。

地産地消に関する基本的な事項を規定した同基本方針において、都道府県及び市町村は、

基本方針や地域の実情を踏まえ、「地域の農林水産物の利用の促進についての計画」（地

産地消促進計画）の策定に努め、地域の農林水産物の利用を促進することとしています。

イ．各種取組の実施

（ア）地産地消給食等メニューコンテスト

「地産地消給食等メニューコンテスト」は、農林水産省が20（2008）年度から実施して

いる地産地消の取組を伴った地場農林水産物を使ったメニューに関するコンテストです。

25（2013）年度には、北陸地域から、「学校給食・社員食堂部門」において文部科学大臣

賞及び農林水産省食料産業局長賞、「外食・弁当部門」において、農林水産省食料産業局

長賞を受賞されました。

【文部科学大臣賞（学校給食・社員食堂部門）】

・宝達志水町 立押水中学校
ほうだつしみずちょうりつおしみずちゅうがっこう

（石川県羽咋郡宝達志水町）
は く いぐんほう だ つしみずちよう

大正時代に宝達志水町出身のシェフが考案したオムラ

イスを町の活性化に役立てようと、町が平成23（2011）

年に「オムライスの郷プロジェクト」を発足しました。

学校給食でも本プロジェクトに一役買い、オリジナル

レシピのオムライスを定番メニューとして提供していま

す。

また、県内出荷量が１位であるいちじくを、毎年９月、

10月に丸ごと１つ提供するなど、県内水産加工品を年間

を通じて給食に取り入れていることが評価されました。

【農林水産省食料産業局長賞（学校給食・社員食堂部門）】

・越前市白山小学校（福井県越前市）
えちぜんしはくさんしょうがっこう えちぜんし

毎年、福井県の行事食の１つである「半夏至献立」の
は ん げ し

日には、鯖の塩焼きを給食で提供しています。

キャベツ梅和えには、福井県特産品である三方の梅を

使用するなど、熱中症予防になる塩分を補給しつつも、

さっぱりと食べやすい工夫をしています。

文部科学大臣賞

宝達志水町立押水中学校

農林水産省食料産業局長賞

越前市立白山小学校
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給食によく出る食材の１つ、県産大豆を使用した揚げを取り入れることで、地産地消を

進めると同時に、身近な食材を通じた食文化体験につなげていることが評価されました。

【農林水産省食料産業局長賞（外食・弁当部門）】

・株式会社 アスピカ（福井県福井市）
ふく い し

福井、岐阜の両県において、冠婚葬祭介護事業を展開しています。

食を提供する際には、儀式や文化を守ることと合わせ、地産地消を

中心にした伝承料理を取り入れており、納入量に増減があっても対

応できるよう、自社内セントラルキッチンで加工し、ストックして

使用していることなどが評価されました。

【北陸農政局長賞】

北陸農政局では、優れたメニューや地産地消の取組内容を表彰し、広く紹介することに

より、自主的な取組を促進し地域の地産地消に資するものとするため、地産地消給食等メ

ニューコンテストに併せて、北陸農政局長賞を授与しました。

（学校給食・社員食堂部門）

・柏崎市立 剣野小学校（新潟県柏崎市）
かしわざきし け ん のしょうがっこう かしわざきし

・糸魚川市ジオ 給食 研究会（新潟県糸魚川市）
い と い が わ し きゅうしょくけんきゅうかい い と い が わ し

・上越市チーム（新潟県上越市）
じょうえつし じょうえつし

・ＵＧＫ４８(新潟県魚沼市）
うおぬまし

（外食・弁当部門）

・華味（富山県高岡市）
はなあじ たかおかし

・一般社団法人 砺波市観光協 会（富山県砺波市）
と な み しかんこうきょうかい と な み し

・特定非営利活動法人 小さな種・ここる（福井県鯖江市）
ち い さ な たね さ ば え し

・企業組合 そまの恋姫サラダ会（福井県丹生郡南 越 前 町）
こいひめ かい にゆ う ぐんみなみえちぜんちょう

農林水産省食料産業局長賞

株式会社アスピカ
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（イ）地産地消優良活動表彰

農林水産省は、地産地消による直売や加工などの取組を通じた農林漁業の６次産業化に

よる地域の活性化等に資するため、全国地産地消優良活動表彰を実施しており、25年度は、

北陸地域から全国地産地消推進協議会会長賞の受賞がありました。

【全国地産地消推進協議会会長賞】

・ＪＡくろべ 女性部（富山県黒部市）
くろ べ し

平成２（1990）年頃より米の消費拡大や地産地消、

食育活動を進め、13（2001）年より遊休地に菜の花を

作付けし、なばなを学校給食食材として供給を始め、

たまねぎ、ばれいしょなど、給食への供給品目を拡大

しました。

毎年開催する菜の花祭りには、地元の園児・児童や、

福祉施設の人々を招待し、地元食材を用いた交流会を

実施しています。また、女性部有志で組織した「黒部

だいこんの会」では女性起業として加工施設を整備し、

北陸新幹線の新駅開業に向けた新商品開発を進めてい

ます。

長年の活動が地域の地産地消や食育のみならず、環境保全にも寄与しているとともに、

女性部を中心に新商品開発や交流事業の受入れなどが進み、将来を展望した新たな活動に

つながっていることが評価されました。

【北陸農政局長賞】

北陸農政局では、地産地消の普及･啓発を図るため、地域の特色を生かした創造的かつ

将来性のある地産地消活動に対して、全国地産地消優良活動表彰に併せて、以下の２事例

に北陸農政局長を授与しました。

・琴ざわそば（新潟県糸魚川市）
こと い と い が わ し

地域に根付く自然薯そばの食文化を伝承するため、平成10（1998）年にそば食堂を開

店しました。食堂の売上増加に伴い地元産そばが不足したことから、そば栽培組織を立

ち上げ、遊休農地の発生抑制や解消に寄与しています。

また、地元産食材を使った郷土料理の紹介や普及にも活躍しており、郷土文化を活か

した交流拠点として地域間交流の促進が期待されています。

・株式会社セイアグリーシステム（富山県高岡市）
たかおかし

昭和53（1978）年から採卵鶏業を営み、品質と安全にこだわった卵を生産する一方で、

平成10(1998）年から直売所兼レストランを開設し、自社産の卵と地元産農産物を使用し

たメニューを提供しています。

地域の消費者との交流の場を設け、地元農産物の紹介、普及に努めたり、地域の小学

校での食育講座や中学生等に対する農業体験の場の提供など、地域の農業教育に貢献し

ています。

全国地産地消推進協議会会長賞

ＪＡくろべ 女性部
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２．農林水産物・食品等の輸出促進

（１）農林水産物等輸出の動向

北陸地域からは米、加工食品等を輸出

平成25（2013）年における我が国全体の農林水産物等の輸出額は5,505億円となり、前

年に比べ22.4％増加しました。内訳をみると、農産物は3,136億円で前年に比べ17.0％、

水産物は2,216億円で30.5％、林産物は152億円で28.7％それぞれ増加しました。

北陸地域からは、米、日本酒、加工食品等が主に台湾、香港、韓国など東アジアを中心

とする地域に輸出されています(図５－１)。

（２）北陸地域の農林水産物等輸出促進の取組

ア．北陸地域農林水産物等輸出促進連絡協議会総会

関係機関の連携を強化しつつ農林水産物等の輸出促

進を図るため、北陸農政局を事務局とする「北陸地域

農林水産物等輸出促進連絡協議会」平成25（2013）年

度総会を平成26（2014）年１月24日に金沢市で開催し
かなざわし

ました。

総会終了後には情報・意見交換会を開催し、農林水

産物・食品の輸出に取り組んでいる株式会社金沢大
かなざわだい

地の代表井村辰二郎氏から輸出取組の現状について、
ち い むらしん じ ろう

また、管内各県・ジェトロから輸出促進に向けた取組

の現状について、それぞれ発表を受け、会員間で輸出

図５－１ 農林水産物等の輸出額の推移（全国）

北陸地域農林水産物等輸出促進連絡協議会総会
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取組に係る情報の共有を図りました。その後、北陸地域における輸出促進に向けた今後の

取組について意見交換を行いました。

イ．国別・品目別輸出戦略に関する北陸ブロック意見交換会の開催

農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略の策

定に向けて、「国別・品目別輸出戦略に関する北

陸ブロック意見交換会」を平成25（2013）年５月

に金沢市で開催しました。
かなざわし

意見交換会では、北陸地域農林水産物等輸出促

進連絡協議会会員の方々に輸出戦略案を説明する

とともに、会員からは輸出促進に向けての国への

要望や現場での課題等の発言があり、輸出関係者

とのコミュニケーションをとりつつ、輸出戦略の

ブラッシュアップが図られました。

（３）農林水産物等輸出証明書の発行

福島第一原発事故に伴う農産物の輸入規制をしている国への輸出証明書発行業務につい

ては、平成23年３月以降、各県において対応を行ってきたところですが、25年４月１日よ

り、当該輸出証明の申請・発行が県から国へ移管されたことに伴い、北陸農政局において

も、申請受付・発行及び相談業務を行っており、当局の26年３月末現在における証明書発

行件数は、1,781件となっています。

国別・品目別輸出戦略に関する北陸ブロック意見交換会
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３．再生可能エネルギー利活用

（１）再生可能エネルギー

有限でいずれは枯渇する化石燃料などと違い、太陽光や風力、水力、地熱、生物資源

等は、自然の活動などによって絶えず再生・供給されており、環境にやさしく、地球温

暖化防止にも役立つものとして重要視されています。特に、農山漁村に豊富に存在して

いる未利用のエネルギー（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスなど）を有効活用す

ることで、その地域の人々の所得や雇用を創出することにより、農山漁村の活性化につ

なげることが可能となります。

このため、平成25(2013)年12月に策定された「農林水産業・地域の活力創造プラン」

では、農林漁業の成長産業化のために、農山漁村の有する潜在力を引き出し、新たな所

得と雇用を生み出すため、農山漁村における地域資源を活用した再生可能エネルギーの

導入を促進することとしています。

（２）農業分野における取組状況

水力発電は、太陽光発電や風力発電と比較すると、天候による発電量の変動が少ない

というメリットがあります。農業関係においても、農業用ダムや農業用水路などに設置

した小水力発電施設を利用して発電された電力が、農業用施設の維持管理等に利用され

ています。

太陽光発電については、農地法面や畜舎の屋根などに太陽光パネルを設置し、育苗施
のりめん

設や畜舎内設備などの電力として利用されています。

風力発電については、地域特有の恵まれた風を利用し、発電した電気を農業用施設や

農村公園等の維持管理に利用したり、風車を地球環境を考えるシンボルとして、活用を

図る取組が見受けられます。

このように、全国で農林漁業と両立した再生可能エネルギーの導入に係る取組が行わ

れていますが、再生可能エネルギーは、化石エネルギー等と比較して、総じてコストが

高いことなどから、現状では導入が十分進んでいない状況となっています。

（３）再生可能エネルギー関連事業による支援

農林漁業者の方々や組織する団体等が中心となって再生可能エネルギー発電事業に取

り組む際に、事業構想づくりから発電事業を始めるまでに必要となる様々な手続や取組

を総合的に支援する事業（「農山漁村活性化再生可能エネルギー総合推進事業」）として、

管内では２件の事業者に対してその取組を支援しました。

（４）営農型発電施設の取扱いについて

農地に支柱を立てて、営農を継続しながら上部空間に太陽光発電設備等の発電設備を設

置する技術の開発が見られることから、このような発電設備の設置に係る農地転用許可制

度の適切かつ円滑な運用を図るため、25（2013）年３月に、「支柱を立てて営農を継続す

る太陽光発電設備等についての農地転用許可制度上の取扱いについて」（通知）を発出し

ました。
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（５）今後の課題

再生可能エネルギーの導入が進まない要因の一つとして従来の化石エネルギーより発

電コストが高いことがある中で、23（2011）年８月に、太陽光、風力、水力、バイオマ

スなどの再生可能エネルギーによって発電された電気を、電力会社に一定の期間、一定

の価格で買い取ることを義務づける再生可能エネルギーの固定価格買取制度に関する法

律が成立し、24（2012）年７月から施行されています。

今後、再生可能エネルギーの利用拡大を推進していくには、このような固定価格買取

制度の導入や農林漁業との調和に加え、送電網の整備などの電力システム改革や再生可

能エネルギーにかかる規制改革など、再生可能エネルギーを効率的に活用するための体

系整備を図ることが重要となります。

なお、25年11月に成立した「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギ

ー電気の発電の促進に関する法律」（農山漁村再生可能エネルギー法）により、農村地等

の利用整理を適正に行うとともに、再生可能エネルギーの導入と併せ地域農林漁業の健

全な発展に資する取組を推進していくこととしています(図５－２)。

図５－２ 農山漁村再生可能エネルギー法の概要

○ 農山漁村においてバイオマスや水などの地域資源を活用した再生可能エネルギー発電の導入を促進することは、地域の活性
化 につながる取組として重要。

○ 一方、農山漁村における再生可能エネルギー発電は、農林漁業の健全な発展に必要な農林地等を確保しつつ、市町村や農林
漁業者等の関係者の密接な連携の下に、地域の活力の向上や持続的発展を図りながら促進される必要。

○ このため、「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律案」を臨時国会に提
出し、11月15日に成立、11月22日に公布。

○ 再生可能エネルギー発電のメリットを活用して地域の農林漁業の発展を図る取組を平成30年度に全国100地区実現

◆目指す姿：再生可能エネルギーの活用による農山漁村の活性化

１．基本理念

２．農林漁業の健全な発展と調和のとれた再エネ発電の促進に関する計画制度

協議会

市町村

設備整備者

農林漁業者・団体

・再エネの導入による地
域の活性化

・農林漁業の健全な発展
に資する取組

・農林漁業との土地利用
の調整

等について協議

国・都道府県

・農林漁業との調和
・農林地等の適切な利用
調整

基本方針
（国）

等の方針

基本計画
（市町村）

・発電設備の整備の内容
・農林漁業の健全な発展
に資する取組

・これらに必要な資金の
額及び調達の方法

設備整備計画
（設備整備者）

・農林漁業と調和した再エネ発電による
農山漁村の活性化に関する方針
・再エネ発電設備の整備を促進する区域
・農林地の効率的利用の確保
・農林漁業の健全な発展に資する取組 等

（各個別法の本来の許可権者が
各個別法の許可基準で判断）

地域住民、
学識経験者等

農地法、酪肉振興法、
森林法、漁港漁場整備法、
海岸法、自然公園
法及び温泉法

(1) 農地法、酪肉振興法、森林法、漁
港漁場整備法、海岸法、自然公園法
及び温泉法の許可又は届出の手続の
ワンストップ化（認定により許可が
あったものとみなす等）。

３．認定を受けた設備整備
計画に係る特例措置

(2) 再エネ発電設備の円滑な整備と農
地の集約化等を併せて図るために行
う、市町村による所有権移転等促進
事業（計画の作成・公告による農林
地等の権利移転の一括処理）。

① 国・都道府県による市町村に対
する情報提供、助言その他の援助

② 計画作成市町村による認定設備
整備者に対する指導・助言

４．その他

① 農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の促進は、地域の関係者の相互の密接な連携の下に、地域の活力向上及び持続的
発展を図ることを旨として行われなければならない。

② 地域の農林漁業の健全な発展に必要な農林地並びに漁港及びその周辺の水域の確保を図るため、これらの農林漁業上の利用と再生
可能エネルギー電気の発電のための利用との調整が適正に行われなければならない。
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トピックス ＜北陸地域における小水力発電の利活用＞
北陸地域での小水力発電は、豊富な農業用水量や落差を利用して取り組んでおり、
農業水利施設の維持管理費の軽減や低炭素社会づくりに貢献しています。
これまでに北陸農政局管内で農業農村整備事業により小水力発電施設を10地区で

整備しています。

平成25（2013）年度は、地域用水環境整備事業により小水力発電施設を４地区で

建設中であるほか、小水力等農村地域資源利活用促進事業等により60地点で概略設

計等の検討に取り組んでいます。

北陸管内の小水力発電実施地区一覧表

完成した山田新田用水発電所（南砺市）

平成25年度の小水力発電 検討地区一覧表

県名 市町村名 発電所名
運転開始
年月

最大出力

 新発田市  内の倉  H 2. 4 2,900
 六日町  五城  H14. 2 1,100
 胎内市  鹿ノ俣  H15. 4 960
 魚沼市  池平  H28予定 55
 砺波市  安川  S63.2 640
 黒部市  愛本新  H 1.12 530
 南砺市  臼中  H10.12 910
 砺波市  示野  H12. 3 550
 南砺市  山田新田  H25. 3 520
 滑川市  鋤川用水  H26予定 570
 砺波市  中野放水路  H26予定 500
 能美市  上郷  H 7. 3 640
 川北町  七ヶ用水  H16. 4 630

福井県  越前市  日野川用水  H26予定 150
14地区 10,655

新潟

富山

石川県

県名 事業内容 調査地点数
新潟県  案件形成、概略設計、基本設計 19地点
富山県  概略設計、基本設計 25地点
石川県  概略設計、基本設計  5地点
福井県  概略設計、基本設計 11地点
計 60地点
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第６章 農山漁村の活性化と共生・対流の促進

１．農村の現状と課題

平成22（2010）年における北陸地

域の農業就業人口は、169千人で10年

前(平成12年)と比べて107千人(38.8

％)減少しています。65歳未満でみて

も、10年前と比べて62千人(53.9％)

減少しており、65歳以上の占める割

合が平成12年が58.5％、17年が64.2

％、22年が68.5％と増加しています。

また、農業就業人口の平均年齢に

ついても、平成22年(2010)は67.3歳

と全国(65.8歳)と比べて高く、10年

前と比べてみると、5.3歳と農業者の

高齢化が進んでいることが伺えます

（図６-１）。

平成22(2010)年の北陸地域の総農業集落数は11,057集落で、10年前と比較して361(３

％)増加する一方、１農業集落当たり平均総戸数は108戸で10年前と比べて19戸(15％)減

少し、平均農家数は16戸で６戸(27％)減少しており、農家割合が17％から14％と低下し

ています（表６-１）。

また、北陸地域の小規模農業集落の割合の推移をみると、農業集落の総戸数（非農家

を含む。）が９戸以下の割合は、平成12（2000）年から平成22（2010）年までの10年間

で、山間農業地域で12ポイント上昇して25％に、中間農業地域でも４ポイント上昇して

12％となっています。同様に、総農家数が５戸以下の集落の割合についても、10年間で、

山間農業地域では19ポイント上昇して36％に、中間農業地域では12ポイント上昇して22

％になっています（図６-２）。

このように、中山間地域を中心とした農業集落の小規模化や農業者の高齢化の進展に

伴い、集落における生活や農業生産活動、農村地域の共同活動の継続が困難となってき

ています。

図６－１ 農業就業人口の推移(北陸)

注:( )は65歳以上の割合。

資料:農林水産省「農林業センサス」
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表６－１ １農業集落当たり平均戸数及び平均耕地面積(北陸)

資料:農林水産省「農林業センサス」

単位：戸、集落

農家 非農家

12年 238,789 10,696 127 22 105 17 83 29.7

22年 175,855 11,057 108 16 93 14 86 28.4

増減率(差)　 △26.4 3.4 △15.0 △27.3 △11.4 (△3) (3) △4.4

構成比(％)総農家数
総農業
集落数

区分
総戸数 農家数 非農家数

平均耕地
面積(ha)

１農業集落当り平均戸数
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資料:農林水産省「農林業センサス」
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図６－２ 小規模農業集落の割合の推移(北陸)
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２. 農業・農村のもつ多面的な機能

農業は、食料を供給する役割だけでなく、その生産活動を通じ、国土の保全、水源の涵養、
かんよう

生物多様性の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等、様々な役割を有しており、その役

割による効果は、地域住民をはじめ国民全体が享受しています。

また、農業は、農山漁村地域の中で、林業や水産業と密接な関係があり、農林水産業の

重要な基盤である農地、森林、海域は、相互に密接に関わりながら、水や大気、物質の循

環に貢献しつつ、様々な多面的機能を発揮しています（図６－３）。

このことについて、食料・農業・農村基本計画においては、「農村で農業が営まれるこ

とにより発揮される多面的機能の恩恵は、都市部に住む人々を含め、全ての国民が広く享

受しており、こうした価値に思いを致す必要がある」としています。

このようなことから、農業・農村がこれら多面的機能を十分発揮できるよう農業・農村

の持続的な発展、農山漁村の活性化等に努めていくことが必要です。

図６－３ 農業・森林・水産業の有する多面的機能

資料：日本学術会議答申を踏まえ農林水産省で作成
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３．農業・農村の活性化に向けた取組

（１）農村社会基盤の整備

活力ある農村を目指して農村環境整備等を実施

ア．農村の環境整備

農村地域は食料の生産の場、地域住民の生活の場であるとともに、国土の保全等多面的

機能が発揮される場でもあります。しかしながら、北陸地域の都市近郊農村等においては

非農家の流入等により混住化が問題となっているとともに、中山間地域の農村においては、

過疎化、高齢化等の進行により地域活力が低下しつつあります。

このような状況の中で、各自治体では、地域自主戦略交付金を活用して、活力ある農村

を目指して農村環境整備が進められています（表６－２）。

表６－２ 農村環境整備の実施状況（2013年度） （単位：地区）

資料：北陸農政局調べ

イ．農業集落排水施設の整備

農村社会における混住化の進行、生活様式の高度化、農業生産様式の変化等による農村

の水環境を巡る状況の変化に対応して、農村地域における資源循環の促進を図りつつ、農

業用用排水路の水質保全、農業用用排水施設の機能維持又は農村生活環境の改善を図るこ

とを目的とした農業集落排水事業が進められています。

本事業により、平成24（2012）年度末までに北陸地域の農業集落排水の整備が完了した

人口は44万人、整備の対象となる人口に対する割合は88％（全国83％）となっています（表

６－３）。

表６－３ 農業集落排水施設の整備率（2013年3月末現在） (単位：千人、％)

資料：農林水産省調べ

区分 新潟県 富山県 石川県 福井県

集落基盤整備事業 3 1 1 1

地域用水環境整備事業 1 2 0 1

計 4 3 1 2

全国 北陸 新潟県 富山県 石川県 福井県

整備対象人口① 3,427 438 188 94 68 88

整備完了人口② 2,829 387 162 85 61 79

整備率（②／①） 83 88 86 90 91 91
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（２）農地・農業用水等の資源や環境の保全と長寿命化（農地・水保全管理支払交付金）

地域共同の取組を積極的に実施

農地・水保全管理支払交付金は、国民共有の財産である農地、農業用水等の資源や農村

環境を守り、質を高める地域共同の取組を支援していくために、平成19（2007）年度に創

設された「共同活動支援交付金」と、農地周りの水路や農道等の修復・更新など施設の長

寿命化の取組を支援するものとして、23（2011）年度に創設された「向上活動支援交付金」

で構成されています(図６－５)。

北陸地域における共同活動の取組は、全81市町村のうち78市町村で行われており、25

（2013）年度における農振農用地面積に対する地域の共同活動の取組面積の割合は49％と、

全国平均35％を上回っています。

また、向上活動の取組は68市町村で行われており、25（2013）年度における農振農用地

面積に対する取組面積割合は約20％と、全国平均９％を上回っています（表６－４）。

(図６－４)農地・水保全管理支払交付金の概要

資料：農林水産省

表６－４ 管内の取組状況（2014年2月末現在）

資料：北陸農政局調べ

注：１) 農振面積は2005年農林業センサス農山村地域調査の農振農用地区域内の耕地面積に農業振
興地域土地利用統計（H17.3.31時点）の採草牧草地を加えた面積。

２) 取組面積は、県別面積の小数点以下を四捨五入している関係で、合計値と一致しない。

新 潟 県 富 山 県 石 川 県 福 井 県 北 陸 計

27協議会 13協議会 1協議会 17協議会 58協議会

77,284 27,706 14,674 26,499 146,163

1,000 718 207 671 2,596

47.0 49.4 37.5 68.8 49.0

32,897 6,189 2,404 17,544 59,033

443 162 57 455 1,117

20.0 11.0 6.2 45.5 19.8

　　取組面積（ha）

　　取組活動組織数

取組面積／農振面積(％)

地域協議会数

［共同活動支援］

　　取組面積（ha）

　　取組活動組織数

取組面積／農振面積(％)

［向上活動支援］
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（３）地域活性化プロジェクトの推進

農山漁村地域の活性化を図るため、国は、県又は市町村が作成した定住者や滞在者の増

加等を通じた農山漁村の活性化を図る計画(以下「活性化計画」という。）の実現に必要な

施設整備を中心とした総合的な取組について、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金に

より支援しています。

北陸農政局では、平成19（2007）年度に「農山漁村活性化支援窓口」を設置し、県、市

町村等からの活性化に関する相談に対応するなどの取組も行っています。その結果、19（2

007）年度から25（2013）年度までに累計で64市町村において200の活性化計画が策定され、

各地域の自主性と創意工夫による地域活性化のための取組が進められています。

【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金を活用した施設整備事例】

新潟県佐渡市の佐渡新穂地区では、トキが飛翔可能な大型ゲージの中で、より自然に近
さ ど し

い環境を再現したトキの生態を観察できる施設（都市農山漁村総合交流促進施設）を整備

し、都市と農村の交流人口の増加を図っています。（25年3月30日オープン）

【交流促進施設オープン】 【トキの生態観察の様子】

（４）中山間地域等の活性化

生産基盤整備や生活環境整備等の様々な取組により活性化を支援

ア．中山間地域の生産条件整備

北陸地域では、平野の外縁部から山間に至る中山間地域の活性化を図るため、農山漁村

地域整備交付金を活用し、地域の農業生産基盤、農村生活環境の整備を総合的かつ一体的

に行い、地域の立地条件に適合した活力ある農業の確立と住み良い農村づくりを目指し、

中山間地域総合整備事業が32地区で実施されています。また、中山間地域等においては、

農業の担い手の高齢化や労働力不足を原因とする耕作放棄地の増加が課題となっています

が、耕作放棄に伴う悪影響を除去し、優良農地の保全を図る農地環境整備事業も10地区で

実施されています（表６－５）。
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表６－５ 中山間地域の基盤整備の実施状況（2013年度） （単位：地区）

新潟県 富山県 石川県 福井県 農政局計

中山間地域総合整備事業 17 2 8 5 32

農地環境整備事業 10 0 0 0 10

計 27 2 8 5 42

資料：北陸農政局調べ

イ．中山間ふるさと・水と土保全対策事業等の実施

里地や棚田地域の多面的機能の良好な発揮のためには、これまで述べた中山間地域総合

整備事業等による諸施設の整備とあわせて、里地や棚田あるいは農業用施設の保全等の地

域住民活動の活性化を図ることが重要となっています。

このため、地域住民活動を推進する人材の育成及び住民組織が行う保全活動等を支援す

る「中山間ふるさと・水と土保全対策事業（基金）」が、35市町村（新潟県11、富山県12、

石川県12）で実施されています。

ウ．中山間地域等直接支払交付金の実施

中山間地域等の農業の生産条件が不利な地域において、適切な農業生産活動等の継続を

つうじて耕作放棄の発生を防止し、中山間地域等の有する水源の涵養、洪水防止等の多面
かんよう

的機能を確保する観点から、「中山間地域等直接支払交付金」が平成12（2000）年度に創

設されました。

22（2010）年度からの第３期対策では、高齢化の進行にも配慮し、農業生産活動等を継

続するための共同でのサポート体制の取り決め等の要件を新設するなどの見直しが行われ

ています。また、23（2011）年度からは離島の平地等の条件不利地が、24（2012）年度か

らは東日本大震災に伴う津波により条件不利地となった農用地が、傾斜地と同等の支援対

象となるよう拡充されているほか、25（2013）年度からは、新たに本制度の実施集落が未

実施集落と連携して当該地域の活性化を担う人材の確保に向けた取組を行う場合に、加算

措置（集落連携促進加算）が創設されています。

北陸地域における本制度の実施状況（25（2013）年度見込み）は、66市町村において

2,093協定が締結され、３万2,858haの農用地において、耕作、維持管理等の農業生産活動

が行われています（表６－６）。

表６－６ 中山間地域等直接支払交付金の実施状況（2013年度見込み）

資料：北陸農政局調べ
注：1)2014年１月末現在で取りまとめた概数値。
2)下段( )書きについては、2012年度の取組実績（2013.3.31現在）。
3)合計については、四捨五入の関係で一致しない場合がある。
4)新潟県については、佐渡市の平地等の農用地を含む。

新潟県 富山県 石川県 福井県

996 66 21 12 16 17

(993) (66) (21) (12) (16) (17)

28,007 2,093 965 326 502 300

(27,849) (2,082) (959) (326) (498) (299)

683,095 32,858 20,858 4,625 4,898 2,477

(682,404) (32,724) (20,808) (4,619) (4,842) (2,455)

交付面積

（ha）

全　国 北　陸

交付市町村数

協 定 数
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本制度を活用して耕作放棄地の発生防止、多面的機能の確保及び将来に向けた農業生産

活動等の継続的な実施体制の整備等、地域の状況に応じた取組が行われています。

○新潟県十日町市 上山・朴木沢・市之越
とお か まち し うわやま ほ き ざわ いち の こし

－将来に繋げる広域統合と外部人材確保への取組－

第１期対策から各集落毎に協定を締結し、活動

を行ってきたが、高齢化の進行等の課題の解決た

め、平成24年度に３集落の協定を統合しました。

統合に際し、協定農用地の拡大（98ha）を図り、

機械・農作業の共同化を推進しました。

また、「集落連携促進加算」を活用し、地域活性

化を担う人材の確保に向けた、受入体制の整備等

の取組も実施しています。

○富山県魚津市 黒谷・山女
うお づ し くろだに あけ び

－支えあう２集落が連携した共同活動、共用菜園づくり－

高齢化や鳥獣被害の増加に対応すべく第２期対

策から取組を開始し、その際、対象農用地が３ha

と少なく高齢化もより進行していた山女集落を黒

谷集落が支援し、連携した取り組みを進めていく

こととしました。

総延長４kmにも及ぶ水路の草刈りやイノシシ対

策としての電気柵を水田15haに設置する取組を実

施しています。また、サルによる自家菜園の食害

対策として電気柵を設置した集落共用菜園の設置

等の取組も実施しています。
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※

４．都市と農山漁村の共生・対流の推進

（１）都市と農山漁村の共生・対流に向けた各地の取組状況

管内の20団体が新たな交付金を活用して子ども農山漁村交流プロジェクト等に取り組む

農林水産省では、都市と農山漁村の共生・対流を通じた農山漁村における所得や雇用の

増大を図ることを目的として、平成25（2013）年度に「都市農村共生・対流総合対策交付

金」を創設し、集落が他の集落、市町村、ＮＰＯ法人等の多様な主体と連携して行う、農

山漁村の持つ豊かな自然や食を観光、教育、健康等に活用する地域の手づくり活動を支援

しています。

25(2013)年度は、北陸農政局管内で20団体がこの交付金を活用して、地域資源を活用し

たグリーン・ツーリズム、子ども農山漁村交流プロジェクト等に取り組んでいます。

地域において都市農村交流活動に取り組むに当たっては、①活動の核となる組織・人材

及びこれのサポート体制が確立しているなど推進体制（活動の継続性）が確保されている

こと、②活動の目的やコンセプトが明確・的確になっており、関係者や地域住民全体の共

通認識として共有されていること、③ターゲットを明確にしたＰＲ、コーディネーター等

による適切な都市と地域のマッチング等効果的な情報発信を行うことなどが重要となって

います。

一方、過疎化や高齢化が進む農山漁村地域では、人材の確保に苦慮していたり、活動を

継続していくための十分な予算の確保ができないなどといった課題を抱えている地域も多

くあります。

こうした中、北陸農政局では、これまでに農林水産省の交付金を活用して都市農村交流

活動に取り組み、現在も活動を継続している団体等に対して、活動に当たって工夫してい

ることや苦労していることなどの聞き取り調査（25（2013）年７月～11月）を行いました。

この調査結果（表６－７）については、現在、活動を行っている、あるいはこれから活

動を行おうとしている団体等に対して情報提供をしているところです。

先例の経験を自身の活動に活かすことは有益です。このため北陸農政局では、今後、都

市農村交流活動に取り組んでいる団体等間のネットワークを構築するなど、こうした情報

が関係者間で共有できる仕組みづくりを行うこととしています。

※：子ども農山漁村交流プロジェクトとは、農山漁村での宿泊体験を通じて子どもたち（小学生）の生きる力を育成し、

「コミュニケーション能力」、「自主性・自立心」、「学習意欲」等を向上させる取組や都市と農山漁村の交流の創出によ

る農山漁村地域の再生や活性化を図る取組で、平成20年度から農林水産省、文部科学省及び総務省が連携して実施。

表６－７ 地域における都市農村交流活動取組状況聞き取り調査結果（概要）

項 目 団体等の取組状況

現在の ・新たに活動拠点施設を整備した。

活 動 ・東京都内の学生や京都の商店街と体験・ＰＲイベントによる交流を始めた。

状 況 ・ＮＰＯ法人をコーディネーターとして活動を拡大しており東京都内の大学のスポーツ合宿を誘致できた

・関係団体と連携して小麦の実証栽培を開始した。

・都市部のブロガーと親交を深め、ブロガーによる口コミで当地域のファンが広がり、訪問客も増加して

いる。
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(つづき)

項 目 団体等の取組状況

現在の ・25年度から「マイ農家」（生産者と消費者の提携直販）に取り組み、モニターツアーでは８組が当地区を

活 動 れ、うち４組が「マイ農家」の取組を始めている

状 況 ・地域内で、当初は取組に理解が得られない住民がいたが、現在は全戸がイベントに協力してくれている。

・地域資源の食・農・器を活用し、地場野菜を使った活動を行い各種表彰を受けるとともに、新商品を開

発した。空き家等を活用し８人の定住者を確保した

・独自のネットワークを使って商品企画や情報発信（ＷＥＢ等）を行ったことにより、イベントが定着し

各種ツアーの企画や集客が図られるようになった。

現 在 ・活動の継続に向けて、高齢化が進む団体の若返りが急務である。

抱えて ・活動参加者間で意識の温度差が顕著になり、継続が難しい事業が出てきた。

い る ・安定的な収入の確保が出来ず、予算不足となっている。

課 題 ・より大きな成果を上げるためには、スキルのあるアドバイザー的な人材の確保が必要である。

・事務局スタッフの確保やスキルアップが必要である。

・都市部から遠隔地であるため、訪問客のアクセス（交通及び宿泊）コストをどう押さえ利益を増やすか

が課題である。

・活動メンバーそれぞれが本業を持っており、協議会としてまとまっての話し合いや活動の時間を作るこ

とに苦慮している。

・協議会の営業力の向上が必要である。

・活動が地域全体に認知・浸透されておらず、特定の事業者や生産者の活動となっている。

・協議会の役員が中心になり活動を行っているが、サポート体制が確立していない。

・若いメンバーが中心となっているが、人数が少なく一人一人の負担が大きい。また、不慣れであったり

経験や知識が乏しいといった部分も多い。

・活動を行うほどに、行政の支援の必要性を感じている。

課題を ・地元のイベントに出展するなど、地域に積極的にＰＲし、地域に密着した活動を行うことにより、地域

解 決 住民の幅広い参画・協力が得られるよう努めている

するた ・地元、企業、大学等が行うイベント、プロジェクト等周辺事業と積極的に連携し、交流人口の増加を図

め の っている。

取 組 ・体験講師等を地域の高齢者等地域住民にお願いするなど、地域住民が参画する機会を確保している。

・最初に都市部のニーズを的確に掴むことにより、フィールドとしての地域の活かし方が見えてくる。

・「始めにターゲットありき」で、そのターゲットに併せた戦略を地域で考えている。

・ホームページの制作に当たっては、単なる事業紹介ではなく、興味を持たせ、潜在的なニーズを掘り起

こすような内容とすることに努めている。

・地域外から入られた女性ならではの視点で、地域の資源・情報を見つけていただいている。

・受入窓口の一本化により訪問側のニーズに円滑に応えている。

・訪問客の増加ばかりを狙うのではなく、取組の目的と照らし合わせて、参加者の性質をしっかりと見極

めることを大切にしている。

・行政に頼らない、しかしながら行政が応援したくなるような地域づくりを目指している。

・コンセプトが都市住民にとって魅力あるものであっても、アプローチを上手く行えないと誘客につなが

らず、付加価値を付けた提案を考えている。

・店頭だけでなく、一歩踏み込んだ生産現場を見せ

ることで、根強いファンの確保に努めている。
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資料：北陸農政局調べ

都市農村共生・対流総合対策交付金を活用した取組

－山笑い協議会（石川県白山市）－
はくさんし

里山地域の多様な主体が連携し、地域資源

を活用した各種イベントの開催やグリーン＆

カルチャーツーリズムを展開し、交流・定住

人口の増加、雇用の創出等による地域の活性

化を図っています。

ピザ焼き体験 地域通貨製作作業

（２）市民農園の開設状況

市民農園は、主として都市住民がレクリエーション等を目的として農作業を行う施設を

いい、北陸地域では、平成25（2013）年3月31日現在で138か所（全国4,092か所）が開設

されています（表６－８）。

表６－８ 市民農園開設数・面積

資料：農林水産省調べ

注：「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律」及び「市民農園整備促進法」に基づき開設された

ものである。

 全　国 2,396 520 897 279 4,092 1,363

 北　陸 79 27 27 5 138 88

新潟県 30 6 10 0 46 40

富山県 14 5 3 1 23 8

石川県 29 8 7 2 46 32

福井県 6 8 7 2 23 7

合　計
面　積
（ha）

区　分
 地方
 公共団体

 農業
 協同組合

農業者
企業、NPO
等
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（３）豊かなむらづくり全国表彰事業の実施

本事業は、農林水産祭の表彰行事の一部門として、農山漁村におけるむらづくりの優良

事例の表彰と、その業績発表を行うことにより、むらづくりの全国的な展開を推進し、地

域の連帯感の醸成やコミュニティ機能の強化を図り、農林漁業及び農山漁村の健全な発展

に資することを目的として、昭和54（1979）年度から実施されているものです。

平成25（2013）年度は、農事組合法人ファーム大島(富山県射水市）が内閣総理大臣賞
のう じくみあいほうじん おおしま い み ず し

及び農林水産大臣賞を、穴沢集 落（新潟県魚沼市）、打越製茶農業協同組合（石川県加賀市）
あなざわしゆうらく うおぬまし うちこしせいちゃのうぎょうきょうどうくみあい か が し

及び河和田東部美しい山里の会（福井県鯖江市）が北陸農政局長賞を受賞しました。
か わ だ と う ぶうつくしいやまざと かい さ ば え し

内閣総理大臣賞及び農林水産大臣賞を受賞した農事組合法人ファーム大島は、都市化の

進展により農地の転用の増加や耕作放棄地の発生、若年就農者不足などが進行し、地域農

業の継続が危惧されるようになったことから、持続可能な農業・経営を目指す地域の３営

農組合が合併し、平成16年２月に設立されました。

「組合員に大きな負担をかけず、楽しみながら消費者に喜んでもらえる安全で安心な農

作物を作り続ける」、「地域住民と一緒に考え、情報共有し、農業振興に貢献する」、「いろ

んな面で地域貢献していく」を経営理念に掲げ、再生産が可能な農業の展開をむらづくり

のベースとしながら、地域の景観美化や地域住民とのふれあい活動に積極的に取り組んで

います。

農業生産面では、水稲の乾田Ｖ溝直播栽培技術の導入などによる省力・低コスト化の推

進により、生産費の大幅なコスト縮減を達成し、従来の２年３作体系に枝豆やチュ－リッ

プ球根を組み込むなど複合化にも力を入れ、農業所得の拡大を図っています。

また、後継者の確保や人材育成を図るために、機械オペレーターの60歳定年制の導入や

独自の作業マニュアルの作成、３名１班体制での技術の直接継承及び機械操作の資格取得

に対する技術・経済援助を行っています。

生活・環境整備面では、地域におけるコミュニティ活動の強化を図るため、公共施設等

周辺での除草や花の植栽など環境美化・景観形成活動を積極的に行い、大島地域の農村環

境のイメージアップに大きく貢献しています。

また、地域住民の農業・農村への理解を深めるため、児童等を対象とした田植え・収穫

体験の実施や、ひまわり迷路を設置するなど、幼少より自然や農業にふれあう機会を提供

し、将来の後継者の芽を育む地道な活動を行っています。

農事組合法人ファーム大島では、今後も経営理念を忘れることなく、地域と共生する持

続的な農業法人を目指して、地域に根付いた営農活動を継続していくこととしています。

小学生の田植体験乾田Ｖ溝直播栽培 ひまわり迷路の設置
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５．里地里山の保全と活性化の取組

（１）世界農業遺産（ＧＩＡＨＳ）＊１に関する取組

ア．世界農業遺産国際会議の開催

各国の世界農業遺産認定地域の知識や経験の交換及び新たな地域認定の機会として

国連食糧農業機関（ＦＡＯ）が２年に一度開催している国際フォーラム（世界農業遺

産国際会議）が、平成25年５月29日～６月１日に石

川県七尾市で開催されました。会議では、日本の３

地域（静岡県掛川周辺地域、熊本県阿蘇地域、大分
かけがわ あ そ

県国東半島宇佐地域）を含む６地域が新たに世界農
くにさき う さ

業遺産に認定されました。また国際機関や各国政府

代表が参加する講演やシンポジウム、能登･佐渡の

現地視察なども行われ、しめくくりには、認定され

た地域の活力が維持されるべきことや、認定地域間

の結びつきを促進すること等を目的とする「能登コ

ミュニケ」＊２が採択されました。

コラム ～海外からの農村視察～

北陸農政局では、国際会議の開催に合わせ、各国政府

代表が参加する農村視察を行いました。輪島市三井地区

では、里山の土地に根ざした学びの場づくりを行ってい

る「まるやま組」による生きもの調査などの取組を、地

域の方々や子供達と一緒に歩いて体験し、七尾市中島町

の能登演劇堂では、地域の未来を担う地元の子供達が取

り組んでいる環境学習の英語での発表を、熱心に聞きま

した。

＊１世界農業遺産（GIAHS）とは

世界農業遺産（Globally Important Agricultural Heritage Systems:GIAHS）は、社会や環境に適応

しながら何世紀にもわたり発達し、形づくられてきた農業上の土地利用、伝統的な農業とそれに関わ

って育まれた文化、景観、生物多様性に富んだ、世界的に重要な地域を次世代へ継承することを目的

として、2002年（平成14年）に国連食糧農業機関（FAO、本部：イタリア・ローマ）が創設した仕組み

である。

＊２能登コミュニケとは

世界農業遺産国際会議の成果として、以下５点の勧告等を内容とする「能登コミュニケ」が全会一致

で採択されました。

１．ＧＩＡＨＳ認定サイトでは、定期的なモニタリングが行われ、その活力が維持されるべきである。

２．農業遺産の保全や、世界の食料安全保障及び経済発展への貢献を促進するため、さらにＧＩＡＨＳサイトを

漸進的に認定すること。

３．特に開発途上国において、現場での事業及び取組を促進することにより、ＧＩＡＨＳを動的に保全すること。

４．既存のＧＩＡＨＳは、開発途上国におけるＧＩＡＨＳ候補地が認定されるよう支援すること。

５．先進国と開発途上国の間のＧＩＡＨＳサイトの結びつきを促進すること。

世界農業遺産国際会議の様子
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イ．認定地域（佐渡・能登）の動き

北陸農政局管内では、平成23年に、新潟県佐渡地域の「トキと共生する佐渡の里山」

の取組と、石川県能登地域の「能登の里山・里海」の取組が、世界農業遺産に先進国

として初めて認定されています。

認定後、両地域が関係を深めるため、平成24年５月に「能登・佐渡里山里海連携会

議」が設立されました。平成25年10月には第２回会合が開催され、子どもや農業者の

交流の強化や観光連携を推進していくことを確認しました。

さらに、佐渡・能登両地域に加え、新たに認定され

た３地域も含めた全国組織である「Ｊ－ＧＩＡＨＳネ

ットワーク会議」設立総会が、平成25年11月に石川県

珠洲市で開催されました。設立総会では、体験型見学
す ず し

会(エクスカーション)や、国内認定５地域からのプレ

ゼンテーション等を内容とした記念ワークショップが

行なわれ、今後の連携の機運が高まりました。

Ｊ－ＧＩＡＨＳネットワーク会議の様子

北陸農政局では、両地域を過疎化の進行、農林水産業就業者の高齢化、担い手の不

足といった厳しい状況から地域の活性化を図るモデルとして捉え、①農地・水保全管

理支払交付金、②中山間地域等直接支払制度、③食と地域の交流促進対策交付金、④

都市農村共生・対流総合対策交付金、⑤農山漁村の６次産業化の推進等、あらゆる制

度・事業を通じて、農林水産業振興を支援しています。

（２）トキの野生復帰に関する活動

トキの野生復帰後の生息環境、特に主な餌場となる水田や水路の環境整備に関して、

関係機関が連携して取組を推進するため、平成20(2008)年から環境省等の行政機関、

地域農業者及び研究機関で構成する「トキの野生復帰に係る農業･農地戦略検討会議」

（事務局：北陸農政局）を設立し、様々な取組を行ってきました。

取組開始から５年、現在、野生下のトキの数は90羽を超えています。また、上記の

佐渡地域の世界農業遺産への認定に当たっては、「トキとの共生」をキャッチフレー

ズとした生物多様性保全型農業が大きな要素となりました(表６－９)。

表６－９ 野生下のトキの個体数（平成26年２月現在）

放鳥トキ ８６ 羽

野生下 平成24年生まれ ７ 羽

野生下 平成25年生まれ ４ 羽

計 ９７ 羽

資料：環境省 水田で羽を休めるトキ
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（３）里地里山の環境配慮施設の維持についての調査検討

環境配慮施設の維持管理が全国的な課題となっていることから、北陸農政局では、

ほ場整備に併せて水田魚道等の環境配慮施設を整備した福井県小浜東部地区をモデル

として、その機能を持続的に維持するための管理体制や方法を確立するための調査を

行っています。この中では、環境を活用し生産物の付加価値をいかに高めるかや、企

業の社会的責任（ＣＳＲ）達成の観点を持った地元の企業や地域のＮＰＯ等との維持

管理に関する連携を、地元と一緒に検討しています。

環境配慮施設：水田魚道

企業との連携のイメージ

小浜東部
地区

生産

組合

子供会

農地・
水団体

町内会

土地改
良区

参加の機会を提供

企業

活動への参加





巻 末 資 料





（敬称省略）

部門 種目 品目 住　所 氏　名

経
水稲・
そば・
どぶろく

第42回日本農業賞 新潟県上越
じょうえつ

市
し 中川

なかがわ

　卓夫
た く お

中川
なかがわ

　富美子
と み こ

産 水稲 平成24年度富山県農業振興賞 富山県砺波
と な み

市
し

有限会社　山本
やまもと

農産

産
オリエン
タルユリ

第34回新潟県切花共進会 新潟県魚沼
うおぬま

市
し

田
た

澤
ざわ

　弘美
ひ ろ み

トマト
平成24年度新潟県施設園芸（きゅう
り・トマト・いちご）立毛品評会 新潟県上越

じょうえつ

市
し

有限会社　竹内
たけうち

農園
のうえん

西洋なし
平成24年度「園芸ブランド確立推進
運動」果樹高品質生産拡大共進会 新潟県佐渡

さ ど

市
し

髙
たか

野
の

　栄一
えいいち

チュー
リップ
第46回富山県チューリップほ場品評
会 富山県砺波

と な み

市
し

吉岡
よしおか

　公信
きみのぶ

乳用牛 第29回新潟県ホルスタイン共進会 新潟県新潟
にいがた

市
し

田村
た む ら

　豊
ゆたか

乳牛 富山県富山市
と や ま し

舘
たち

　幸男
ゆ き お

豚枝肉 富山県黒部市
く ろ べ し

有限会社　黒部
く ろ べ

ファーム

牛枝肉
富山県下

しも

新川
あらかわ

郡
ぐん

朝日
あ さ ひ

町
まち

全農
ぜんのう

富山県
とやまけん

本部
ほんぶ

朝日
あ さ ひ

実験
じっけん

農場
のうじょう

経
肉用牛
一　貫
平成24年度全国優良畜産経営管理技
術発表会 新潟県長岡

ながおか

市
し

関
せき

　克史
か つ し

林 産 生椎茸 第53回石川県きのこ品評会
石川県鳳珠郡

ほうすぐん

能
の

登
と

町
ちょう 上野

う え の

　誠治
せ い じ

水産 産 錦鯉 新潟県錦鯉品評会 新潟県小千谷
お ぢ や

市
し

大
おお

日
にち

養
よう

鯉
り

場
じょう

株式会社
　かぶしきがいしゃ

（内閣総理大臣賞・農林水産大臣賞受賞）

北陸ブロック優良事例
（豊かなむらづくり全国表彰事業）

富山県射水
いみ ず

市
し

農事
の う じ

組合
くみあい

法人
ほうじん

ファーム大島
おおしま

注： １）部門には農産、園芸、畜産、蚕糸・地域特産、林産、水産、むらづくりの７部門があります。

２）種目には産物、技術・ほ場、経営、生活（むらづくりを除く）の４種目があります。

３）平成24年8月1日～平成25年7月31日までの１年間における受賞者です。

４）住所は市町村までとします。

産

畜産

むらづくり

平成25年度（第52回）農林水産祭参加の農林水産大臣賞等受賞者一覧表

受　賞　者　の　住　所　氏　名受　賞　財
表　彰　行　事　名

平成24年度富山県畜産共進会

農産

園芸

技・ほ
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平成25年度北陸農政局長賞等受賞者一覧表
（敬称省略）

氏名

穴沢
あなざわ

集落

打越
うちこし

製茶
せいちゃ

農業協同組合

河
か

和田
わ だ

東部
とうぶ

美
うつく

しい山
やま　

里
　さと

の

会
かい

水田経営部門 田中
た なか

　利男
と し お

園芸・畜産経営部門 笠井
か さ い

　清
せい

冶
じ

農村振興部門 わかとち未来
み ら い

会議
かいぎ

とれたて野菜市
やさいいち

かみ

はやし株式会社

農事組合法人　末友
すえとも

営

農組合　女性
じょせい

・加工
か こ う

部
ぶ

平松
ひらまつ

　世志子
よ し こ

桂
かつら

　眞知子
ま ち こ

社会参画部門（個人） 竹内
たけうち

　成子
し げ こ

文部科学大臣賞
「学校給食・社員食
堂部門」

宝達
ほうだつ

志水
し み ず

町
ちょう

立
　　りつ

押水
おしみず

中学校
ちゅうがっこう

農林水産省食料産業
局長賞「学校給食・
社員食堂部門」

越前
えちぜん

市立
し り つ

白山
しらやま

小学校
しょうがっこう

柏崎
かしわざき

市立
しりつ

剣野
けんの

小学校
しょうがっこう

糸魚川市
い と い が わ し

ジオ給食
きゅうしょく　

研究会
けんきゅうかい

上越市
じょうえつし

チーム

ＵＧＫ48（魚沼
うおぬま

の元気
げんき

な

子
こ

どもたちを支
ささ

える調理
ちょうり

員
いん

48名
めい

）

農林水産省食料産業
局長賞「外食・弁当
部門」

株式会社　アスピカ

「地産地消給食等
メニューコンテス
ト」

新潟県柏崎市
かしわざきし

福井県越前市
えちぜんし

北陸農政局長賞
「学校給食・社員食
堂部門」

地産地消の一層の推進を
図るため、生産者との交
流促進等の地産地消の取
組を行いながら、地場農
林水産物の食材利用に工
夫を行っているメニュー
を表彰

新潟県糸魚川市
い と い が わ し

新潟県上越市
じょうえつし

新潟県魚沼市
うおぬまし

福井県福井市
ふ く い し

石川県羽咋郡
は くい ぐん

宝達
ほうだつ

志水
し み ず

町
ちょう

新潟県魚沼
うおぬま

市
し

石川県加賀
か が

市
し

福井県鯖江
さ ば え

市
し

表彰行事名 受賞名 内　容
受賞者の住所氏名

住所

北陸農政局豊かな
むらづくり表彰

北陸農政局長賞
農山漁村におけるむらづ
くりの優良事例の表彰

福井県坂井市
さ か い し

新潟県小千谷
お ぢ や

市
し

福井県大野
おおの

市
し

福井県南条郡
なんじょうぐん

南越前町
みなみえちぜんちょう

北陸農政局
男女共同参画
優良事例表彰

北陸農政局長賞

新潟県村上市
むらかみし

富山県小矢部市
お や べ し

石川県加賀市
か が し

福井県三方上中郡
みかたかみなかぐん

若狭町
わかさちょう

経営参画部門（団体）

経営参画部門（個人）

北陸農政局
農政功績者表彰

北陸農政局長賞
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（敬称省略）

氏名
表彰行事名 受賞名 内　容

受賞者の住所氏名

住所

華
はな

味
あじ

一般
いっぱん

社団法人
しゃだんほうじん

砺波市
と な み し

観光
かんこう

協会
きょうかい

特定
とくてい

非
ひ

営利
え い り

活動
かつどう

法人
ほうじん

小
ちい

さな種
たね

・ここる

企業
きぎょう

組合
くみあい

そまの恋
こい

姫
ひめ

サラダ会
かい

全国地産地消協議会
会長賞 ＪＡくろべ女性部

じょせいぶ

琴
こと

ざわそば

株式会社セイアグ
リーシステム

優秀賞（全国環境保全
型農業推進会議会長
賞）

有限会社米
こめ

工房
こうぼう

いわむろ

有限会社グリーン

新井  寛
あら   い　　    ひろし

ほたるの里
さと

丁
ようろ

有機
ゆうき

農法
のうほう

研究会
けんきゅうかい

富山県立中央農業高
ちゅうおうのうぎょ

等学校
うこうとうがっこう

新潟県南魚沼市
みなみうおぬまし

船ヶ沢
ふねがさわ

新田
しんでん

自然
しぜん

融和
ゆうわ

会
かい

福井県鯖江市
さ ば え し

下新庄
しもしんじょう

猪
いのしし

対策
　　たいさく

委員会
いいんかい

福井県小浜市
お ば ま し

福井県小浜市
お ば ま し

全国農業協同組合連
合会会長賞
（農家の部）

生産技術の向上、経営の
改善の面からの創意、工
夫を持ち、先進的で他の
範となる麦作農家及び麦
作集団を表彰

福井県福井市
ふ く い し

島崎
しまざき

　恒守
つねもり

生産局長賞
（大豆経営の部） 新潟県上越市

じょうえつし

金澤
かなざわ

　正一
まさかず

日本農業新聞会長賞
（大豆集団の部） 富山県南砺市

な ん と し 農事組合法人

金
かね

戸
と

営農組合

「地産地消給食等
メニューコンテス
ト」

第41回全国豆類
経営改善共励会

生産性、商品性の高い豆
類生産の安定化を図るこ
とを目的として、特に経
営改善の面から先進的で
他の範となる豆類生産農
家及び生産集団を表彰

地域で鳥獣被害対策活動
に貢献している個人、団
体（地域協議会等）を表
彰

北陸農政局長賞

地産地消優良活動
表彰

全国麦作共励会

北陸農政局鳥獣被
害対策優良活動表
彰

第19回環境保全型
農業推進コンクー
ル 奨励賞

（全国環境保全型農
業推進会議会長賞）

北陸農政局長賞

地産地消の普及・啓発を
図るため、地域の特色を
活かした創造的で将来性
のある地産地消活動を表
彰

富山県砺波市
と な み し

富山県高岡市
たかおかし

北陸農政局長賞
「外食・弁当部門」

地産地消の一層の推進を
図るため、生産者との交
流促進等の地産地消の取
組を行いながら、地場農
林水産物の食材利用に工
夫を行っているメニュー
を表彰

福井県鯖江市
さ ば え し

有機農業をはじめとする
環境保全型農業の確立を
目指して意欲的に経営や
技術の改善に取り組み、
農村環境の保全活動を通
じ地域社会の発展に貢献
している農業者・団体等
を表彰

新潟県長岡
なが おか     

市
  し

石川県輪島市
  わ  じ ま  し

新潟県新潟市
にい がた し

福井県南条郡
なんじょうぐん

南
みなみ

越前町
　 えちぜんちょう

福井県大野市
  お お の  し

富山県富山市
  と  やま  し

富山県黒部市
く ろ べ し

富山県高岡市
たかおかし

新潟県糸魚川市
い と い が わ し
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（敬称省略）

氏名
表彰行事名 受賞名 内　容

受賞者の住所氏名

住所

柏田
かしわだ

　一夫
かずお

堺町
さかいまち

　生産組合

（株）荏原
え ば ら

製作所
せいさくしょ

北陸
ほくりく

支社
し し ゃ

鹿島
か し ま

建設
けんせつ

（株）

北陸
ほくりく

支店
し て ん

注： １）北陸農政局で選考した表彰を記載。

２）平成25年4月1日～平成26年3月31日までの１年間における受賞者です。

第41回全国豆類
経営改善共励会

生産性、商品性の高い豆
類生産の安定化を図るこ
とを目的として、特に経
営改善の面から先進的で
他の範となる豆類生産農
家及び生産集団を表彰

北陸農政局長賞

農業農村整備事業
の優良工事等表彰

北陸農政局長賞
工事・業務などの成果が
優秀であり他の模範とな
る請負者を表彰する。

新潟県新潟市
にいがたし

新潟県新潟市
に いがた し

石川県小松市
こ ま つ し

新潟県長岡市
ながおかし
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